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第1章  研究課題と構成 

1.1 研究の背景 

生態系の変化は, 私たちの生活にどのような影響を及ぼすのか。私たちは生態系をどう持

続的に利用できるのか。このような大きな問いに取り組む世界の専門家たちは, 2001 年から

2005 年にかけて「ミレニアム生態系評価 (Millennium Ecosystem Assessment)」を実施し, 報告

書 (以降, MEA) にまとめた (MEA, 2005) 。これらの問いが示す通り, MEA は生態系と人間

社会の関係性を重視している。生態系は人間社会にサービス
．．．．

を提供している, という視座を

用いて, MEA は世界の生態系サービス (ecosystem services, 以降, ES) の状態とその変化の可

能性を評価した (MEA, 2005)。この視座は, 現在広く科学者や政策策定者に支持されている 

(Carpenter et al., 2009; Daily and Matson, 2008)。 

MEA によれば, ES とは人々が生態系より受ける恩恵を意味する (MEA, 2005) 。MEA は

ESを表 1-1の通りに区分している1 (以降, 本論でもESに言及する際はこの定義と区分を用

いる)。私たちは多くの ES に依存している。これらには, 食糧や飲料水等, 人の生存に不可欠

なものから, 宗教的充足やレクリエーション等, 人や社会の特徴が異なれば種類や依存度が

異なるものまで, 様々なものがある。このように, ES は文字通りサービス
．．．．

であるため, それを

利用する人々がいて初めて存在する。この観点を直感的に理解するには, 次の表現が役立つ。

「もし地球のような惑星があり, 人間がいなかったらどうだろう。その惑星には様々な生態

系の構造とプロセスがあるだろうが, そこにサービスはない」 (Fisher et al., 2009)。従って, あ

る地域社会の生態系が提供する ES をどう持続的に利用できるか検討するには, 生態系の構

造とプロセスを理解するだけでなく, それらを ES と定義する人間との相互関係を捉えるこ

とが求められる。 

表 1-1 生態系サービス (ES) の区分 

生態系サービス 説明 例 

①供給サービス 
 (Provisioning Services)  

人間の生活に重要な資源
を供給するサービス 

食料, 淡水, 木材や繊維, 燃料, 薬品, 遺伝
子資源, 非木材林産物等 

②調整サービス 
 (Regulating Services)  

環境を制御するサービス 気候変動の制御, 洪水制御, 災害制御, 水
量・水質制御, 受粉等 

③文化的サービス 
 (Cultural Services)  

生態系から得られる非物
質的な恩恵 

精神的・宗教的充足, レクリエーションやエ
コツーリズムの機会, 美的楽しみ, 文化遺
産等 

④基盤サービス 
 (Supporting Services)  

① – ③までのサービスの
供給を支えるサービス 

栄養循環, 土壌形成, 光合成等 

出所：MEA (2005) を元に筆者作成 

                                                  
1 この MEA が用いた ES の定義や生態系のプロセス, そして機能については依然曖昧さが残ることも指摘さ

れている (Wallace, 2007; Fisher et al., 2009)。 
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それでは, ある地域社会において, そこの生態系と人間の相互関係を深く理解し, ES を持

続的に利用するための措置を検討するにはどのような視座が必要か。社会が地域の自然生態

系と複雑な相互関係をもつとき,そのシステムは「社会・生態システム (social-ecological 

systems) 」と呼ばれる (Ostrom, 2009; 古川ら, 2012)。Bohensky and Lynam (2005) は, このシ

ステムを長期的に維持可能なものにするための措置の有効性を評価するために, 次の 3 つの

視座を用いている。それらは, (1) 環境変化による影響 (impact) が明らかになっているか, (2) 

同影響が地域社会に認識されているか, (3) 彼らがそれへの対策を講ずる資源や権限を有し

ているか, である。 

この(1)～(3)の中でも, とくに考慮が必要な要素は (2) であると考えられる。なぜなら, (2)

の要素が不十分な場合, 次の (3) に向かう条件は十分に揃わないからである。仮に, 将来の

ES の変化の人々への影響を正確に予測・提示できたとする。しかし, 地域社会の中には, そ

の結果にあまり関心を示さない, またはそれに実感を持てない住民がいるかもしれない。住

民はその影響を実際に受けたかどうかでこれへの認識や対応行動に差が出る場合がある。例

えば, 洪水の起こりやすい地域の居住年数の短い住民は, 長い住民と比べリスクを過小評価

する (Bradford et al., 2012), 逆に, 原油流出事故の被害を被った漁村の住民は, そうでない漁

村の住民と比べより生態学的世界観を有している (Marshall et al., 2005) 場合があることが報

告されている。特定の住民 (有権者) 群が, その影響の予測結果を過小評価したらどうなるか。

彼らに選出された意思決定者も, その住民群の大きさ次第では, その影響への対策の優先度

を下げるかもしれない。そうなれば, 予測された影響への対策に必要な財源や人員が十分に

確保されず, 既にESの変化の影響を受けている住民群や, 将来的にそれを受けやすい住民群

が, 結果的に軽視されるリスクに繋がる。 

従って, 既に ES の重要性や稀少性を実感している人々や, ES の変化の影響を受けやすい

人々の存在が, その地域社会を代表する意思決定者, 政策策定者, その他の住民に適切に認

識され, そのリスクが彼らの間で共有される必要がある。 

そのための有用な道具はなにか。そこで着目したのが次節で紹介する DPSIR 枠組みである。

本論では ES の変化により影響を受ける住民を明確化し, それへの対策を促進するために用

い得る, 「意思決定者―政策策定者―住民や他の利害関係者間の意思疎通の道具」として, 

DPSIR 枠組みを捉えたい。 
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1.2 先行研究レビュー 

ここでは第一に, DPSIR 枠組みについての先行研究を批判的にレビューする。第二に, 同枠

組み研究, 影響評価研究, そして評価研究で用いられる「影響 / インパクト (impact) 」とい

う用語について整理し, 本論で用いるこの用語を定義する。第三に, ES の重要性や稀少性を

実感しその影響を受けている人を特定するための手法や考え方について, 利害関係者分析研

究,と影響評価研究での議論を整理する。 

 

1.2.1 DPSIR 枠組み研究 

Driver-Pressure-State-Impact-Response (DPSIR) framework / model (以降, DPSIR 枠組み, 図 

1-1) は, 社会・生態システムでの生態系と人間社会の相互関係を明瞭に提示するその特徴か

ら, 1995 年以降, 欧州環境機関 (European Environment Agency, 以降, EEA) や欧州統計局 

(EUROSTAT) において環境指標や統計情報を整理するために使われ始めた。DPSIR 枠組みは

次に示す通り, 様々に定義されている。例えば「社会と環境の相互作用を描写するための因

果関係枠組み」(Maxim et al., 2009),「環境および自然資源管理の問題に関する因果関係を構造

化するための機能分析スキーム」(Ness et al., 2010),「意思決定者にとって有意義な指標を構築

し, 整理するための手段」(Tscherning et al., 2012) 等がある。 

 

 

図 1-1 DPSIR 枠組みと PSR枠組み  

出所：Smeets and Weterings (1999) と Kohsaka (2010) を元に筆者作成 

 

EEA によれば, DPSIR 枠組みを開発した目的は,「環境と社会経済活動の間の相互作用につ

いての思考を組み立てること」である (EEA, 2014)。EEA では「アセスメントの設計, 指標

の特定, 結果の伝達を支援するために, そしてより良い環境モニタリングや情報収集をサポ

ートするため」に使用されている (Stanners et al., 2007)。EEA による Driver (原因, 以降, D), 

DPSIR 枠組み                 PSR 枠組み 
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Pressure (圧力, 以降, P), State (状態, 以降, S), Impact (影響, 以降, I), Response (対策, 以降, R) 

それぞれの指標の定義は表 1-2の通りである。同枠組みは, 人間社会における環境問題の根

本的原因 (D) やその問題の直接的原因となる圧力 (P) により, 生態系や人々の社会・経済状

態 (S) が変化し, これにより生ずる自然や人への影響 (I) の種類や度合いに合わせ社会が対

策 (R) を講ずるという概念の元に成り立っている(図 1-1参照)。 

 

表 1-2 EEA による DPSIR の各指標の定義 

指標区分 定義 
D, 原因* 社会, 人口動態そして経済における発展とそれに伴う生活スタイルの変化, 全

体的消費レベルと生産パターンの変化を描写 
P, 圧力* 人為活動による物質の放出 (排出), 物理的・生物学的エージェントの放出, 資源

の利用, 土地利用を描写 
S, 状態 あるエリアの物理的現象 (気温等), 生物学的現象 (魚類資源等), 科学的現象 

(大気の CO2濃度等)の定量的・定性的描写 
I, 影響** 人間の健康への影響, 資源入手可能量への影響, 製造資本の損失, 生物多様性

への影響といった, 人為活動が及ぼす環境機能のエフェクト (effects) の最後の
結果を影響 (impacts) として描写 

R, 対策 環境の状態の変化を防止し, 補償し, 改良または適応するために地域社会の集
団 (および個人) や政府がとる試みを描写 

*  他の文献によれば, 原因 (Driver), 圧力 (Pressure) は, それぞれ間接的原因(Indirect Driver), 直

接的原因 (Direct Driver)と解釈することもできる (Rounsevell et al., 2010; Pintér et al., 2008; 
Anastasopolou et al., 2007) 

** 大気汚染は放射線バランスの変化を引き起こし (第一次エフェクト), 気温上昇に繋がり (第二次エフェ

クト), 海面上昇を誘発する (第三次エフェクト) かもしれないが, これらは全て S (状態) の指標であり, 

この次の最後のステップ：陸域生物多様性の損失が影響 (I) 指標となる。 

出所：Gabrielsen and Bosch (2003), Rounsevell et al. (2010), Anastasopolou et al. (2007), Pintér et 

al. (2008)を元に筆者作成 

 

Svarstad et al. (2008) によれば, DPSIR 枠組みの起源は, 1970 年代後半にカナダ統計局 

(Statistics Canada) が開発した State-Response framework まで遡ることができる。その後, 経済

協力開発機構 (Organisation for Economic Co-operation and Development, 以降, OECD) が国際

連合環境計画 (United Nations Environment Programme, 以降, UNEP) およびカナダ統計局と共

同で Pressure-State-Response (PSR) framework / model (以降, PSR 枠組み, 図 1-1参照) を開発

した (UNEP/RIVM, 1994; Hammond et al., 1995)。Kohsaka (2010) によれば, OECD でこの PSR

枠組みが導入された 1990 年代以降, EEA, UNEP, 米国環境保護庁 (Environmental Protection 

Agency), 世界資源研究所 (World Resources Institute) 等の機関の報告書には, 環境指標が多く

利用され始めた。しかし, PSR 枠組みは, 人為的な圧力 (P) やそれへの対策 (R) に焦点が絞

られている点, そして, その根本的原因 (D) が生む影響 (I) には人間にとって有益な 

(beneficial) ものと有害な (harmful)ものの二種類がある点などへの考慮が不十分であること

から, そうした観点が付け加えられた DPSIR 枠組みへと発展していった (Lin et al., 2009; 



12 
 

Niemeijer and de Groot, 2008)。昨今 DPSIR 枠組みは, 政策策定者や助言する研究・調査プロジ

ェクト, 環境問題についての学際的指標の開発やシステム・モデルの概念化, 統合的研究プロ

グラムやアセスメント研究, そして事例研究の形成2等, 様々な環境問題や空間スケールに適

用されている(例えば, EEA, 2014; UNEP, 2012; OECD, 2003; Wolfslehner and Vacik, 2011; 

Bezlepkina et al. 2014)。生物多様性条約 (Convention on Biological Diversity, 以降, CBD) 第 10

回締約国会議で合意された愛知目標の 5 つの戦略目標 (表 1-3) もそれぞれ D, P, S, I, R に対

応したものになっている(環境省, 2012; da Silva et al., 2015)。 

 

表 1-3 DPSIR の概念に対応した愛知目標の 5つの戦略目標 

環境省による DPSIR の定義 愛知目標の 5 つの戦略目標 
D (人間社会における当該問題の根本的原因) 生物多様性の社会への主流化 
P (当該問題の直接的原因となる圧力)  生物多様性への直接的な圧力の減少と持続可

能な利用の促進 
S (圧力を受け変化する社会生態学的状態)  生態系, 種及び遺伝子の多様性の保全と生物

多様性の状況の改善 
I ( P による S の変化によって生じる影響)  生物多様性及び生態系サービスから得られる

恩恵の強化 
R (D-P-S-I に対する社会側の対策や政策)  参加型計画立案, 知識管理, 能力開発を通じた

実施の強化 

出所：環境省 (2012) をもとに筆者作成 

 

上記の通り, DPSIR 枠組みはその簡潔さゆえに, EEA 以外でも様々な目的・用途に使われて

きた。しかし, そうした適用経験から, 現実世界の複雑な D-P-S-I-R の相互関係を捉えきれな

いこと (Rekolainen et al., 2003; Maxim et al., 2009) が主な課題となっており, その使用目的や

有効性について論争が続いている。例えば, 一方では, Rekolainen et al. (2003) は次の 4 点から

DPSIR 枠組みの因果関係モデルとしての有効性を疑問視している： 

 この枠組みを用いた分析には, 変動の少ない指標セットを必要とするため, システムの

動的な変化を十分捉えきれない場合がある 

 定期的な間隔で同じ指標を用いた研究を繰り返さない限りトレンドを把握できない 

 ある環境問題の因果関係を具体的に描写しない 

 枠組みが描く線的で一方向性の因果関係の連鎖は, 環境問題の複雑なコンテキストを捉

えられない 

しかし, 他方で, Carr et al. (2007) は, 本来のDPSIR枠組みの趣旨を考えれば, これら4点を

その限界として批判することは, 的を射たものではないと主張する。その主な理由は次の通

りである：そもそも DPSIR 枠組みは, 対象とする環境問題の原因と結果の関係性を推敲する

                                                  
2  表 1-5 参照。 
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モデルそのもの
．．．．

ではない。同著者は, 対象とする ES の多様な利害関係者が, 当該問題の環境

と社会経済活動の間の相互作用についてより理解を深め, その問題についての知識を広く普

及させるために DPSIR 枠組みが有効である主張する (Carr et al., 2007)。そして, Carr et al. 

(2007) は Karageorgis et al. (2006) を支持し, その環境問題の因果関係を理解するためには, D, 

P, S, I, R のそれぞれのカテゴリの間にあるリンクに焦点を充て, このリンクの在り方の分析

にこそモデルの適用が求められると主張する3。 

このように DPSIR 枠組みの使用目的や有効性については論争があるが, これについて深く

検討することは本論の目的でない。そうではなくて, すでに多くの環境問題や空間スケール

に適用されているその事実を鑑み,「ES の変化の影響を受ける住民を明確化し, それへの対策

を促進するための, 意思決定者―政策策定者―住民や他の利害関係者間の意思疎通の道具」

として, DPSIR 枠組みの概念をどう拡張させ得るかを検討したい。 

 

1) 圧力 (P) や対策 (R) に伴う影響 (I) の二面性 

従来の DPSIR 枠組み研究の視点は, 狭義の環境影響に偏っており, 社会・生態システムの

持つ持続可能性の課題を包括的に捉えていない, といった指摘が2000年代の後半から増え始

めた。まず大きな影響を与えた論文として Carr et al. (2007) が挙げられる。同著者は, その環

境問題と普段深く関わりながら生活している人々が見る問題と, DPSIR 枠組みを用いて, 生

態系の評価を行う学者が捉える問題のスケールは異なると主張した。そして事前に決められ

た D, P, S, I, R というカテゴリの使用とそれに基づく現象の解釈は, 持続可能な開発について

の多様な概念化を阻む恐れがあると警笛を鳴らした。 

この「解釈」の課題を Maxim et al. (2009) は具体的に論じている。同著者によれば, 圧力 (P) 

についての「負 (または正) の判断」は規範的であり, 人間の価値システムに基づく。そして, 

同著者は, 「負」は常に「誰の」そして「どの要求」に対しての「負」なのか, という質問が

付きまとうが, 多くの研究において, この質問と答えは明示的に取り扱われてこなかったと

指摘している。これに関して, 例えば Kohsaka (2010) は, 都市近郊林の文化的サービスの利

用事例を挙げ, 同じ森林が提供する異なるサービスを享受する利用者の対立 (バードウォッ

チング愛好家 VS 他のレクリエーション活動家) を示した。この対立をより詳しく見てみよ

う。バードウォッチング愛好家にとっては, 他のレクリエーション活動家の行動は圧力 (P) 

となるだろう。このため, バードウォッチングを優先しその望ましい環境を維持する場合, 他

のレクリエーション活動を規制するという対策 (R) が考えられる。しかし, この対策 (R) は

                                                  
3 同様の考え方は, Rehr et al. (2012) にも見られる。 
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他のレクリエーション活動家にとっては圧力 (P) と捉えられるかもしれない。こうした圧力 

(P) とそれへの対策 (R) の対立問題を解決する際には, 圧力 (P) の解釈そのもの, つまり同

じレクリエーションの活動の場である森林の競合的利用, ニーズの対立を焦点にする必要性

を Kohsaka (2010) は示している。 

DPSIR 枠組みを用いて環境問題を捉える際には, こうした 

 お互いの圧力 (P) になり得る, ニーズ同士の対立 

 特定の自然資源利用者にとっては圧力 (P) になり得る, という対策 (R) の二面性 

 それらが生む影響 (I) や改善効果 (影響や改善効果の詳細定義については 1.2.2 参照), 

 負の影響 (I) を受ける個人, 社会, 生態系の状態 (S) の不均一性 

といった点の理解が不可欠である。Spangenberg et al. (2009) はこれらの課題の核心を突いて

いる：DPSIR の定義は, 「意思疎通の際の便利さゆえに正当化された社会的な構成概念 

(constructs) であり, 合意の成果物である」。そのため, この D, P, S, I, R 各項目の定義について

の 「合意」は, 誰と誰の間に生まれた合意なのかを明確化することが必要であろう。 

近年の先行研究は, この枠組みが内在する概念的な曖昧さに対処するためのアイディアを

提示している。Atkins et al. (2011) は海洋環境の研究領域で, ES と DPSIR 枠組みを連結させ, 

DPSIR の対象範囲を絞るアイディアを発表した4。まず, DPSIR 枠組み策定者は, 生態系の変

化により影響 (I) を受ける ES とその「利用者コミュニティ5」を特定し, 同コミュニティの

具体的関心事について, 包括的で明確な知識を得る。次に, 同策定者は, 同コミュニティの状

態 (S) と影響 (I) の関係性に焦点を絞ることにより, DPSIR 枠組みが描写すべき社会・生態

システムの範囲を明確化できるとした。類似のアイディアとして, Poppy et al. (2014) は開発

途上国 (以降, 途上国) の食糧安全保障の研究領域で, CBD が提唱している, エコシステムア

プローチの適用のための 5 つの運用指針6を基礎に生態系サービス枠組み (ES 枠組み) を開

発し, これと DPSIR 枠組みを連結させるアイディアを提案した。同著者は, どこにある 

(where) , どの (from which) 生態系からの ES を, 誰のため (for whom) に優先するのかとい

うトレードオフを考慮する重要性を説いている。ここに DPSIR を適用する際の要件として, 

論点が適切に定義されることを挙げている (例えば, 環境の劣化, 社会のニーズ, 農業政策, 

                                                  
4 同著者の論文では ES と合わせて社会便益 (Social Benefit,人間の豊かさのために社会が生態系に求める便

益) の評価を求めているが本論での議論を簡明にするためにここでは割愛する。 
5 ここでいう利用者コミュニティは, 個人, 世帯, 営利組織, 政府, 政府関連機関, そして他の市民社会グル

ープといった広い意味での利害関係者を意味する。 
6 CBDの第5回締約国会議 (COP5) 決議V/6 (UNEP/CBD/COP/5/23): I.生態系における機能的な関係と作用へ

の着目, II.利益の衡平配分の推進, III.順応的管理の実践の利用, IV.取り組む課題に適切な空間的広がりで, ま
た可能な限り最も下位のレベルへの浸透による管理の実行, V.セクター相互の共同を確保 (和訳, 環境省, 
2009) 



15 
 

貧困削減, 不公平の是正等)。そのため, その論点は, 外部機関が押し付けたりするのではな

く, 「妥当な利害関係者」の参加型アプローチを通じ透明性を持って定義されるべきだと主

張する。 

それでは「利用者コミュニティ」や「妥当な利害関係者」とは一体誰なのか。彼らをどの

ように選定すればよいのか。これに関し, Gregory et al. (2013) は, ①DPSIR 枠組みを設計する

過程に誰が参加するのか / しないのかを判断した論理を明確に提示すること, ②この過程

に含まれないにも関わらず, 負の影響 (I, 例えば, 資源へのアクセスが制限される等) を受

ける人々へ注意を払うことを強調している。これとは異なる考え方として, Binimelis et al. 

(2009) は視点の異なる DPSIR 枠組みを複数作成し, 並列させても良いと主張する。同著者は, 

遺伝子組換え作物導入の事例研究を通じ, この導入を圧力 (P) と捉えるか対策 (R) と捉え

るかで, DPSIR 枠組みのモデル設計は大きく変わり得ると主張した。同著者によれば, それを

一つにまとめる必要はない。むしろ, 異なる観点に基づく複数の DPSIR 枠組みとその基とな

る情報を提示することで, その事象のあらゆる「正統な観点」が取り込まれることで意思決

定プロセスが改善されることを期待している。これに類似した考えとして, Tscherning et al. 

(2012) は DPSIR 枠組みの提示には代替案を含めることの重要性を強調している7。 

  

2) 異なる空間・時間スケールへの配慮 

私たちは, 異なる空間・時間スケールに依存する, 景観構造―生物多様性―ES の間の関係

性を十分に理解できていない (Haines-young, 2009; Kohsaka, 2010)。この中で Carr et al. (2007) 

は, ES を享受する人々とスケールの問題に着目し, 「世帯単位等の地元の個人」 (以降, 本論

ではこれを住民と解釈する) が受ける影響 (I) と, その影響を緩和するために彼らが取る

個々の行動 (R) に注意を払う必要性を強調している。住民がとるこれら個々の対策 (R) は, 

集合すれば, その力 (force) は国家の政策や施策の成否さえ左右するまでに成長する。それに

も関わらず, これまでの DPSIR 枠組み研究は, この力を十分に捉えていないと指摘している。

実際に Suckall et al. (2014) がこれを事例で示している。同著者はタンザニアの Zanzibar 島の

3 村を対象に, 同地域社会の気候変動緩和・適応, 開発施策について調査した。土地開発 (P) 

により農地や森林を失った, つまり影響 (I) を受けた住民は, これへの対策 (R) としてより

遠い森林を使用するようになる。他にも, 観光業の発展 (D) を背景に, 沿岸地域のレクリエ

ーション活動と海藻養殖産業が拡大 (P) する。このため, これまで沿岸を使用していた養殖

業者や漁業従事者, つまり住民は, 収量の影響 (I) を受け, 活動範囲を更に広げざるを得な

                                                  
7 Tscherning et al. (2012) は, 2003–2009 年までの 21 件の DPSIR 枠組みを適用した学術研究論文を分析し, 意
思決定への複数案を提示した研究は 9 件のみという結果を提示した。 
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くなる (R)。同著者によれば, このような対策 (R) は, 圧力 (P) を短期的に緩和する対処法

に過ぎず, 中長期的な視野では気候変動対策 (R) や開発施策 (R) には悪影響 (I) を及ぼす

結果となる場合がある。Suckall et al. (2014) はこうした住民のとる短期的な影響を緩和する

ための対策 (R) を, 「不適切な適応・対処戦略 (Maladaptive coping strategies) 」と呼び, これ

は新たな圧力 (P) となり得る。 

この「不適切な適応・対処戦略」という用語は, 本論でとくに重要であるため, ここで詳し

く説明する。Suckall et al. (2014) によれば, 慢性的な貧困, 人口増加, 資源枯渇, 気候変動等

の複数のストレス要因 (multiple stressors) は, これまで持続的に自然資源を利用・管理し生計

を立ててきた住民への大きな脅威となっている。しかし, 同著者によれば, こうした住民が属

する地域社会は, 元々これら脅威へ「適応」する能力を持っている。ここで同著者が意味す

る「適応」の能力には, 気候変動だけでなく複数の環境・社会的ストレス要因に, システム内

で上手に対処していく, 長期的な調整機能が含まれる8。 

しかし, このストレス要因に対する長期的な調整機能は, 短期的な対応 (R) とは区別され

ている。この短期的な対応 (R) を, Suckall et al. (2014) は Brown (2011) を支持し「対処戦略 

(coping strategies)」と呼ぶ。この「対処戦略」の例には, 資産を売却すること, 食べる量を減

らすこと, 子どもを退学させること等が挙げられる。これらの「対処戦略」は, 目下のストレ

ス要因を緩和できるものの, 将来起こり得るストレス要因に対しては, 住民の脆弱性を高め

る場合がある。長期的な社会・経済的開発目標とトレードオフの関係にあるこの「対処戦略」

を, 著者は先行研究で用いられた用語をまとめ, 「不適切な適応・対処戦略」(Maladaptive 

coping starategies, 以降, M) と呼んでいる。 

Suckall et al. (2014) によれば, 不適切な適応・対処戦略 (M) を, 表 1-4の通り, 3 種類に分

類している。①生産地の移転 / 拡大 (Relocation / extensification) は, 移転先 / 拡大先の利用

者との資源の競合を生むかもしれない。② 生産集約化 (Intensification) は, 一般的に開発の

観点から肯定的である印象を伴うが, 同著者の調査地での「集約化」は, 機材や投入量の制約

から, 農業・漁業の労働時間を増やすこととほぼ同義であるとする。また同著者は, ③男性の

生計手段の多様化 (Diversification) が, 女性の生計手段を奪う事例を報告している (同調査

地では, 観光業が発展し雇用機会も増えたが, 低学歴の者が観光業の分野で就業できる機会

は限られる)。このように, 地元の実情にあった政策介入がない場合, 長期的な開発目標は, 

不適切な適応・対処戦略 (M) により脅かされる可能性があると結論付けている。 

 

                                                  
8 そのような調整機能の例として, 生計手段を多様化させることや, 植栽時期を変化させること等が挙げら

れる。 
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表 1-4 Suckall et al. (2014) による不適切な適応・対処戦略 (M) の種類と例 

戦略の種類 活動例 「不適切」となる場合の例 

①生産地の移転 / 拡大 
(Relocation / 

extensification) 

 家から近い森林や農地 
でなく / だけでなく, 
遠い森林や農地を / も 利用する 
 海草養殖用に海の浅瀬  
でなく / だけでなく,  
深淵を / も 利用する。 

 ES の新規利用者と元々の
利用者との間に競合・紛争
が生ずる 

②生産集約化 
(Intensification) 

 農業労働時間を増やし, 休閑期間
を短縮化させる 
 漁業労働時間を増やす 

 植生回復が阻害され, 林産
物の収穫量が減る 
 子どもの就学時間が犠牲に
なる 

③生計手段の多様化 
(Diversification) 

 男性が, これまでの漁業に加え, 
蛸漁や海藻養殖を試みる 

 これまで主に女性の仕事で
あった蛸漁や海藻養殖が男
性に奪われ, 女性の収入が
減る 

       出所：Suckall et al. (2014) を元に筆者作成 

 

このため, Carr et al. (2007) は, 国家レベルでの持続可能な開発の評価の道具として, DPSIR

枠組みの有効性を高めるには, 根本的問題 (D) や圧力 (P) により住民が受ける影響 (I) や, 

それへの個々の (R) から成る社会集団の力 (force) を, 同枠組みに組み込むべきだと主張し

た。この力とは, Suckall et al. (2014) が示す不適切な適応・対処戦略 (M) の集合体と言い換

えることができるだろう。しかし, Carr et al. (2007) や Suckall et al. (2014) は, その集団が受け

る影響 (I) やそれへの不適切な適応・対処戦略 (M) が, どのような空間・時間スケールで捕

捉され, これらをどのように DPSIR 枠組みに取り込めばよいのかについては具体的に言及し

なかった。 

Carr et al. (2007) のこの要求に直接言及したわけではないが, Ness et al. (2010) は, Torsten 

Hägerstrand が提示した「ネステッド・空間ドメイン・システム (A system of nested spatial 

domains)」 (Hägerstrand, 2001) の概念を DPSIR 枠組みと組み合わせることにより, 異なる空

間スケールの D, P, S, I, R を統合して描写する一例を示している。これを理解するためには, 

「ドメイン」と「シンボリック・トランザクション」という二つの用語を紹介する必要があ

る。 

「ドメイン (domain) 」は, 「特定の個人や集団のコントロールの下にある事物が存在する, 

時空間の総体 (Hägerstrand, 1970: 荒井ら訳, 1989)」, または「明示的な規則あるいは暗黙の

習慣によって特定の個人や集団のコントロールのもとに置かれている空間的範囲 (荒井, 

1996)」と定義される。 Hägerstrand (1970) によれば, このドメインは, お気に入りの椅子や

砂浜の穴, 行列の順番といった腕力あるいは習慣でのみ守られる小さなものから, 住宅, 土

地, 企業や団体が持つ不動産, タウンシップ, カウンティ, 州, 国といった強い法的地位をも
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った大きなものまで様々である。本論では以降この後者のドメインの考え方を用いる。 

「シンボリック・トランザクション (symbolic transaction) 」は, 「人間の集まりの間に発

生する, 複数のメッセージの時空間的流れ (フロー) (Hägerstrand, 2001)」と定義される。図 

1-2 は国家というドメインが, 世帯や会社というドメインの行動に直接影響を及ぼすために, 

その意思を示すことのできる主要な公的手段を例示したものである。法令, 課税, 補助金, 経

済政策, 情報キャンペーン等は全てこのシンボリック・トランザクションに含まれる。

Hägerstrand (2001) によれば, 例えば, ある法令について, 人々は自身を取り巻く環境や状況

の中でその法令の目的を解釈できた場合, 人々はその法令を受け入れやすい。しかし, 法令が

より広範で長期の集合的目標を伴い, 地元の人々の活動や抑制が求める場合, 人々はその法

令を容易には受け入れない。法令の目的が国家的そしてグローバルな射程を含むものになれ

ばなるほど, 更なる教育, 情報, 価値の再設定といったシンボリック・トランザクションが必

要となるとしている。またこの概念には, トップ - ダウンのみならず, ボトム - アップの方

向の影響の作用も含まれている。例えば, 特定の原因や問題に働きかけるために, 個が力を集

約して, 通商組合, 協同組合, 理想主義的組織等のドメインを結成し, 上位レベルでの決定に

影響を与え , シンボリック・トランザクションの内容に変化を与えることもできる 

(Hägerstrand, 2001)。 
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図 1-2 シンボリック・トランザクションと景観における活動 

出所：Hägerstrand (2001) を元に筆者作成 

 

Ness et al. (2010) の功績は, このネステッド・空間ドメイン・システムの概念を DPSIR 枠

組みと組み合わせることにより, 環境問題をミクロからマクロまでの各ドメインを考慮して

統合的に捉え描写することを部分的に可能にしたところにある  (図 1-3)。しかし , 

Hägerstrand (2001) が同システムで示したもう一つの構成要素である時間スケールについて, 

Ness et al. (2010) は, DPSIR 枠組みの各 D, P, S, I, R 間の相互作用をそれとして見立て, 単純に

各ドメイン内に描写しただけである。これだけでは, Hägerstrand (2001) が同システムで示し

た時間スケールの概念を DPSIR 枠組みのそれと十分に統合できたとは言い難い。また同じレ

ベルに並列する各ドメインがそれぞれ示す DPSIR 枠組み同士の関係性 (隣の DPSIR 枠組み

とどのように関係しているのか / していないのか) についても説明が不十分であった。そし

て, 住民が受ける影響 (I)への不適切な適応・対処戦略 (M) の集合的な力を, どのようにこ

のネステッド・空間ドメイン・システムや DPSIR 枠組みに取り込めばよいのかについては具

体的に言及しなかった。そこで本論では, 時間スケールの概念および並列する各ドメイン間
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の関係性をより深く検討し, Ness et al. (2010) のアイディアを補強し, 不適切な適応・対処戦

略 (M) の (R) から成る社会集団の力 (force) を, どのようにネステッド・空間ドメイン・シ

ステムと DPSIR 枠組みで描写できるかを検討する。 

 

図 1-3 ネステッド・空間ドメイン・システムと DPSIR 枠組みを合併させた概念化 

出所：Ness et al. (2010) を元に筆者作成 

 

これに関して, Gregory et al. (2013) は, これまでの研究では, DPSIR 枠組みで考慮するべき

人々を選定する際, その基準となるはずである空間・時間的境界線がどのように設定され, 彼

らの知識や価値をどう取り扱うのかという, 人々の参加の「広さ」と「深さ」の議論が深刻

に欠如していることを指摘している。同様に Poppy et al. (2014) は, 異なる ES を受益し, そ

の意思決定を行うのは, それぞれ「どこの・いつの」誰なのかという「空間・時間スケール

を意識した受益者の分化」の作業の必要性を強調している9。 

 

3) 今後の DPSIR 枠組みを用いた ES研究の課題 

ES の課題を包括的に捉えるには DPSIR 枠組みは使えない, という評価を早急に下すこと

                                                  
9 例えば, ES の種類によって受益者の分布が異なることが多い流域管理においては, 上流部と下流部の異な

る地方行政区を跨いだ統合的な意思決定が必要となる。 

 



21 
 

はできない。同枠組みが対象とする現象・問題を取り囲んでいる社会, 経済, 文化的な対立を

適切に分析し評価することが重要であり (Svarstad et al., 2008; Spangenberg et al., 2009), その

ために, DPSIR 枠組みに内在する概念的な曖昧さを改善するアイディアが上記の通り複数提

案されてきた。これら先行研究から見出された DPSIR 枠組みの改善点としては, ある圧力(P) 

や対策 (R) に伴う影響 (I) の二面性により, 恩恵 / 悪影響を受ける利用者コミュニティを, 

空間と時間の両スケールで, 包括的かつ透明性を確保した手段で可能な限り分化し, 利用者

コミュニティの中でも住民が受ける影響 (I) やそれへの個々の不適切な適応・対処戦略 (M) 

や対策 (R) から成る社会集団の力の影響を, DPSIR 枠組みに組み込むことであるといえよう。 

DPSIR枠組みの概念的曖昧さを指摘した論文が発表され始めた2000年代後半, とくにCarr 

et al. (2007) の論文が発表された 2007 年以降の DPSIR 枠組みを用いた先行事例研究は, こう

した要件をどの程度明示的に自身の研究に採用してきたのか。それを調べるため, 次の方法

で先行事例研究を収集した。Web of Science でキーワードを 「DPSIR ecosystem service*」と

し, 検索期間を 2007–2015 年に設定した。上記のキーワードで検索できた論文は 2015 年 9 月

現在で約 60 件あった。その全てのタイトルと要旨に目を通し, DPSIR 枠組みを用いて事例研

究を行っている論文を抽出した。さらに, 抽出した文献の中で引用されており上記の検索手

法でヒットしなかった 2007 年以降に発行された論文を付け加えた。 

この結果が表 1-5 である。お互いへの圧力(P) となる異なる ES へのニーズ (P) の対立 

(①) や, 対策 (R) が併せ持つ改善効果と負の影響 (I) の二面性を描写する研究 (②) , 負の

影響 (I) を受ける住民を分化して考慮した研究 (③) は増えてきているが, 住民の不適切な

適応・対処戦略 (M) を意識的にまたは暗黙のうちに提示している研究 (④) はまだ少ない。 

さらに, 5 年以下の短期的時間スケールでの研究が不足している。また, ネステッド・空間ド

メイン・システムの概念と DPSIR 枠組みと組み合わせた Ness et al. (2010) の提案を, より詳

しく検討し発展させること試みた研究は見当たらなかった。 

ES の変化の短期的影響 (I) を緩和するために住民がとる不適切な適応・対処戦略 (M) は

圧力 (P) になりかねない。従って, 規範的な観点のみならず, 開発と環境保全双方のプログ

ラム・事業の有効性と実施可能性を担保するという戦略的な観点からも, 住民の中でも, とく

にどのようなグループが ES の変化の短期的影響 (I) を受けやすいのかを解明し, 異なる空

間スケールにちらばる彼らの力をどのようにまとめ DPSIR 枠組みで描写し得るかについて

検討する研究が求められる。 



22 
 

表 1-5 本論で整理した DPSIR 枠組みの論点についての 2007 年以降の事例研究の対応状況 

事例
ID 

著者 事象 空間 
スケール 

時間 
スケール

①同じエリア
の異なる ES
へのニーズ 

(P) の対立と, 
これに伴う影
響 (I) の二面

性 

②対策  (R) 
に内在する
改善効果と
負 の 影 響 
(I) の 二 面
性 

③論文内での
影響 (I) を受
ける住民の分
化 

④不適切な
適応・対処
戦 略  (M) 
を意識的ま
たは暗黙の
うちに提示 

①–④に一つでも該
当 (✔)した論文のう
ち, 利害関係者の分
析, 利害関係者間の
意思疎通, または利
害関係者 / 住民の参
加について言及 

1 
 

Mangi et al. 
(2007)  
 

沿岸・サンゴ
礁利用 

ケニアの沿岸漁
業が営まれてい
る地域全体 

約 7 年 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 

2 Agyemang et al. 
(2007) 
 

サバンナ植
生の減少・劣

化 

ガーナ Bolgatanga
郡および Talensi 
Nabdam 郡 

14 年 ✔  ✔  ✔ 

3 小松 (2008)  
 

砂漠化 (牧
草地劣化) 

モンゴルの牧草
地全体 

約 15 年   ✔   

4 Henriques et al. 
(2008) 

海洋生態 
 

ポルトガル沿岸 NA     ― 

5 Holman et al. 
(2008) 
 

農業, 水, 生
物多様性, 

洪水 

英国, 北西イング
ランドおよびEast 
Anglia 地方 

約 12–42
年 

✔*    ✔ 

6 Chung and Lee 
(2009) 

水管理 
 

韓国, 
Anyangcheon 川集
水域 

約 10 年     ― 

7 Haberl et al. 
(2009) 

生物多様性 
 

①ルーマニア, 
Danube 川三角州, 
②スペイン, 
Doñana 国立公園, 
③オーストリア, 
Eisenwurzen 地域 

①約 60 年
②約 40 年
③約 800

年 

✔    ✔ 
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事例
ID 

著者 事象 空間 
スケール 

時間 
スケール

①同じエリア
の異なる ES
へのニーズ 

(P) の対立と, 
これに伴う影
響 (I) の二面

性 

②対策  (R) 
に内在する
改善効果と
負 の 影 響 
(I) の 二 面
性 

③論文内での
影響 (I) を受
ける住民の分
化 

④不適切な
適応・対処
戦 略  (M) 
を意識的ま
たは暗黙の
うちに提示 

①–④に一つでも該
当 (✔)した論文のう
ち, 利害関係者の分
析, 利害関係者間の
意思疎通, または利
害関係者 / 住民の参
加について言及 

8 Kuldna et al. 
(2009) 

花粉媒介者
の損失 

ヨーロッパ 
 

NA  ✔    

9 Roura-Pascual et 
al. (2009) 

侵入種の管
理 
 

南アフリカ, Cape
半島, Agulhas 平
原, Outeniqua - 
Wilderness - 
Knysna エリア 

NA ✔     

10 Binimelis et al. 
(2009)  

遺伝子組み
換え作物 

スペイン, 
Catalonia 州 

NA 
 

 ✔   ✔ 

11 Vihervaara and 
Kamppinen 
(2009)  

林産業 フィンランド林
業 (国内, 国際) 

約 60 年 
 

✔ ✔   ✔ 

12 Benini et al. 
(2010)  

土地利用変
化 (農業集

約化) 

イタリア, Lamone
川集水域 

約 27 年 
 

✔    ✔ 

13 Kimmel et al. 
(2010) 

湿地保全 
 

エストニア全域 NA 
 

✔     

14 Kohsaka (2010) 都市の生物
多様性・ES

管理 

日本, 名古屋市 NA 
 

✔    ✔ 

15 Ness et al. (2010)
 

海の富栄養
化制御 

スウェーデン, バ
ルト海 

NA  ✔   ✔ 
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事例
ID 

著者 事象 空間 
スケール 

時間 
スケール

①同じエリア
の異なる ES
へのニーズ 

(P) の対立と, 
これに伴う影
響 (I) の二面

性 

②対策  (R) 
に内在する
改善効果と
負 の 影 響 
(I) の 二 面
性 

③論文内での
影響 (I) を受
ける住民の分
化 

④不適切な
適応・対処
戦 略  (M) 
を意識的ま
たは暗黙の
うちに提示 

①–④に一つでも該
当 (✔)した論文のう
ち, 利害関係者の分
析, 利害関係者間の
意思疎通, または利
害関係者 / 住民の参
加について言及 

16 Atkins et al. 
(2011) 

海洋生態系
管理 

英国全体および, 
Flamborough Head
海岸 

NA 
 

✔    ✔ 

17 Helming et al. 
(2011) 

農業 / バイ
オ燃料政策 

ヨーロッパ全域, / 
ポーランド, 
Silesia 

約 10 年 
 

✔ ✔   ✔ 

18 Lozoya et al. 
(2011) 

海浜管理 スペイン, S’ 
Abanell 海浜 

50 年 (洪
水等の偶
発的事象), 
5 年 (他の

事象) 

✔    ✔ 

19 Lynch (2011) 
 

湿地管理 オーストラリア, 
Queensland 州 

NA 
 

    ― 

20 Rehr et al. (2012)
 

サンゴ礁管
理 

米国, Florida サン
ゴ礁小島 

NA 
 

✔    ✔ 

21 Vermaat et al. 
(2012) 

沿岸管理 
 

インドネシア, 
Berau 県 

20 年 
 

✔    ✔ 

22 Azevedo et al. 
(2013) 

海草劣化 ポルトガル, Ria 
de Aveiro 汽水域 

約 30 年 
 

    ― 

23 Hossain et al. 
(2013) 

沿岸湿地管
理 
 

バングラデシュ, 
Narail 郡 

約 20–100
年 
 

✔ ✔ ✔  ✔ 

24 Knights et al.  
(2013) 

海洋生態系
管理 

ヨーロッパ全域 NA ✔    ✔ 
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事例
ID 

著者 事象 空間 
スケール 

時間 
スケール

①同じエリア
の異なる ES
へのニーズ 

(P) の対立と, 
これに伴う影
響 (I) の二面

性 

②対策  (R) 
に内在する
改善効果と
負 の 影 響 
(I) の 二 面
性 

③論文内での
影響 (I) を受
ける住民の分
化 

④不適切な
適応・対処
戦 略  (M) 
を意識的ま
たは暗黙の
うちに提示 

①–④に一つでも該
当 (✔)した論文のう
ち, 利害関係者の分
析, 利害関係者間の
意思疎通, または利
害関係者 / 住民の参
加について言及 

25 Lin et al. (2013) 農業政策 
 

台湾, 高地全域 12 年 
 

✔ ✔   ✔ 

26 Namaalwa et al. 
(2013) 

湿地管理 
 

ウガンダ, 
Namatala 湿原 

約 20 年 
 

✔  ✔  ✔ 

27 Pinto et al. (2013)  水利用 ポルトガル, 
Mondego 川の主
に河口域 

約 20 年 
 

✔    ✔ 

28 van Dam et al. 
(2013) 
 

湿地管理 ケニア, Nyando 湿
原 

NA** 
 

✔    ✔ 

29 Benitez-capistros 
et al. (2014)  

複数の開発
の環境影響 

エクアドル, 
Galapagos 諸島 

NA 
 

✔  ✔***  ✔ 

30 Carvalho-Santos 
et al. (2014)  

水文の ES と
森林の役割 

北ポルトガル NA 
 

    ― 

31 Cook et al. (2014) 海洋生態系
管理 

米国, South 
Floriada 

NA 
 

✔ ✔   ✔ 

32 Glæsner et al. 
(2014) 

土壌劣化 
 

ヨーロッパ全域 約 30 年 ✔ ✔   ✔ 

33 Hohenthal et al. 
(2014) 

集水域管理 ケニア, Taita 山岳
地域, Wundanyi お
よび Mwatate 集水
域 

約 50 年 
 

✔ ✔ ✔  ✔ 

34 Hou et al. (2014) 生物多様性, 
ES 

中国, Jiangsu 州 NA**** 
 

✔     
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事例
ID 

著者 事象 空間 
スケール 

時間 
スケール

①同じエリア
の異なる ES
へのニーズ 

(P) の対立と, 
これに伴う影
響 (I) の二面

性 

②対策  (R) 
に内在する
改善効果と
負 の 影 響 
(I) の 二 面
性 

③論文内での
影響 (I) を受
ける住民の分
化 

④不適切な
適応・対処
戦 略  (M) 
を意識的ま
たは暗黙の
うちに提示 

①–④に一つでも該
当 (✔)した論文のう
ち, 利害関係者の分
析, 利害関係者間の
意思疎通, または利
害関係者 / 住民の参
加について言及 

35 Khalyani et al. 
(2014)  

住民森林管
理 

イラン, Baneh 県, 
Armardeh 市 

NA 
 

✔***** ✔ ✔  ✔ 

36 Nesheim et al. 
(2014) 

土地利用 ケニア, マリ, チ
ュニジア, 中国, 
インド, インドネ
シア, ブラジル 

NA (7 事例
の総説) 

 

✔  ✔  ✔ 

37 Newton and 
Weichselgartner 
(2014)  

海岸の脆弱
性ホットス
ポット 

世界 7 年 
 

  ✔  ✔ 

38 Poppy et al. 
(2014)  

食糧安全保
障 

マラウィ全国 約 50 年 
 

✔ ✔ ✔ ✔ 
 

✔ 

39 Reasey (2014) 沿岸管理 カンボジア, 
Kampot 州, Boeng 
Tuk コミューン 

NA******
 

✔   ✔ ✔ 

40 Suckall et al. 
(2014)  

気候変動緩
和・適応, 開

発施策 

タンザニア, 
Zanzibar 島 

約 20–30
年 
 

✔  ✔ ✔ ✔ 

41 Vidal-Abarca et 
al. (2014) 

河川生態系
管理 

スペイン全域 
 

50 年 
 

✔    ✔ 

42 Zebradast et al. 
(2015) 
 

都市の統合
環境アセス
メント 

イラン, Tehran 市 11年, 23年 
(土地利用
変化), 60
年 (気候
変動) 

    ― 
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事例
ID 

著者 事象 空間 
スケール 

時間 
スケール

①同じエリア
の異なる ES
へのニーズ 

(P) の対立と, 
これに伴う影
響 (I) の二面

性 

②対策  (R) 
に内在する
改善効果と
負 の 影 響 
(I) の 二 面
性 

③論文内での
影響 (I) を受
ける住民の分
化 

④不適切な
適応・対処
戦 略  (M) 
を意識的ま
たは暗黙の
うちに提示 

①–④に一つでも該
当 (✔)した論文のう
ち, 利害関係者の分
析, 利害関係者間の
意思疎通, または利
害関係者 / 住民の参
加について言及 

43 da Silva et al. 
(2015) 

生物多様性 ブラジル, Mato 
Grosso, Upper 
Paraguay–Guaporé
エコトーン 

約 10 年 
 

✔ ✔ ✔  ✔ 

44 de Juan et al. 
(2015) 

沿岸 ES 利用 チリ, 中央部の沿
岸地域 

約 10 年 
 

✔ ✔ ✔  ✔ 

45 Grunewald and 
Bastian (2015)  

山岳地域の
景観開発 

中央ヨーロッパ, 
Ore Mountains 
(Erzgebirge) 地域 

約 300 年
 

    ― 

46 Muntadas et al. 
(2015) 

海洋生態系
管理 

地中海沿岸 (スペ
イン, イタリア, 
ギリシャ) 

NA     ― 

47 Vugteveen et al. 
(2015) 

沿岸管理 オランダ, Wadden
海 

NA     ― 

  
47 事例 

 

    
33 

 
15 

 
14 

 
4 

 
33 

* 利害関係者によって D, P, S, I, R それぞれの解釈は異なることを認識しつつも, 具体例は示されていない。 

** 乾季と雨季を分けて分析しているが, 短期–長期という時間スケールについては明確な説明がない。 

*** 住民を他の利害関係者と分化しているが, 住民の細分化はされていない。 

**** 同研究は, 制約の一つとして, 時間スケールを考慮から外したと認めている。 

***** 異なる ES利用に関する住民間の対立の可能性に配慮している (同対立は管理されているため, 発生件数はとても少ないと記載)。 

****** 「短期間の状態 (S) 変化」と述べているものの明確な時間スケールの記載がない。 

出所：筆者作成
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1.2.2 影響 (impact) の定義 

表 1-6の通り, 影響 (impact) は異なる研究領域において様々に定義されている。そこで本

項では, 本論で用いる影響 (impact) を定義する。次に, 表 1-6 の内容に沿って, 関連研究領

域の中でも, 影響評価 (Impact Assessement, 以降, IA) と評価研究 (evaluation research)での影

響 (impact) の定義について整理する。 

 

表 1-6 関連研究領域における影響 (impact) の定義 

研究領域 影響 (Impact) の定義 定義者 

DPSIR 枠組み 環境機能にとっての環境の状態 (State) の変化の
結末 (consequence)*  
 

欧州環境機関 (EEA) 
 (Gabrielsen and Bosch, 2003)

影響評価 
(Impact Assessment, 
IA)  

ある活動が発生した場合としなかった場合の差 
 

国際影響評価学会  
(International Association for 
Impact Assessment, 2009) 
 

 私たちが主観的または客観的な価値を与えた環境
の特性により表される, effects の結末 
(consequences) または最終生成物 (end products) 
(環境影響の定義) 
 

Catlow and Thirlwall (1976) 
 

 人々の生活の仕方, 仕事の仕方, 遊び方, お互い
の結びつきの在り方, ニーズの充足の仕方, そし
て地域社会へのその構成員としての一般的関わり
方を変貌させる公的・私的活動の人間への結末 
(consequenses) 
 

社会影響評価ガイドライ
ン・原則のための組織間委員
会  (Interorganizational 
Committee on Guidelines and 
Principles, 1994) 
 

 個人や経済単位 (家族や世帯), 社会集団 (サーク
ルや友達), 職場 (会社や政府機関), または地域社
会一般といういかなるレベルにおいて, 知覚によ
る (認識の) または肉体的な (身体上の, 物理的
な) 感覚で経験または感じられたもの (社会影響
の定義, 環境影響も含まれる) 
 

国際影響評価学会 
(Vanclay et al., 2015) 

   
評価研究 
(evaluation research) 

(プログラムによる) 介入のみから生じた純効果 
(net effects), つまり他のソースからの混同した効
果の影響をコントロールまたは除去したもの 
 

Rossi et al. (1999) 
 

 あるプログラムの実施前と実施後の差の値から, 
プログラムが実施されなかったグループに現れた
変化や, 外部要因による影響値, そして評価デザ
インによる影響値を引いた残りの変化 
 

龍・佐々木 (2000) 

* 人々の活動による環境の状態 (State) の一連の変化は, 最後の変化以外は, impact でなく effect と呼ば

れる。 

出所：筆者作成 

 

本論は, ES の変化により住民が受ける影響 (impact) に関心がある。このため, 先述の



29 
 

DPSIR枠組みでの定義 (表 1-2参照) やVanclay et al. (2015) の定義に倣い, 影響 (impact) を, 

「人々の活動による一連の環境の状態 (State) の変化が生み出す個人や経済単位, 社会集団, 

職場, または地域社会一般といういかなるレベルにおいて, 知覚による (認識の) または肉

体的な (身体上の, 物理的な) 感覚で経験または感じられたもの」と定義する。これ以降, 本

論では, DPSIR 枠組みや IA 研究の観点で定義した「影響 (Impact)」との混乱を避けるために, 

評価研究 (evaluation research) の「impact」の意味合いを意識的に強調する場合には,「改善効

果」という用語を使用することとする10。 

 

1) 影響評価研究における「impact」の定義 

国際影響評価学会 (International Association for Impact Assessment, 以降 IAIA) は, 影響評価 

(IA) を「現在のまたは提案されている活動の将来の結末 (consequenses) を特定するためのプ

ロセス」と, 影響 (impacts) を「ある活動が発生した場合としなかった場合の差」と端的に

定義している (International Association for Impact Assessment, 2009) (表 1-6参照)。また同文献

は, 米国の国家環境政策法 (the National Enviromental Policy Act, 以降, NEPA) が 同法規で

「effects と impacts はほとんど同義である」と述べている点を紹介している。 

この IAIA 発行の学会誌 ‘Impact Assessment and Project Appraisal’ の特別号 ‘The state of the 

art of impact assessment in 2012’ では, 複数の影響評価ツールの中でも比較的研究の歴史が長

いツールとして, 環境影響評価 (environmental impact assessment, 以降 EIA), 戦略的環境ア

セスメント (strategic environmental assessment, 以降, SEA), 社会影響評価 (social impact 

assessment, 以降 SIA) を挙げている11 (Bond and Pope, 2012)。これらの評価ツール研究の中で

は, 影響 (impact) についての定義はどのように整理されているのか。EIA や SEA での影響 

(impact) の定義については, Glasson et al. (2005) がこれまでの議論を短くまとめている。EIA

の文献や法規では impacts と effects の両方の用語が頻繁に使用されているが, この二つの用

語は交互に代替可能なものなのか, それとも特定の異なる意味のためにそれぞれ用いられる

べきなのかは明確でない (Glasson et al., 2005)。一方で, 上述の通り, NEPAは「effectsと impacts

は同義である」と記述しているが, 他方では, そうでない解釈もみられる。例えば, Catlow and 

Thirlwall (1976) は effects を「開発により直接的または間接的に生ずる物理的変化や自然の変

化」とし, impacts を「私たちが主観的または客観的な価値を与えた環境の特性により表され

                                                  
10 とくに第 3 章や第 5 章でみる, 国家政策や地方行政区計画, 事業が生み出す「成果 (アウトカム)」 に含

まれる「純効果 (=インパクト)」を指す。 
11 その他のツールとして, 健康影響評価 (health impact assessment), 持続可能性評価 (sustainablility 
assessment), 生態系影響評価 (ecological impact assessment), 気候影響評価 (climate impact assessment), 累積的

影響評価 (cumurative effects assessment), 住民/市民参加 (public participation) が挙げられている。 
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る, effects の結末 (consequences) または最終生成物 (end products) 」としている12 (表 1-6参

照)。同様に, Preston and Bedford (1988) は「’impacts’の使用は価値判断を含意する」とし, 

Stakhiv (1988)もこれを支持し「事実の科学的な評価 (effects) と分析者や住民 / 市民によるこ

れらの effects の相対的重要性の評価 (impacts)」を分けて考えている。 

SIA 研究ではどうだろうか。主に米国の研究者や行政官等から構成された社会影響評価ガ

イドライン・原則のための組織間委員会は, 社会影響 (social impacts) を「人々の生活の仕方, 

仕事の仕方, 遊び方, お互いの結びつきの在り方, ニーズの充足の仕方, そして地域社会への

その構成員としての一般的関わり方を変貌させる公的・私的活動の人間への結末 

(consequenses)」と定義し, この用語は「自身とその地域社会の認識を導き合理化する規範, 価

値, 信条の変化を含む文化的な影響も含む」と説明している (Interorganizational Committee on 

Guidelines and Principles, 1994) (表 1-6参照)。また, IAIA による社会影響 (social impacts) の定

義は, 「個人や経済単位 (家族や世帯), 社会集団 (サークルや友達), 職場 (会社や政府機関), 

または地域社会一般といういかなるレベルにおいて, 知覚による (認識の) または肉体的な 

(身体上の, 物理的な) 感覚で経験または感じられたもの」であり, 環境影響 (environmental 

impacts) もこれに含まれるとしている(Vanclay et al., 2015) (表 1-6参照)。 

 

2) 評価研究における「impact」の定義 

ところで, Bond and Pope (2012) が言及しなかった研究領域に, 評価研究 (evaluation 

research) やプログラム評価 (program evaluation)13 での「impact assessment」の考え方がある。

同分野での有名著書 (Rossi et al., 1999) は, 「impact」を,「 (プログラムによる) 介入のみか

ら生じた純効果 (net effects), つまり他のソースからの混同した効果の影響をコントロールま

たは除去したもの」と (表 1-6参照), 「impact assessment」14 を「改善しようと試みる社会

の状態に対するプログラムの outcome と impact についての質問に答える評価的な研究」と定

義している。また日本語文献によれば, これは「インパクト評価」と和訳され, 龍・佐々木 

(2000) は, これを「実施された政策によって, 対象人口や対象とする社会状況への『改善効

果』があったのかなかったのか, あったとしたらどの程度あったのか, という質問に答える評

                                                  
12 これと正反対の議論として, impacts が effects を生み出すという考え方もある (Glasson et al., 2005)。 
13 山谷 (2012) によれば, 評価研究 (evaluation research) は, 特定の政策やプログラムを所与として実際に行

われている活動の効果を判定たり, 評価 (evaluation) を使用する際の課題を解決する一般原則を開発するこ

とに関心を持つ。プログラム評価 (program evaluation) は, この評価研究で開発された一般原則を実際の政府

のプログラムの評価に使ったときのことをいう。 
14 impact evaluation または outcome evaluation とも呼ばれている (Rossi et al., 1999) 
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価」と説明している15。このように上記の International Association for Impact Assessment (2009) 

や Bond and Pope (2012) が紹介した IA 研究の impact と評価研究 (evaluation research) での

「impact」を比較すると, 後者は, 政策やプログラムの有効性, すなわち改善効果を強調して

定義されている。 

 

1.2.3 影響 (I) を受ける人を特定するための手法や考え方 

住民の中でも, とくにどのようなグループが短期的な ES の変化の影響 (I) を受けやすい

のかを特定しようとする際, 利害関係者分析 (stakeholder analysis) 研究や IA での住民参加 

(public participation) の研究の知見が参考になる。表 1-5に示した 47 事例中, ①–④の項目に

一つでも該当する(✔が付いた) 研究 は 38 件あったが, その 8 割以上 (33 件) が利害関係者

の分析, 利害関係者間の意思疎通, または利害関係者 / 住民の参加について言及していた。

誰を考慮するかは, 利害関係者の特定手法や, 分析の目的によっても変わる (Reed et al., 

2009)。このため, その手法の妥当性や透明性を確保すること, 分析目的を明確化することは

重要であろう。同様に IA での住民参加の研究でも, 影響 (I) の評価 (assessment) を実施する

際に, 住民がどのように参加するべきかについての知見の蓄積がある研究領域である。 

 

1) 利害関係者分析研究 

Reed et al. (2009) の自然資源・環境管理と開発分野での利害関係者分析についての総説に

おいて, そもそも, 多くの先行研究は, 「利害は自明なため利害関係者はそれを自身で認識で

きている」という前提から, 「彼らをどう特定するか」という点よりも, その次の段階の, 「彼

らをどう分類するか」に注目していると批判している。Reed et al. (2009) は, 調査対象とする

事象について, まず誰が利害を有するのかを特定することから始める必要があると主張する。 

それでは, その特定方法にはどのようなものがあるか。Reed et al. (2009) によれば, 利害関

係者は, 専門家の意見の利用, フォーカスグループ, 半構造化インタビュー, スノーボールサ

ンプリングを用いて, あるいはこれらを組み合わせて特定される。このほかにも, Chevalier 

and Buckles (2008) によれば, 自己選出 (広告や告知への反応), 年齢, 性別, 宗教, 居住地等

の記述済の記録やセンサスデータ, 主な出来事についての口頭での情報や記載された情報に

含まれていた人々を利害関係者と見る方法, そして利害関係者になりそうな人々のカテゴリ

リストを作成してチェックしていく方法等が挙げられる。 

                                                  
15 ここでの「インパクト」は, 「あるプログラムの実施前と実施後の差の値から, プログラムが実施されな

かったグループに現れた変化や, 外部要因による影響値, そして評価デザインによる影響値を引いた残りの

変化」と定義され (表 1-6参照), 「純効果」とも呼ばれている (龍, 佐々木, 2000)。 
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次に, そうした手法を用いた利害関係者の特定結果の妥当性や透明性はどう評価されてい

るか。Reed et al. (2009) によれば, この分野の利害関係者分析では, 利害関係者が「その場し

のぎ (ad hoc)」で選定され, 「いつもの容疑者」が特定される傾向にあること, 重要だが力の

ない集団が軽視され, 適切に代表されないことを挙げている (例えば MacArthur, 1997; 

Grimble and Chan, 1995 等) 。さらに, 途上国の森林保全事業でも, 目標や成果, 考慮するべき

影響 (I) は, 政策策定者, 科学者, ドナー等の特定の利害関係者によりしばしば決定され, 住

民の視点は軽視されることが報告されている (Sheil et al., 2006; Blom et al., 2010; Sheil and 

Salim, 2012; Schusser, 2013)。このような, 自分たちが軽視されたと憂慮した利害関係者は, 同

盟を組んでその分析者たちに影響を与えようとする場合がある (Reed et al., 2009)。こうした

場合, Reed et al. (2009) は, 利害関係者の事業や調査に対する支援が得られず, それらの長期

的な実行可能性が損なわれるリスクが生ずる, とまとめている。 

 

2) 影響評価研究における住民参加の研究 

IA 研究において, IA プロセスにおける住民参加 (public participation) の重要性は認識され

ている。EIA における住民参加は, 民主的な意思決定を支え, EIA をより効果的なものにする

と一般的に考えられている (Glucker et al., 2013)。例えば, EIA プロセスにて影響を受ける住民

から情報を抽出しようとすることは, その住民も含めた住民の当該プロジェクトへの関心を

高めるという好循環の結果を生む (O’Faircheallaigh, 2010)。影響評価に近い, リスク評価 (risk 

assessment) 研究でも, 住民から提供される情報のタイプと特性, そして住民からのその情報

提供のされ方は, 科学者集団からのそれらとは異なるため, 住民の生活様式の違いが地域社

会の独特の管理目標を設定することにつながるといった利点が示されている (Glicken, 2001)。  

しかし, 全般的に IA 研究でも, これまで, 生物多様性と, 住民の健康や生計との関係性の

考慮は不十分であることを, Brownlie et al. (2013) の IA と生物多様性トレードオフ等に関す

る総説や他の研究は指摘している (例えば Rajaram and Das, 2007; Devlin and Yap, 2008)。さら

に, 多くの途上国では, EIA プロセスには住民が十分に参加できていない (Wood, 2003)。そも

そも, 途上国では, 広範な貧困が蔓延し未開発の部分が多いため, 環境要因についてはあま

り注意を払う必要はないという感覚 (Bowonder et al. 1987) や, 資金・人的制約等ために, 一

般に EIA や SIA 自体が適用されにくいことが総説や事例研究で報告されている (e.g., Duffy, 

2004; Trethanya and Ranjith Perera, 2008; Pasgaard, 2013)。よしんば適用されたとしても, 汚職に

よる EIA の形骸化 (Mwitwa et al., 2012), 住民 / 市民 (public, 以降, 住民) のインプットに対

して当局が考慮・返答しきれない (Glucker et al. 2013), 住民参加や情報開示の法的義務まで
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はない (Ahammed and Harvey 2004) 場合もある。また, 自分たちが軽視されていると感じた

住民は知識階級と連携し , 当局が設定した検討プロセスを超えた闘争  (transgressive 

contention) を通じ事業そのものを阻止しようとする行動に移る場合もある (Devlin and Yap, 

2008)。このように IA 研究においても, 途上国の IA プロセスでの住民への配慮不足とそのリ

スクが認められている。 

ここで Petts (1999) は, EIA において, 住民参加における「住民」とは誰なのかについて明

確に理解する必要性を強調している。Glucker et al. (2013) は, 「住民の中でも誰が EIA に参

加するべきか」については多くの研究者が定義していないと指摘しながらも, 数少ない先行

研究の見解を紹介した (表 1-7)。さらに Glucker et al. (2013) は, これらの見解の間には, 「一

つの意思決定について関心のある, または, 影響を受けるいかなる人でも参加可能であるべ

き」という共通点がある, とまとめている。 

 

表 1-7 住民の中でも誰が EIAに参加するべきかについての見解 

先行研究 見解 

Dietz and Stern (2008) 恩恵または被害を受けるかもしれない, または, 環境分野の意思決定に
参画し情報提供を受けることを選択した人々, 集団, 組織 

Doelle and Sinclair (2006) プロセスに建設的に貢献できない / できる術がない, 関係者や当事者を
出さないこと 

Burton (2004) ある意思決定により影響を受ける全ての人に参加する機会が与えられる
べきである 

出所：Glucker et al.(2013) を元に筆者作成 

 

1.2.4 まとめ 

DPSIR 枠組みは, 人間社会における環境問題の根本的原因 (D) やその問題の直接的原因

となる圧力 (P) により, 生態系や人々の社会・経済状態 (S) が変化し, これにより生ずる自

然や人への影響 (I) の種類や度合いに合わせ社会が対策 (R) を講ずるという概念の元に成

り立っている。しかし, 圧力 (P) は誰かのニーズであったり, それへの社会側の対策 (R) は

先天的にその「誰か」にとっての圧力 (P) にもなり得るという二面性を持ち合わせている。 

このような DPSIR 枠組みに内在する概念の曖昧さを改善するために, とくに 2007 年以降

複数のアイディアが提案されてきた。しかし, 影響 (I) を受ける住民の中でも, ES の変化の

短期
．．

的な
．．

影響 (I) を受けやすい住民の状態・特徴 (S) を明らかにしようとする研究は少ない。

この短期的影響 (I) を緩和するために住民がとる対策 (R) は, 不適切な適応・対処戦略 (M), 

つまり新たな圧力 (P) になりかねない。この研究不足は, 不適切な適応・対処戦略 (M) を

とる住民の行動のトレンドを把握しきれず, ES を持続的に管理・利用するための対策 (R) が
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時宜を得ないリスクが高まる。このため, 短期的影響 (I) を受ける住民の不適切な適応・対

処戦略 (M) から成る社会集団の力を, DPSIR 枠組みで描写できるようにする, 概念的な検討

が求められる。 

次に, 自然資源管理領域の利害関係者分析 (stakeholder analysis) 研究や影響評価 (Impact 

Assessment) の住民参加 (public participation) 研究における, 影響 (I) を受ける利用者コミュ

ニティの取扱いについて概観した。利害関係者分析の実施面では, 重要だが力のない住民が

軽視されやすく, 彼らが適切に代表されない場合, 長期的な実行可能性が損なわれるリスク

が高まる可能性がある。IA への住民参加の議論においては, その「住民」の中でも,「一つ

の意思決定について, 関心のある, または, 影響を受けるいかなる住民も参加は可能である

べき」という共通点が研究者間に見られた。しかし, そもそも, 途上国においては, 資金・人

的制約等のために一般に開発事業への IA が適用されにくいことが確認された。 

 

1.3 本論の目的, 概念枠組みの提示 

1.3.1 本論の目的 

そこで, 本論は, 次の 2 点の問いに答えることにより, DPSIR 枠組みの概念を拡張させるこ

とを主な目的とする。 

 どのような特徴 (S) の住民が, 圧力 (P) による ES の変化の短期的影響 (I) を受けや

すいのか 

 そうした住民がとる不適切な適応・対処戦略 (M) の集合的な圧力 (P) を, どのよう

に DPSIR 枠組みで描写できるか 

 

主な理由としては, 第一に, 「一つの意思決定について, 関心のある, または, 影響を受け

るいかなる住民」を考慮するべきであるという規範的な観点を重視するならば, 生態系への

圧力 (P) の影響を最も受けやすい人々をまず考慮する必要があると考えるからである。第二

に, この最も影響を受けやすい人々を特定し彼らへの対応策を早期に策定・実施することは, 

彼らがとる不適切な適応・対処戦略 (M) の集合的な力が政策や施策の有効性を損なうリス

クを事前に緩和する効果を生むからである。 

 

1.3.2 途上国の森林減少問題を取り上げる理由 

本論の目的を達成するために, 開発途上国 (以降, 途上国) の森林減少問題を事象として

とりあげる。なぜか。途上国では, 多くの住民や企業が森林を農地等に転用すること (P) に
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よって森林減少が進んでいる (Hosonuma et al., 2012)。一方で, これら住民は, この森林が提

供する ES に生計を依存している。とりわけ薪炭材は農村地域の住民にとって日常的な調理

や熱源に (例えば, Top et al. 2004a, b; Matsika et al., 2013; FAO, 2014 等), 非木材林産物 

(Non-Timber Forest Product, 以降, NTFP) は食糧, 薬, 建材等に不可欠である場合が多い (例

えば Tabuti, 2007; Vedeld et al., 2007; Narain et al. 2007; Mcelwee, 2010; Miah et al., 2012; FAO, 

2014 等)。この住民の利益にも不利益にもなる森林の他用途への転用 (P) をともなう政策や

事業の影響 (I) の評価は急務であると考えたからである。 

森林減少による ES の変化の影響 (I) を受けやすい住民の特定が不十分な中で, その影響 

(I) の緩和策 (R) を場当たり的に策定・実施しても, そのような対策 (R) は効果を発揮しな

い恐れがある。途上国の効果的な森林管理施策には, このような日々の生活を森林に依存す

る住民や, それ以外の利害関係者の分析とコンサルテーションを行い, これに基づき地元の

コンテキストに合わせた施策を行うことの重要性が認められている (Larson, 2004; Batterbury 

and Fernando, 2006; Scheyvens et al., 2007; Reed, 2008; Blom et al., 2010; Hyakumura, 2010; 

Vodouhê et al., 2010)。このため, 森林とその ES に依存する住民の相互関係についての豊富な

知見は, DPSIR 枠組みの研究不足を補いやすいと考えた。 

また, 途上国における昨今の森林管理・保全の議論においては, 森林減少・劣化を抑制する

ための一連の現地活動 (以降, 事業) を, 県や州等の地方行政区の開発目標を達成する計画

の中で明確に位置づけ, その計画も, 一国の開発目標や森林保全を織り込んだ国の政策との

一貫性を保たせる必要性が認識されている (Jagger et al., 2012; Wertz-Kanounnikoff and 

McNeill, 2012; 江原, 2014)。そうでなければ森林減少問題の解決効果は限定的となる。 

例えば, 事前に決められた参照レベルを用いて, 途上国の森林減少・劣化から排出される温

室効果ガスの排出量を削減させる活動 (Reducing emissions from deforestation and forest 

degradation in developing countries, REDD) およびその他の関連活動 (森林保全，持続可能な森

林経営，森林炭素蓄積の増強) (以降, REDD プラス) が国連気候変動枠組条約 (United Nations 

Framework Convention on Climate Change) を中心に検討されている (FCCC/CP/2010/7/Add.1)。

REDD プラスは, 森林減少・劣化を抑制できても, その開発圧力16が他の地点に移転してしま

っては効果が薄まる：ある地点での REDD プラス活動の成功により, 森林を劣化させる / 他

用途に転用する圧力 (P) が, 他の炭素蓄積量の高い森林に移転してしまったり, 炭素蓄積量

は少ないが生物多様性の価値の高い森林や非森林地域に移転してしまう (Secretariat of the 
                                                  
16 REDD プラスの議論では, 森林減少・劣化を引き起こす圧力は一般に Driver と呼ばれており, これは直接

的な Driver と間接的な Driver を包含する場合がある (Kissinger et al., 2012)。しかし, DPSIR 枠組み研究では前

者を圧力 (P), 後者を原因 (D) と区別している(1.2.1 参照)。そこで本論では, これ以降, それらを DPSIR 枠

組み研究の表現に倣い揃えることとする。 
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Convention on Biological Diversity, 2011a)。このいわゆるリーケージ (漏れ) を避けるために国

全体での REDD プラス活動の調整・評価が求められている (VCS, 2012; Minang and van 

Noordwijk, 2013)。このリーケージという概念それを包括的に対処するという考え方は, DPSIR

枠組み研究で Suckall et al. (2014) が示した住民の不適切な適応・対処戦略 (M) やそれを上位

レベルの政策・施策で取り込もうとする Carr et al. (2007) や Ness et al. (2010) のアイディアに

近い。このため, この森林保全管理論における実施レベルの一貫性の課題を取り上げること

により得られる知見は, DPSIR 枠組みで注目する異なる空間・時間スケールでの対策 (R) の

一貫性を向上させるための有効な知見にもなると考えた。 

 

1.3.3 本論の概念枠組みと構成 

ここまでの議論を図 1-4 の通り概念枠組みとしてまとめた。次章 (第 2 章) では, 途上国

の森林減少とそれによる ES の変化の問題を取り扱った先行研究に着目し, その論理展開に

「住民にとっての圧力 (P) - 状態・特徴 (S) - 影響 (I)」の関係性を内包する形で分析してい

る論文を抽出し, 森林減少の影響 (I) を受けやすい住民の特徴をどのような空間・時間スケ

ールで特定しているかを明らかにする。ここでは,「周囲の現実の森林減少による ES の変化

の住民への影響 (I) を, 住民の異なる特徴 (S) を考慮し評価する研究」 においては, 10 年以

上の中・長期間の評価研究がほとんどであるという課題を提示する。続いて, 5 年程度の短期

間の評価の不足は, 影響評価分野の先行研究の共通認識である「開発で影響を受けるいかな

る住民も考慮するべき」という規範的な観点からも, また, 住民がとる不適切な適応・対処戦

略 (M) の集合的な圧力 (P) が政策や施策を阻害するというリスクを事前に防ぎにくくなる

という戦略的な観点からも早急に補われるべきであることを論じる。 

第 3 章では, 昨今の途上国の森林管理方策についての潮流を形成している REDD プラスに

着目し, 事業, 地方行政区, 国家と異なるドメインで支援する主要な国際 4 団体の ES や住民

への配慮の仕方を整理する。これにより, 不適切な対応・対処戦略 (M) をとる住民の集合的

な力を DPSIR 枠組みで描写し, 異なる空間スケールでの対策 (R) の一貫性を向上させるた

めに有効な知見の抽出を試みる。 

第 4 章では, これまでに明らかになった副次的研究課題について事例研究を通じて解決を

試みる。具体的には, 供給サービスの中でも多くの住民が利用する薪炭材と NTFP 採取の事

象を取り上げ, 5 年間という短期間の森林減少 (・樹木の択伐) のこれら採取への影響 (I) を

受けやすい住民の特徴 (S) の特定を試みる。周囲の森林減少面積の大小 (S) に伴い影響 (I) 

の度合いがどのように異なるかを明らかにすることも試みる。そしてその結果から, 彼らへ
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の対策 (R) を策定することが, ES を持続的に管理・利用するために重要であることを論じ, 

DPSIR 枠組みへの示唆を抽出する。 

最終章である第 5 章では, 途上国の森林減少対策の実務で DPSIR 枠組みが有効に機能する

よう, そして, 不適切な対応・対処戦略 (M) をとる住民の集合的な力を DPSIR 枠組みで描写

できるよう, 森林減少後の住民の対応能力を考慮した ES の変化の影響予測手法の提案を経

て, ネステッド・空間ドメイン・システムの概念を用いた DPSIR-M 枠組みの描写手法を提案

する。これらにより, DPSIR 枠組みの概念の拡張を目指す。 
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図 1-4 本論の概念枠組み 

出所：筆者作成 
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第2章 途上国の森林減少に伴う ES の変化と住民への影響 

(I) に関する研究の動向分析 

2.1 背景 

本章では, はじめに, 途上国の森林減少とそれによるESの変化を取り扱った先行研究に焦

点をあて, その論理展開に「住民にとっての圧力 (P) - 住民がおかれている環境や社会経済

的状態・特徴 (S) - 住民への影響 (I) 」の関係性を内包する形で分析している論文を抽出す

る (途上国の森林減少問題を事象としてとりあげる理由については 1.3.2 参照)。次に, これら

の研究が「とくにどのようなグループが森林減少に伴う ES の変化による負の影響 (I) を受

けやすくなるのか」という問いにどのような空間・時間スケールを用いて分析を試みたかを

明らかにする。最後に, これらの分析から不適切な対応・対処戦略 (M) をとる住民の集合的

な力を DPSIR 枠組みで描写し, 異なる時間・空間スケールでの対策 (R) の一貫性を向上させ

るために有効な知見を抽出する。 

 

2.2 方法 

まず, 森林の ES 評価や住民との関係性を取り扱った英語雑誌の学術論文を収集し17, 表 

2-1の通り 4つに大別した。①③象限で示した研究は存在している森林の価値査定 (valuation) 

を行った研究である。これらの研究は, 森林の価値査定を行うことにより, 仮にその森林が失

われた場合に発生する影響 (I) の程度を, その査定された価値が失われた量で表現したと考

えることができる。少なくとも 33 件が確認された。このうち③象限の研究は, 住民の居住地

周辺の環境条件や住民の社会・経済的特徴 (以降, 住民の特徴) の違い, つまり状態 (以降, S) 

の違いを考慮していない研究であるため, 本章の研究対象からは外れる。次に, 実際に森林減

少が起きたことによる ES への影響評価を行った研究が②④象限の研究であり, 少なくとも

29 件が確認された。このうち④象限の研究は, 実際に起きた森林減少の影響予測を, 住民の

特徴 (S) を考慮せずに行った研究であるため, これも本章の研究対象からは外れる。 

 

                                                  
17 この研究の検索には Web of Science を使用し, 用いたキーワードを, 「deforestation impact* ecosystem 
service*」OR「land use change* livelihood*」OR「land grab* land loss* livelihood*」とした。検索結果が示した

1,000 件以上の論文題目と要旨に目を通し, 森林減少の事例を取り扱っている論文と森林生態系が提供する

ES についても焦点を当てている論文を抽出した。非森林地の土地利用変化の事例研究や, 森林減少がからむ

社会問題のみを中心的に取り扱っている文献 (例えば, 土地所有権, 人権侵害, ガバナンス問題等) は上記の

抽出過程で除いた。抽出した文献中で引用され, かつ上記の検索手法でヒットしなかった論文を付け加えた。 
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表 2-1 森林 ESの評価への先行研究の取り組み方の４分類 

 住民の居住地周辺の環境条件や住民の社会・経済的特徴の違い 
 考慮あり 考慮なし 

現存 (減少
前) の森林
が提供する
ES 評価 

①象限 
18 件 

Adedayo et al. (2010) ナイジェリア 
Babulo et al. (2009) エチオピア 
Bernard et al. (2009) コスタリカ 
Beukering et al. (2002) インドネシア 
Coulibaly-lingani et al. (2009) ブルキナファソ 
Ezebilo and Mattsson (2010) ナイジェリア 
Hein et al. (2006) オランダ 
Heubes et al. (2012) ベナン 
Kijazi and Kant (2010) タンザニア 
König et al. (2010) インドネシア 
König et al. (2013) 複数途上国 
Lynam et al. (2004) モザンビーク 
Mattsson and Li (1993) スウェーデン 
Miah et al. (2012) バングラデシュ 
Raymond et al. (2009) オーストラリア 
Schaafsma et al. (2014) タンザニア 
Sheil et al. (2006) インドネシア 
Sheil and Wunder (2002) インドネシア 
 

③象限 
15 件 

Adger et al. (1995) メキシコ 
Costanza et al. (1997) 世界 
Croitoru (2007) 地中海沿岸 
Gascoigne et al. (2011) 米国 
Guo et al. (2001) 中国 
Lehtonen et al. (2003) フィンランド 
Li et al. (2006) 中国 
Li et al. (2010) 中国 
Mashayekhi et al. (2010) イラン 
Matero and Saastamoinen (2007) フィンランド

Nahuelhual et al. (2007) チリ 
Nelson et al. (2009) 米国 
Patterson (2002) 世界 
Pimentel et al. (1997) 米国 
Xie et al. (2010) 中国 

実際に森林
減少が起き
たことによ
る ES への
影響評価 

②象限 
11 件 

Bottazzi et al. (2014) ボリビア 
Julia and White (2012) インドネシア 
Hohenthal et al. (2014) ケニア 

Mandondo et al. (2013) マラウィ 
Meijaard et al. (2013) インドネシア, マレーシア 
Meyfroidt (2013) ベトナム 
Mwitwa et al. (2012) ザンビア, コンゴ民 
Schoneveld et al. (2011) ガーナ 
Tadesse et al. (2014) エチオピア 
Tiwari (2008) インド 
Torres-Lezama et al. (2011) ベネズエラ 

④象限 
18 件 

Acheampong and Campion (2014) ガーナ 
Balthazar et al. (2015) エクアドル 
Chandy et al. (2012) インド 
da Silva et al. (2015) ブラジル 
Estoque and Murayama (2012) フィリピン 
Garedew et al. (2009) エチオピア 
Kreuter et al. (2001) 米国 
Kroll et al. (2012) ドイツ 
Li et al. (2007) 中国 
Li et al. (2010) 中国 
Lin et al. (2013) 台湾 
Martínez et al. (2009) メキシコ 
Polasky et al. (2010) 米国 
Su et al. (2012) 中国 
Tianhong et al. (2010) 中国 
Verburg et al. (2014) ブラジル 
Yoshida et al. (2010) ラオス 
Zhao et al. (2004) 中国 
 

出所：筆者作成 

 

住民の特徴 (S) の違いを考慮した研究は, ①②象限になる。①象限の研究は一般に, ワー

クショップや周辺住民へのアンケート調査といった手法を用いる。これらの手法を通じて明
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らかになる彼らの特徴 (S) の違いが, 彼らが見出す森林の価値または生計への重要度の違い

とどう関連するかを考慮し, この結果を今ある森林の詳細かつ多様な価値の評価結果として

提示するものである。これは, 森林が失われたと仮定した場合, その森林の重要度の違い＝森

林減少の影響 (I) の程度の違いを推測することに役に立つ。しかし, これら①象限の研究は

文字通り現存 (減少前) の森林が提供する ES 評価であり, 「森林が実際に無くなってから生

じた住民への影響 (I) 」を評価したわけではない。このため②象限の研究が行うような, 実

際の森林減少によって初めて明らかになる影響 (I) の程度が住民の特徴 (S) の違いでどう

異なるか (例えば森林に依存した生活スタイルを容易に変えることができた世帯が感じた森

林の価値と, 対応が困難だった世帯が感じた森林の価値の差との違い) を捉えることは①象

限の研究には不可能である。 

この②象限の研究を充実させることは喫緊の課題である。つまり, 森林が消失し ES が変化

しても特段問題のない住民と逆に深刻な問題と感じる住民といったように, 森林減少の影響 

(I) の受け手のリアリティを把握する研究を充実させることが重要である。なぜなら, そのよ

うな評価研究が不足し, 森林減少の影響評価にリアリティがない中で森林減少の負の影響 

(I) の緩和策が場当たり的に策定された場合, これを実施しても効果を発揮しない恐れがあ

るからである。Maxim et al. (2009) は, DPSIR 研究での環境問題の描写において, 雇用, 社会

が受容可能な環境問題の程度, そして複数の社会的グループや経済プレーヤー間の複数の影

響 (I) の分布を無視した環境問題の描写は, そのような側面を軽視した対策 (R) の構成へ

と導いてしまうおそれがあると指摘した。既にみたように, 短期的な ES の変化の影響 (I) を

緩和するために住民がとる対策 (R) は, Suckall et al. (2014) が懸念するように不適切な適

応・対処戦略 (M) , つまり新たな圧力 (P) になりかねない。 

さらに第 1 章の先行研究レビュー (1.2.3 参照) で見た通り, 森林減少の影響 (I) を受けや

すい住民の特徴 (S) が具体性に乏しい表現でしか示されない場合は, 重要だが力のない集団

が軽視され, 適切に代表されないリスクとなる。その説得力の弱さゆえ, 本来の森林保全政

策・プログラム・事業の改善効果を十分に説明されず, 森林の減少を伴う開発政策・プログ

ラム・事業の改善効果が偏って強調されるリスクも生ずるかもしれない。第 5 章で事例研究

を行うカンボジア王国でも, 企業による商品作物開発用の農地や貧困者向け居住・農業用地

としての土地需要を背景に森林保全の機会費用が高まる中, 同国政府が2011年に作成した森

林保全プログラムは保全による経済社会的恩恵の論証を求めている (Cambodia REDD+ 

Roadmap, 2011)。必要最小限の森林減少を伴う土地開発のニーズは認めつつも, それにより深

刻な負の影響 (I) を受ける住民もいることを具体的に説明することにより, よりバランスの
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取れた土地開発を進め, 開発と保全双方の長期的な実行可能性を担保することが必要だろう。

この②象限で示した,「現実の森林減少による ES の変化の住民への影響 (I) を, 彼らの対応

能力の違いを考慮し評価する研究」の促進は, そのために不可欠であると考える。 

以上から, ②象限 11 件の研究を, 本章の分析対象とする。ところで, Glicken (2001) によれ

ば「利害関係者」とは, この空間・時間スケールの他に, 利害の対象となる事象を明確化して

初めて定義できるとしている。そこで上記先行研究は, 「影響 (I) を受けやすい住民」をど

のように描写したか, 以下の 3 点に注目して比較分析を行う。 

 事象：ES の中でもどのようなサービスを評価対象としているか 

 空間：どのような評価対象面積や行政区 (例えば, 村, 州等) を対象としているか 

 時間：どのような評価対象期間 (例えば, 5, 10, 100 年等) を設定しているか 

 

2.3 結果 

2.3.1 事象として取り上げられた ESの種類と影響 

事象として取り上げられた ES を見てみると, 供給サービスは全事例で取り上げられてい

た。調整・基盤サービスは 6 事例 (Hohenthal et al. 2014; Tadesse et al., 2014; Meijaard et al., 2013; 

Meyfroidt, 2013; Mwitwa et al., 2012; Torres-Lezama et al., 2011; Tiwari 2008), 文化的サービスは

2 事例 (Bottazzi et al., 2014; Tadesse et al., 2014) だった。供給サービスでは, NTFP, 木材, 水 

(量・質) が, 調整・基盤サービスは, 洪水, 降水量, 気温変化, 土壌の調整・保全機能, 文化

的サービスは, 生態学的知識と社会文化的慣習等が取り上げられていた。また, ES 区分を用

いず, 森林の劣化や生物多様性への悪影響という森林の質そのものを取り上げた事例も 4 件

見られた (Tadesse et al., 2014; Meijaard et al., 2013; Meyfroidt, 2013; Mwitwa et al., 2012)。 

次に, 住民を共通の特徴 (S) を持つグループに分類し, その分類されたグループ毎に ES

への影響 (I) の種類や程度を分析する対象となった ES を見てみると, こちらも供給サービ

スが最も多く取り上げられていた：供給サービス 9 事例 (Bottazzi et al., 2014; Hohenthal et al. 

2014; Tadesse et al., 2014; Mandondo et al., 2013; Meyfroidt, 2013; Julia and White 2012; Mwitwa et 

al., 2012; Schoneveld et al., 2011; Tiwari, 2008), 調整・基盤サービス 3 事例 (Meyfroidt, 2013; 

Torres-Lezama et al., 2011; Tiwari 2008), 文化的サービス 1 事例 (Bottazzi et al., 2014) (添付資料

A)。 

また, この森林減少によるESの変化による影響 (I) には, 負だけでなく正の影響 (I) も含

まれる場合もあることが分かる (表 2-2)。負の影響 (I) のみに着目した事例は 4 件あり 

(Hohenthal et al. 2014; Tadesse et al., 2014; Meyfroidt, 2013; Torres-Lezama et al., 2011), 残りの 7
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事例は森林減少・劣化による ES の変化の正の影響 (I) を見ていた。例えば, Tiwari (2008) は, 

森林減少により飼料や薪炭材が不足した村もあればこれらの材が余剰に転じた村も複数ある

という結果を報告した。Mandondo et al. (2013) は, NTFP や木材の入手可能性が低下したとい

う負の影響 (I) を認識している住民群が多かったが, 中にはこれらの入手可能性が向上した

いう正の影響 (I) を認識した住民群もいることを報告した。調整・基盤サービスおよび文化

的サービスについては, 正の影響 (I) を報告した事例はなかった。さらに, これらの７事例は

ES の変化の正の影響 (I) だけでなく, 森林を開発したことにより得られる, 収入増 / 減や

食糧安全保障の向上 / 低下等という社会経済的な正の影響 (I, つまりニーズ) と負の影響 

(I)とを比較した研究であった (添付資料 A参照)。 

 

表 2-2 11 事例が対象とした圧力 (P)と影響の分類 

  圧力 (P) に伴う負の影響 (I) のみ 圧力 (P) に伴う正・負の影響 (I) の二面性

ES のみ  Hohenthal et al. (2014) ケニア 

Tadesse et al. (2014)  エチオピア 
Meyfroidt (2013)  ベトナム 
Torres-Lezama et al. (2011)  ベネズエラ

 

    
ES および
社会経済的
影響 

  Meijaard et al. (2013)  インドネシア, マレーシア 
Mwitwa et al. (2012)  ザンビア, DRC* 
Bottazzi et al. (2014)  ボリビア 
Tiwari (2008)  インド 
Mandondo et al. (2013)  マラウィ 
Schoneveld et al. (2011)  ガーナ 
Julia and White (2012)  インドネシア 

* コンゴ民主共和国 

出所：筆者作成 

 

2.3.2 空間・時間スケール 

空間スケールについては, 11 事例中最大のボルネオ全島 (約 247,777 ㎢) を対象とした研

究 (Meijaard et al., 2013) から, 1 小集水域内 (約 5.2 ㎢) を対象としたもの (Torres-Lezama et 

al., 2011) まで様々であった (表 2-3)。Julia and White (2012) と Mandondo et al. (2013) は, そ

れぞれ 1 村落, 2 郡を研究対象としているが, 住民の周辺環境の特徴を地理情報やリモートセ

ンシング画像等の解析で定義・区分しておらず, 評価対象とした実際の森林減少の空間スケ

ールが不明確であった。これに対し, 残りの 9 事例研究は, 住民の周辺環境の特徴を地理情報

またはリモートセンシング画像の解析で定義・区分し, 研究対象とした森林減少の範囲を提

示していた。時間スケールについては, 評価期間 2 年の Schoneveld et al. (2011) および評価期

間が不明である Mandondo et al. (2013) を除き, 全ての事例が数十年単位という中長期の森林

減少を研究対象としていた。 
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表 2-3 11 事例が対象とした影響 (I) の空間・時間スケールの分類 

空間 / 時
間スケール

* 

短期 (1–5 年) 中期 (6–10 年) 長期 (11 年以上) 不明 

広域 
 
 
 
↑ 
 

中間 
 
↓ 
 
 
 

狭域 

 
 

Bottazzi et al. (2014)
(約 10,095 ㎢, 約 10 年) 

 

Meijaard et al. (2013) 
(約 247,777 ㎢, 約 20 年) 

Mwitwa et al. (2012) 
(約 200,000 ㎢, 約 40 年) 

Tadesse et al. (2014) 
(約 1,994 ㎢, 15–40 年) 

 
 
 

Schoneveld et al. (2011) 
(約 32 ㎢, 2 年) 

 Tiwari (2008) 
(約 94 ㎢, 30 年) 

Hohenthal et al. (2014) 
(約 94 ㎢, 50 年) 
Meyfroidt (2013) 
(約 18 ㎢, 29 年) 

Torres-Lezama et al. (2011) 
(約 5.2 ㎢, 20–40 年) 

 

不明 
 

  Julia and White (2012) 
(30 年) 

Mandondo et al. (2013)

* 短期, 中期, 長期, 広域, 中間, 狭域の区分は便宜的に筆者が区分したもの 

出所：筆者作成 

 

2.3.3 影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) の分類と情報収集単位 

表 2-4は, 11 事例が, 森林減少による ES の変化について, その影響 (I) を受けやすい住民

の特徴 (S) をどのように描写したかを比較した結果である。対象とした空間スケールが最大

のMeijaard et al. (2013) (約 247,777 ㎢) からMeyfroidt (2013) (約 18 ㎢) までの 7事例は, すべ

て州, 郡, 村または集水域といった行政・地形単位を影響を受けやすい住民の特徴 (S) 描写

に用いていた (パターン①)。より狭域の Schoneveld et al. (2011) (約 32 ㎢) と Torres-Lezama et 

al. (2011) (約 5.2 ㎢) さらに, 正確な空間スケールは不明だが調査対象とした行政単位数がそ

れぞれ 2 郡と 1 村落の Mandondo et al. (2013) と Julia and White (2012) は, 条件データ収集は

村等の行政単位 (S) で収集したものの, 実際の特徴描写には行政単位を越えた共通の社会経

済的特徴 (S) (例えば, 職業, 性別, 民族等) を用いていた (パターン②)。比較的広域スケー

ルを対象とした Mwitwa et al. (2012) (約 200,000 ㎢) と Bottazzi et al. (2014) (約 10,095 ㎢) の

ように, 両者の単位を組み合わせて描写したハイブリッド型(パターン③)も見られた。また

Tiwari (2008) (約 94 ㎢) は, 事象に合わせて行政・地形単位とハイブリッドの両方を使い分け

ていた。そして 11 事例の多くが, その特徴描写に必要なデータ収集を「世帯」や「個人」を

最小単位として収集していた (添付資料 A参照)。 
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表 2-4 11 事例が対象とした影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) の分類 

空間 
スケール* 

 特徴  

行政区・地形の特徴での分類 
<パターン①> 

ハイブリッド 
<パターン③> 

周辺環境, 社会経済的特徴毎の分類 
<パターン②> 

広域 
 
 
 
 
 
 
↑ 
 
 
 
 
 
 

中間 
 

 
 
 
 
↓ 
 
 
 
 
 
 

狭域 

 Meijaard et al. (2013) (約 247,777 
㎢, 185 村)**  
 森林面積の最も広い州 
 森林減少面積の最も広い州 
 村に隣接した油ヤシ農園の面

積割合が多い村, 等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Tadesse et al. (2014)  (約 1,994 ㎢, 

10 村)  
 郡 

 
 
 
 
 
 
 Mwitwa et al. (2012) (約 200,000 ㎢, 

10 村)  
 郡毎の森林依存住民 
 
 Bottazzi et al. (2014) (約 10,095 ㎢, 6
集落)  
 先住民集落 
 入植者集落 

 

 
 Tiwari (2008)  (約 94 ㎢, 41 村)  
 小規模集水域 
  (小規模集水域内の) 村 
 
 Hohenthal et al. (2014) (約 94 ㎢, 2
集水域) 
 集水域の下流域 
 
 Meyfroidt (2013) (約 18 ㎢, 4 村)  
 村 

 
 Tiwari (2008) (約 94 ㎢, 41 村)  
  (農村地域の) 女性 

 

 
 
 
 
 
 
 
 Schoneveld et al. (2011) (約 32 ㎢, 3 村) 
 土地損失者 (特に女性と入植者) 
 農園従業員 
 
 Torres-Lezama et al. (2011) (約 5.2 ㎢, 

37 農業生産単位)  
 高い勾配度の農地で化学肥料を用

いた農家 
 他の作物と混作している農家 

 

不明    Mandondo et al. (2013) (2 郡)  
 企業農園開発による土地損失者***

 企業農園に雇われた者*** 
 小規模栽培世帯 
 企業農園への小規模木材供給者 
 Julia and White (2012) (1 村落)  
 先住民 
 女性 

* 広域, 中間, 狭域の区分は便宜的に筆者が区分したもの。 
** 回答者の宗教や生業によって森林の「重要度」が異なったが, これは本論の着目する森林減少の影響 (I)

とは別の概念であるため, 除外。 
*** とくに負の影響 (I) が大きかったグループ。 

出所：筆者作成 
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2.4 考察 

2.4.1 圧力 (P) に伴う正・負の影響 (I) の二面性 

森林減少を引き起こす活動 (ニーズ, P) が ES の変化をもたらす。これによって, 負の影響 

(I) を受ける人もいれば, 正の影響 (I) つまり, 社会経済的利益を享受する人もいる (表 

2-2)。既にみたように Spangenberg et al. (2009) は, D, P, S, I, R のそれぞれの定義は, 意思疎通

の際の便利さゆえに正当化された社会的な構成概念 (constructs) であり, 「合意の成果物」で

あるとしている。このため, 森林減少という事象を含む DPSIR 枠組みを, 利害関係者が描写

するには, 表 2-2 の 4 つの象限のどれに着目するのかについて, まず合意する必要があるだ

ろう。その結果により, 収集するべき情報タイプも変わる。 

 

2.4.2 短期的影響評価の課題 

Schoneveld et al. (2011) 以外の 10 事例は, 10 年以上という中長期の時間スケールを評価期

間として設定していた。従って, DPSIR 枠組み研究と同様に18, 本影響評価研究 (第②象限の

研究) においても, 短期の評価期間を設定したものが不足していた。なぜ短期的評価が行わ

れにくいのか。11 事例それぞれの論文の特徴をみてみると, その理由は大きく次の二つのグ

ループ分けられる。一つ目は, ES の変化の短期的影響については関心があるものの, 最大の

関心は長期的影響の理解を深めることに主眼を置いているという理由, 二つ目は, 短期的影

響を評価するために必要なデータが不足したり, 手法の堅牢性が低い, といった方法論的な

問題を抱えているという理由である。前者のグループの論文の研究目的を見てみると, 長期

間の鉱業発展が森林と人々に及ぼす影響を調べたい (Mwitwa et al., 2012), 供給サービスだけ

でなく調整・基盤サービスも含めた森林ESの総合的かつ長期間の評価を行いたい (Tadesse et 

al., 2014), 水に関連する ES の歴史的な変化を分析・評価したい (Hohenthal et al., 2014), 土地

利用による環境の劣化と, それへの人々の対応 / 不対応の相互関係性について, 長期的な時

間スケールで理解したい (Meyfroidt, 2013), 主な関心は, REDD プラス事業の炭素収支と住民

へのインセンティブにある (Bottazzi et al., 2014) といった目的がみられた。後者のグループ

には, 衛星画像解析に用いる土地利用・植生図等のデータが不足しているため, 短期的評価が

できない / しようとしていない19 (Tiwari, 2008; Meijaard et al., 2013), 評価期間についての情

報が論文で提示されていない / 一貫性に乏しい (Julia and White, 2012; Mandondo et al., 2013; 

                                                  
18 DPSIR 枠組み研究では, ES の変化の影響を受ける住民の中でも短期間の時間スケールを対象とした研究

が少なかった (第 1 章参照)。 
19 調整・基盤サービスは, 森林減少が起こってからサービス供給量に変化が生じ, その影響 (I) が人々に認

識されるまでに中長期の時間差が出る。これを考慮し評価期間を長めに設定したとも推察される。 
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Torres-Lezama et al., 2011) といった点がみられた。このように研究が長期的な影響評価に偏る

理由は, 手法の堅牢性に関わる問題だけでなく, 短期的影響と比べて長期的影響の程度につ

いては政治的な判断がより困難なため, そこに学術研究で貢献しようとする研究者の意向に

よるものと考えられる。 

しかし, ここで気を付けなければならないのは, Schoneveld et al. (2011) が示したように, 

2 年間という短期間で生じた供給サービスの量や種類の変化が住民に影響 (I) を及ぼす場合

があるという点である。この短期的影響 (I) についての評価研究が不足する場合, 意思決定

者や行政当局は住民への短期的影響 (I) について大まかには把握しているものの, 詳細な分

析に基づく知見の不足から, 彼らの政策・施策の効果が限定的になるリスクがある。第 1 章

でみたとおり, 「一つの意思決定について, 関心のある, または, 影響を受けるいかなる住民」

を考慮するべきであるという規範的な観点からも, また, 住民が不適切な適応・対処戦略 

(M) (Suckall et al., 2014) をとり, その集合的な力が政策や施策の成否を左右するまでの大き

な力になることを事前に防ぐという戦略的な観点からも, この短期的影響の詳細な評価研究

の集積が求められる。 

ところで, この短期的な影響 (I) に関するデータを狭域から広域まで収集する際の課題は, 

その収集対象が広域になればなるほどサンプル世帯調査とデータ分析に時間と費用がかかる

ことである。この場合, 短期間に狭域–広域の空間スケールのいたる所で多くの住民が影響 

(I) を受けていても, そうした住民グループが属する行政・地形単位, そして / または, 社会

経済的特徴の情報や世帯数が適時に捕捉されない場合等が挙げられる。 

この課題に対処するため, サンプル世帯調査で用いる質問項目や影響評価に用いる情報に

ついては, 行政が持っている既存の情報収集システムを活用することが考えられる。これは, 

Chevalier and Buckles (2008) の示すセンサスデータを用いた利害関係者分析手法である 

(1.2.3 参照)。この場合, 対象とする ES の変化の影響 (I) についての情報収集体制が世帯レベ

ルまで確立されていると理想的であろう。上記の通り, 影響 (I) を受ける住民の特徴につい

てのデータ収集は世帯や個人単位を最小単位として収集する場合がほとんどだった。世帯単

位で情報を収集すれば, 事象や目的に応じて, 州, 郡, 村または集水域といった行政・地形単

位や, 職業, 性別, 民族といった社会経済条件毎のグループ単位, またはそれらを組み合わせ

て影響 (I) を受ける住民群の特徴 (S) を描写できるはずである。 

 

2.4.3 周囲の森林減少面積の大小 (S) と影響 (I) の度合いとの関係性 

また, 多くの研究で言及された NTFP 採取であるが, NTFP はそれらを供給する生物の森林
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生息環境 (光, 水量, 土壌, 花粉媒介者, 種子散布者) が居住地周辺に維持されていることが, 

NTFP の持続的な採取の前提条件である (Ticktin and Shackleton, 2011)。このため, 1 人当たり

の森林減少面積サイズが大きければ (S) , 人間のその土地へのアクセスも容易になり, エッ

ジ効果の影響も大きくなることによって, この生息環境 (S) も大きく変化することから, 

NTFP 採取への影響 (I) も増大するのではないかと考えられる。周囲の森林減少面積の大小 

(S) に伴い影響 (I) の度合いがどのように異なるかを明らかにすることを試みた研究は

Meijaard et al. (2013) に見られた。同著者は周囲 10 km 圏内の森林の多く (65%) が伐採され

ている村と, 世帯数の多い (550 >) 村では, 小規模皆伐への肯定的意見がとくに多いという

結果を報告している。しかし, この結果は森林面積と人口密度の関係性を詳しく示していな

かった (また「肯定的意見」というものも具体的に何なのかが村毎に提示されていなかった)。

11 事例中 7 事例がリモートセンシングによる森林減少面積の解析を行っていた (添付資料 A

参照) ことからも, 周囲の森林減少面積の大小と影響の度合いとの関係性を解明する研究は, 

今後取り組むべき課題であると考えられる。 

 

2.5 まとめ 

森林減少によるESの変化と, その住民への影響 (I) の評価には, 文献等で得られる既知の

森林の価値を消失量と掛け合わせて算出する手法や, 価値査定対象となる森林地域の住民の

周辺の環境条件や住民の社会・経済的特徴 (S) の違いとそれに基づく森林の査定価値の違い

を提示した上で, その評価結果を森林減少の影響予測に援用するアプローチがみられた。し

かし当然のことながら, これらは住民が実際に肌で感じる影響 (I) ではない。学術研究にお

いて, 実際に森林が無くなったあとの住民の特徴 (S) の違いを考慮した影響評価を促進する

ことが求められる。 

そこで本節では, 住民の特徴 (S) の違いを考慮した森林減少の ES への影響評価について

の先行研究 11 事例のレビューを行った。その結果, DPSIR 枠組み研究と同様に, 森林減少に

よる ES の変化の短期的影響 (I) についての研究が不足していることが明らかとなった。こ

の研究不足は, 規範的な観点からも, また不適切な適応・対処戦略 (M) を事前に防ぐために

も, 早急に対処されるべきであることを論じた。また, その ES の変化が住民へ及ぼす影響 

(I) の種類や程度は, 彼らの特徴 (S) の違いによって異なる場合が多く見られた。さらに, 森

林を開発したこと (P) により得られる, 収入や食糧安全保障等という社会経済的なニーズと

の対立もみられた。 

森林減少がもたらす ES の変化とその住民への影響 (I) を評価する際, 研究対象とする空
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間スケールの大小を問わずとくに供給サービスへの影響が事象として用いられていた。また, 

その影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) を描写するには, 州, 郡, 村または集水域といっ

た行政・地形単位 (パターン①) や職業や性別, 民族といった社会経済条件毎のグループ化

(パターン②), そしてそのハイブリッド型 (パターン③) がみられた。そしてその特徴付けに

必要なデータ収集は世帯や個人を最小単位として収集する事例が多かった。また, 周囲の森

林減少面積の大小 (S) に伴い影響 (I) の度合いがどのように異なるかを明らかにすること

を試みた研究はほとんどなかった。 

世帯単位での情報収集は, それより上位のどの行政単位でもこれを集約可能なため汎用性

の高い情報収集単位であるといえる。しかし, 世帯単位で情報収集する際の課題は, 供給サー

ビスへの影響 (I) についての情報を一から収集するために現地調査を行う場合, その収集対

象が広域になればなるほどサンプル世帯調査とデータ分析に時間と費用がかかり時宜を得た

評価にならない恐れがある。この課題に対処するため, サンプル世帯調査で用いる質問項目

や影響評価に用いる情報については, 既存の行政レベルの情報収集システムを改善していく

ことが必要であろう。また, 収集するべき情報の種類と量は, ES の変化の負の影響 (I) のみ, 

または正の影響 (I) も含めて評価するか, さらに, その他の社会的正・負の影響 (I) も評価す

るかの判断によって, 大きくかわるだろう。 



50 
 

 

第3章 途上国の森林 ES管理を支援する主要団体の動向分析 

3.1 背景 

第 1章のDPSIR枠組み研究の議論からは, ESの変化の短期的影響 (I) を緩和するために住

民がとる不適切な適応・対処戦略 (M) が, 上位の政策・施策の成否を左右する大きな圧力 

(P) になり得るリスクが示された。この問題意識は, 国連の気候変動枠組条約 (United Nations 

Framework Convention on Climate Change) において気候変動の緩和策として昨今の途上国の

森林管理方策の潮流を形成している REDD プラス20が, リーケージの問題を意識している点

に似ている (1.3.2 参照)。 

REDD プラスは, それにより温室効果ガスの排出量を削減あるいは吸収量を増加させるこ

とに対して, その実績に応じて経済的なインセンティブ (クレジット, 資金等) が得られる

メカニズムとして理解されている (松本, 2012)。その際, REDD プラスのための取組みを実施

しなかった場合と比較し, 実際にどの程度の削減が実現したかを定量化するために, 参照 / 

参照排出レベルを設定することになる (平田, 2012) (図 3-1)。 

 

図 3-1 REDD プラスによる排出量削減の考え方 

出所：平田 (2012) を参考に筆者作成 

 

現在の REDD プラスの議論では, リーケージを回避するために, REDD プラス事業は地方

                                                  
20 REDD プラスの定義については 1.3.2 を参照 
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行政区や国家という上位のドメイン21に統合 (ネスト, nest) され, 最終的に国家の排出算定

枠組みにおいて管理されるべきという議論が主流となっている (Verified Carbon Standard, 

2012; Minang and van Noordwijk, 2013)。こうした, 途上国の REDD プラスの個々の事業, 計画, 

戦略・政策の支援やそれらの統合を促進するため, 複数の団体が異なるドメインで活動を始

めている。事業ドメインでは, 森林減少・劣化を抑制するための一連の現地活動 (以降, 事業) 

の支援を, NGO, 民間企業, 研究機関の連合体である, 気候変動対策におけるコミュニティお

よび生物多様性への配慮に関する企業・NGO 連合 (The Climate, Community & Biodiversity 

Alliance, 以降, CCBA) 等が支援している。県や州等の地方行政区のドメインでは, REDD プ

ラスの計画 (以降, 地方行政区計画) の立案・実施について,  同 CCBA と国際 NGO の Care 

International の連合体である REDD＋SES が支援している。REDD プラスの国家のドメインで

の政策 (以降, 国家政策) の立案・実施には, REDD＋SES の他に, 国際連合の食糧農業機関 

(Food and Agriculture Organization of the United Nations, FAO) , 開発計画 (United Nations 

Development Programme, UNDP) および UNEP が, REDD プラスの技術的支援を目指すプログ

ラムである UN-REDD プログラム (United Nations Collaborative Programme on Reducing 

Emissions from Deforestation and Forest Degradation in Developing Countries, 以降, UN-REDD) 

を, 世界銀行 (以降, 世銀) が, 森林炭素パートナーシップ基金 (Forest Carbon Partnership 

Facility, FCPF) や炭素基金 (Carbon Fund) 等を設立し, 支援を行っている。 

同 4 団体は, 生物多様性保全や ES の維持・向上のための原則や基準をまとめたスタンダ

ード (以降, スタンダード) や, ガイドライン, マニュアル, ツールキット等 (以降, ツール) 

を開発し, これらを用いて途上国政府や事業者を支援している。そこで本章では, 各団体の利

用するスタンダードやツールを比較分析することにより, 異なるドメインの REDD プラス方

策に見られる, 共通した ES や住民への配慮の仕方を抽出する22。これにより, 短期的に不適

切な対応・対処戦略 (M) をとる住民の集合的な力を DPSIR 枠組みで描写し, 異なる空間ス

ケールでの対策 (R) に一貫性を持たせるための知見の抽出を試みる。 

 

3.2 方法 

本研究では, 世界的に利用可能な主要団体 (UN-REDD, FCPF, CCBA, REDD+SES) のスタ

ンダードやツールの中でも, 生物多様性と ES への対応部分に焦点を当て分析する。分析対象

                                                  
21 ドメインの定義については 1.2.1 の 2) を参照 
22 これまでこのような団体のスタンダードやツールの比較分析や評価を行った研究はみられるが (Merger 
et al., 2011; Entenmann, 2010; Pistorius et al., 2010; Secretariat of the Convention on Biological Diversity, 2011b; Moss 
and Nussbaum, 2011) , これらは同じ実施レベル間の調和を考慮したものである。 
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としたスタンダードやツールは表 3-1の通りである。各団体が支援を行う際の指針の中核を

なすスタンダードは原則, 基準, 指標で構成されている23。これらの定義は REDD＋SES で定

められているものを用いた (表 3-2)。 

 

表 3-1 分析対象とした主要４団体のスタンダードやツール 

* 正称は左から順に, The Climate, Community and Biodiversity Standards, REDD+ Social and Environmental 

Standards, The UN-REDD Programme Social and Environmental Principles and Criteria, Strategic 

Environmental and Social Assessment, Environmental and Social Management Framework である。 

出所：CCBA (2008a, 2010, 2012) ; FCPF and UN-REDD (2012a, b) ; International secretariat of the REDD+SES 

initiative (2011, 2012) ; UN-REDD (2012); World Bank (2015) を元に筆者作成 

 

表 3-2 本研究に用いた原則, 基準, 指標の定義 

 定義 

原則 REDD プラスプログラムの高い社会環境パフォーマンスを定義した主要な目的 

基準 原則を達成するために満たさなければならないプロセス, 影響, 政策に関する条件 

指標 基準到達へ向けた進展を示す定量的または定性的な情報 

出所：International secretariat of the REDD+SES initiative (2012) を元に筆者作成 

 

各団体が支援を提供することにより期待する成果 (以降, アウトカム, ここには改善効果

24も含まれる) やそれを達成するための工程 (以降, プロセス) を比較するために, 「因果関

係ダイアグラム (causal diagram, Rossi et al., 1999)」を用いた。これは評価研究 (evaluation 

research) の中のセオリー評価において用いられロジックモデル (Logic Model) とも呼ばれて

いる25 (龍・ 佐々木, 2000)。評価者が, プログラムの活動と, 期待されるアウトカムとが繋が

                                                  
23 CCBS は基準の代わりに“コンセプト”, SPEC は指標の代わりに“設問”を使用。 
24 本論での「改善効果」の定義, 用途の説明については表 1-6および 1.2.2 の 2) 参照。 
25 龍・佐々木 (2000) によれば, セオリー評価とは, プログラム等での投入, 活動, 結果, 成果という一連の

主要団体 CCBA CCBA と CARE 
International 

UN-REDD FCPF と DPs 

スタンダード /  
ツール略称* 

CCBS (Ver. 2) REDD+ SES (Ver. 2) SEPC (Final 
Version) 

SESA と ESMF 

主に参照される

ツールやガイダ

ンス名 

Appendix A 
(Potential Tools and 

Strategies) 
 

Social and Biodiversity 
Impact Assessment 

(SBIA) Manual 

Guidelines on the 
interpretation and 
application of the 

REDD+ SES at the 
country level 

Benefits and Risk 
Tool (BeRT) (Draft) 

Guidelines and Generic 
Terms of Reference for 

SESAs and ESMF 
 

Operational Policies and 
Procedures 

適用 
ドメイン 

事業 国家政策 /  
地方行政区計画 

国家政策 国家政策 

構成 概念, 指標 原則, 基準, 指標 
(essence および

qualifiers) 

原則, 基準, 質問 
(主要および導入

質問) 

特定のスタンダードは

なし(世銀のセーフガ

ードポリシーに準拠)
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っているだろうと仮定し, その因果連鎖を表現する際に用いられる方法である (Rossi et al., 

1999)。図 3-2は因果関係ダイアグラムの例である。 

 

図 3-2 因果関係ダイアグラムの例 

出所：Rossi et al.(1999) を元に筆者作成 

 

ここでの仮定は, 長期的なアウトカムは, 中期的または短期的なアウトカムの達成に依存

する。例えば, 「生物多様性保全政策への貢献」という長期的なアウトカムは「天然林を劣

化や他用途への転用から保護する」や「非森林地域の生物多様性への悪影響を回避する」と

いう中期的なアウトカムが達成されれば達成される, というものである。この仮定に沿い, 事

業やプログラムの「投入」 (以降, インプット) や活動, 「利用結果」 (以降, アウトプット) 

が評価される際に用いられるスタンダードを, 横軸に整理した。またスタンダードは適用レ

ベルと合わせなければならないことから (Prabhu et al., 2001), これらスタンダードをそれが

適用される実施レベル (国家, 地方行政区, 事業) に合わせ縦軸で整理した。 

 

3.3 結果 

各団体がそれぞれの生物多様性・ES 目標を達成するための因果関係ダイアグラムは図 3-3

の通りである。このダイアグラムは, 各団体のスタンダードやツールの原則と基準が内包す

る, 生物多様性と ES 目標達成までの論理的繋がりを表現している。各団体が掲げるアウトカ

ムとそれを達成するための論理的なプロセスについての共通点と相違点は表 3-3 および表 

3-4に整理した。 

 

3.3.1 期待される生物多様性と ESのアウトカム 

4 団体は, 「生物多様性保全を含めた持続可能な開発のための政策の達成への貢献」という

                                                                                                                                                  
流れを明らかにする評価であり, セオリー (原因と結果の連鎖)は, 最初の資源投入が最後に受益者に起こる

改善効果 (成果) を引き起こすまでの道筋を表す。またロジックモデルは, 他にも Program Model, Causal 
Linkage, Action Theory 等様々な名前で呼ばれている。 
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長期的アウトカムを共有し, 同アウトカムは各団体のスタンダードが設定した中期的アウト

カムの達成に依拠していた。世銀は REDD プラス実施の際の独自のスタンダードは提供して

おらず, 代わりに REDD プラスに関連する世銀セーフガードポリシー (例えば環境アセスメ

ントや自然生息環境等) を SESAとESMFを実施する際に参照することとなっている (FCPF, 

2012)。これらポリシーには「長期的に持続可能な開発」や「自然生息環境の保全」を促進す

ると記載されている。 

しかし, 中期的アウトカムについては, 各団体は種類や野心度の異なるアウトカムを掲げ

ていた (図 3-3, 表 3-3 参照)。REDD＋SES は, REDD プラスプログラムは森林だけでなく

非森林地域の生物多様性と ES のための観点から重要なエリア (以降, 「優先エリア」)で, こ

れらの維持と増強を目指すべきという意欲的な原則を掲げている。同様に CCBA も, 森林と

非森林地域を区別しない事業エリア内において, 生物多様性と ES を含めた改善効果を地域

住民に提供すること意図している。一方 UN-REDD は, 非森林地域については生物多様性や

ES の増強は期待せず, 悪影響 (I) の回避や最小化に焦点を絞っている (SEPC 原則 7)。世銀

は生物多様性や ES についての中期的アウトカムは掲げていない。 

 

3.3.2 アウトカムを達成するための論理的プロセス 

各団体の森林地域での中期的アウトカムは似ているが (SEPC の原則 6, REDD＋SES の原

則 5, CCBS の CM1 および B1) , UN-REDD の SEPC だけが中期的アウトカムを達成するため

の具体的な因果関係ダイアグラムを提供していた (図 3-3参照)。天然林の劣化や他用途への

転換からの保護と, 地元と国のコンテキストを考慮した天然林と人工林の管理 (SEPC 基準) 

が中期的アウトカムを達成するための必須条件だった。さらに SPEC は天然林の他用途への

転換と劣化を抑制するための活動を REDD プラスの「プラス」活動よりも優先させる基準を

提供している。 

どの団体のスタンダードの因果関係ダイアグラムにおいても, その REDD プラス戦略の初

期段階で「優先エリア」の地図化・記述の要素を含んでいることが明らかとなった(図 3-3, 表 

3-4参照)。とくに, 保護価値の高い要素 (High Conservation Value, HCV)26 の概念が, これら 3

                                                  
26 CCBA (2008b) (日本語訳を抜粋) によれば, HCV は主に以下の 6 項目に分類される。もともとは, Forest 
Stewardship Council が森林生態系の認証のために開発した定義に基づいているが, 今ではその他の生態系の

評価にも適用されることが増えてきている。 
1. 世界的, 地域的, あるいは国として重要な生物多様性価値の集まり。a.保護地域, b.絶滅危惧種, c.固有種, d.
ある種の生活史の中で, 一時的に相当数の個体が集中するところ(例, 渡り経路, 採餌場, 繁殖池等) 
2. 自然条件下で存在する全てまたはほとんどの種が, 健全な個体群を通常の分布パターンと個体数で維持し

ている, 世界的, 地域的, あるいは国として重要な大きな景観レベルの規模を有する地域 
3. 危機に瀕するまたは稀少な生態系 
4. 重要な ES を生み出す地域 (例, 水資源, 土砂流出防備, 山火事防備等) 
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スタンダードの「優先エリア」の選定の作業を進める上で有効な概念の一つとして共通して

参照されていた (表 3-4 参照)。SESA は地図化作業には明確には言及していなかったが, 実

施に際しての社会・環境的優先順位の決定と, ESMF における環境社会影響 (I) のスクリーニ

ング, 評価, モニタリング手順を提供していた (表 3-4, 図 3-3参照)。 

4 団体すべてが森林, 非森林両地域の生物多様性と ES への REDD プラス実施による影響 

(I) の評価, モニタリング, そしてそうした影響 (I) の緩和を期待していた (図 3-3, 表 3-3

および表 3-4参照)。とくに UN-REDD は SPEC で, 非森林地域での活動を行う際の生物多様

性と ES への直接的・間接的な影響 (I) のモニタリングと緩和についての原則 (原則 7) と基

準を掲げている(図 3-3参照)。REDD＋SES と SESA は環境アセスメントツール等を活用し

た負の影響 (I) への対処方法を紹介している (表 3-4参照)。さらに REDD＋SES と CCBA

の両団体は, 優先順位の高い生物多様性と ES の状態について, REDD プラス活動がなかった

場合 (以降, Business As Usual: BAU シナリオ) のそれらの状態と比較した上で, REDD プラス

活動の影響 (I) や改善効果を証明することを求めている(図 3-3, 表 3-4参照)。

                                                                                                                                                  
5. 地元社会の基本的ニーズを満たすために不可欠な地域 (例, 食料, 燃料, 家畜の飼料, 薬剤, 代替しがたい

建築資材源, 等) 
6. 社会の文化的アイデンティティの継承に不可欠な地域 (例, 地域社会のメンバーと共同で明らかにする, 
文化的, 生態学的, 経済的, 宗教的に重要な場所) 
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図 3-3 生物多様性と ESの取扱いについての各スタンダードの因果関係ダイアグラムの比較 

出所：筆者作成 
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表 3-3 主要 4団体が持つスタンダード・ツールの特徴の比較 

特徴 
スタンダード・ツール 

CCBS REDD+SES SEPC SESA 

長期アウトカム     
生物多様性保全を含めた持続可能な開発の
ための政策の達成へ貢献する 

✔ ✔ ✔ ✔ 

     
短 / 中期アウトカム     
スタンダードを持たず, 生物多様性と ES の
特定のアウトカムを求めない 

   ✔ 

森林地域における生物多様性の保全を含め
た森林の多面的機能の維持・向上 

✔ ✔ ✔  

非森林地域における優先エリアの生物多様
性や生態系サービスの維持・向上 

✔ ✔   

     
プロセス     
森林の他用途への転換および劣化を抑制す
る活動を、他の活動（例：植林プログラム）
よりも優先させる 

  ✔  

生物多様性及び ES にとって重要な優先地域
をマッピングする項目を含んでいる 

✔ ✔ ✔ ✔ 

森林及び非森林生態系における生物多様性
及び ES に対して REDD＋が及ぼす影響の
評価及びモニタリングを行い、負の影響の
緩和策を適用することを想定している 

✔ ✔ ✔ ✔ 

REDD プラス活動が生物多様性及び ES に及
ぼす正・負の影響や改善効果について
REDD プラス活動がなかった場合のシナリ
オと比較して評価を行う 

✔ ✔   

出所：筆者作成
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表 3-4 優先エリアの地図化・記述, 影響モニタリング, 緩和方策について各団体が期待する点 

HCVs, High Conservation Values (保護価値の高い要素 / エリア) ; KBA, Key Biodiversity Area (生物多様性保全の鍵になるエリア); NBSAPs, National Biodiversity 

Strategies and Action Plans (生物多様性国家戦略・行動計画) ; AZE, Alliance for Zero Extinction (絶滅ゼロ同盟) 

出所：筆者作成 

 CCBS, SBIA Manual 
REDD+ SES (Version 2), Its 

Guidelines 
SEPC (Final Version), BeRT (Draft) 

Guidelines & Generic ToR for SESAs 
& ESMF  

生物多様
性と ES
の観点か
ら重要な
エリア 
(優先エ
リア) の
地図化・
記述 

 HCVs, レッドリスト, KBA 等
の参照 
 SBIA ワークショップを通じた
利害関係者によるエリアの選
定  

 

 

 HCVs, NBSAPs, KBA 等の参照 
 とくに先住民や地域住民, 女性, 
力のない集団等にとって重要な
ES への考慮 
 プログラム内の各要素 / 活動
に対して適切な詳しさとスケー
ルの考慮 

 HCVs, レッドリスト, NBSAPs, AZE サ
イト等の参照 
 ES の受益者を選定することによって
エリアを選定すること 
 異なる ES や生物多様性保全目標間の
潜在的相乗効果やトレードオフを分析
すること 
 REDD プラス計画とその生物多様性と

ES への影響を, 国家や地方行政区スケ
ールといったより広域の土地利用計画
へ統合することを考慮すること 

 
 

 
― 

     
モニタリ
ングと緩
和方策 

 セオリー・オブ・チェンジに基
づき, 事業の利害関係者により
策定され検証されたモニタリ
ング目的と指標を定義する 
 セオリー・オブ・チェンジを注
意深く検討して潜在的な負の
影響とリスクを特定し, それら
を緩和・予防する方策が選定さ
れ事業の結果の連鎖に組み込
まれる 

 モニタリングの一部分として環
境影響評価を繰り返す 
 戦略的環境アセスメント, 環境
影響評価, その他適切な手法を
用いる  
 REDD プラスプログラムの恩恵
を損なうようなリスクや反転に
対処するための方策を含める 

 森林管理計画に生物多様性と ES への
影響をモニタリングするための計画を
含める  
 REDD プラス活動の直接の対象となっ
ていない森林や非森林地域に土地利用
変化や森林劣化が移転することを評価
するためのモニタリングを実施する 
 土地利用計画に非森林地域の情報を含
める 
 環境影響評価や他のプロセスが REDD
プラス活動の承認に用いられる 
 グッド・プラックティス・ガイダンス
の適用, 開発, 採用 

 環境社会影響のスクリーニング, 
評価, モニタリングを実施するた
めの手続きを提供する 
 将来の事業, 活動, 政策, 規則に関
連して生ずる悪影響を管理し緩和
するための期限を定めた活動計画
を準備するために, 制度間の調整
を明確化する 



59 
 

3.4 考察 

3.4.1 支援方策に相違点が生じた理由 

4 団体のスタンダード・ツール間では, 優先されるべき REDD プラス活動 (R) やそれがも

たらす改善効果を期待する空間的範囲に違いが見られた。UN-REDD は組織の方針として高

い森林減少率と広い森林面積の国を優先的に支援しているため (Wertz-Kanounnikoff and 

Agelsen, 2009), 生物多様性保全の観点から「天然林の減少と劣化の抑制といった対策 (R) を

優先する」という方針とそのための具体的なロジックが自身のスタンダードにも反映されて

いるものと考えられる (図 3-3, 表 3-3 参照)。対照的に REDD＋SES は, CCBA 事業を包含

する役割を果たすことが期待され, 事業レベルの CCBA との一貫性を保つ必要から, 

UN-REDDのように天然林の減少と劣化の抑制 (R) を優先することを原則にすることは難し

かったと考えられる。というのも, CCBA の CCBS は, REDD プラス活動だけでなく新規植林 

/ 再植林クリーン開発メカニズム事業のような「炭素蓄積の増強」活動 (R) にも適用可能だ

からである27。 

 

3.4.2 共通点である「優先エリア選定」作業における機会と課題 

各団体が示した, 事業, 地方行政区, 国家の各ドメインのすべての因果関係ダイアグラム

では, 初期段階において, 森林・非森林地域を問わず「生物多様性と ES のための優先エリア

の地図化・記述」が明示的 / 暗黙的に求められていた (図 3-3, 表 3-4参照)。優先エリアの

選定 (R) は, 各因果関係ダイアグラムが中長期的アウトカムを達成するための重要な初期

ステップである (図 3-3参照)。ところで, 第 1 章では, 不適切な適応・対処戦略 (M) をとる

住民の集合的な力を DPSIR 枠組みで描写するには, Gregory et al. (2013) や Poppy et al. (2014) 

が指摘した, どこの, いつの, 誰のための, ES に着目するのかという,「DPSIR 枠組みの空間・

時間的境界線の設定とそれに基づく受益者の分化」が必要であることを論じた (1.2.1 参照)。

そこで, この「優先エリア」の考え方を「空間・時間的境界線の設定とそれに基づく受益者

の分化」に活用できるかを試みる。 

優先エリアとして選定した空間の境界線と任意の評価期間を設定することによって, 空

間・時間的境界線の線引きが可能となる。DPSIR 枠組みを描写する際にはこの優先エリアを

中心に境界線を設定し, 関連する D, P, S, I, R の情報を優先的に収集すればよいことになる。

しかし, 実際にはこの作業は複雑である。誰のための, どの ES に着目するかにより, 優先エ

                                                  
27 炭素蓄積の増強や生物多様性の回復は, 細心の注意を払わなければならないものの (Palmer and Filoso, 
2009) , 比較的早く実現できる場合も報告されている(Edwards et al., 2010; Ansell et al., 2011; Sasaki et al., 2011)。 
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リアとしての選定場所や評価期間が異なるからである。 

本論の関心は, 短期的に不適切な対応・対処戦略 (M) をとる住民の集合的な力を DPSIR

枠組みで描写し, 異なる空間スケールでの対策 (R) に一貫性を持たせるための知見の抽出

を試みることである。このため, 本論では, 森林減少の短期的 ES の変化の影響を受けやすい

住民にとっての優先
．．

エリアの選定に着目する。しかし, 当然ながら, この優先
．．

エリアは, 本来

近隣の住民だけの意向で選定されるわけではない。現在, この優先エリア選定のために, 既存

の国・地方行政区の炭素分布地図と他の ES や生物多様性の観点から重要なエリアの地図化

とのオーバーレイ作業が, 科学者等により国家や地方行政区ドメインで進められている (例

えば, UNEP-WCMC28; Gardner et al., 2012 等)。従って, 最終的には, 各主体の優先エリアにつ

いての提案を元に, 透明性を保ち, それを選定する合意形成プロセスが必要でろう。 

ここでとくに注意しなければならない点は, 途上国では, 住民が森林地域に見出す価値は

しばしば認識しづらく測定しづらいという点である (Sheil and Wunder, 2002; Kaimowitz and 

Sheil, 2007)。さらに, 第 2 章でもみたように, 実際の森林減少の影響 (I) の種類や程度は, 彼

らの特徴 (S) の違いによって異なる場合がある。このような当該地域の社会・生態システム

の全貌が十分に把握されずに優先エリアが選定される場合 (R), それは特定の住民のESへの

アクセスを過剰に制限する圧力 (P) となる恐れがある。事実, これまでの多くの自然保護事

業では, 保護対象地域に厳格な防壁形式の保護措置がとられ, その自然資源への特定の住民

のニーズや権利が軽視されてきた (Blom et al., 2010)。このため, とくに事業ドメインにおけ

る優先エリアの選定には, 森林と非森林地域において住民が日常的に依存する ES の観点か

ら重視するエリアが含まれ, 事業者や管理当局は, それらが持続的に管理されるよう対策 

(R) を講ずる必要があるだろう。本論ではこれ以降, 森林減少または森林保全による ES への

短期的なアクセスの変化の影響 (I) を受けやすい住民の観点から優先的に保全, 管理, モニ

タリングするべきエリアを, 「住民優先エリア」と呼ぶこととする。 

 

3.4.3 森林減少の影響 (I)のモニタリングや森林管理・保全 (R) による

改善効果の評価の課題 

森林・非森林の両地域における優先エリアでの生物多様性と ES へ REDD プラス (R) が与

え得る負の影響 (I) について, 4 団体すべてが環境アセスメント等のツールを用いて評価し, 

モニタリングし, そして緩和することを期待していることが明らかとなった。さらに REDD

＋SES と CCBA の両団体は, REDD プラス (R) を実施したことによる生物多様性と ES への

                                                  
28 http://www.un-redd.org/MultipleBenefitsPublications/tabid/5954/Default.aspx. 
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改善等の効果 (改善効果を含む) を, BAU シナリオと比較することにより証明する手法をと

ることを求めていた。この評価手法を, Richards and Panfil (2011) は図 3-4のように表現して

いる29。このように, REDD プラスの負の影響を評価するにせよ, 改善効果を評価するにせよ, 

その比較対象となる BAU シナリオを構築するための情報収集が必要となる。 

 

 

図 3-4 CCBS の要求事項である, 事業がない場合のシナリオ*と比較したネットで正の社

会・環境便益 (=改善効果) を発生させた図示  

※事業がない場合のシナリオはここでは右肩下がりになっているが, 右肩上がりまたは平行を保つ場合もあ

り, 必ずしも直線型ではない 

出所：Richards and Panfil (2011) を元に筆者作成 

 

ところが, このような BAU シナリオを用いた評価手法の実施可能性を疑問視する先行研

究もある。Pasgaard (2013) による REDD プラス事業のレビューは, 社会影響評価 (SIA)30 の

BAU シナリオ (原典では baseline) に関するデータは, 事業が既に実施段階に入ってから収

集されることが多いため, 純粋な BAU シナリオは構築しにくいと指摘している。さらに, 同

著者は, カンボジアの環境・社会影響評価を例に挙げ, そのような評価の実施は法律で定めら

れているものの, 実施手順についてのガイダンスの不足により, 同評価制度が形骸化してい

るとしている。また Caplow et al. (2011) によれば, REDD 以前の森林減少回避を目的とした事

業では BAU シナリオ (原典では counterfactual scenario) と照らし合わせた堅牢な評価 

                                                  
29 これは評価研究 (evaluation research) における impact assessment での「時系列モデル」の考え方に近い。

龍・佐々木 (2000) によれば, 時系列モデル(Interrupted Time Series Model) とは「対象地域あるいは対象人口

に関して, プログラム実施前と, プログラム実施後の長期にわたる成果指標値を収集して比較することによ

り, プログラムのインパクト (改善効果, 筆者追記) を評価するものである。 
30 しばしば住民が認識する ES の変化もこの評価に含まれる。 
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(evaluation) はほとんどないとしている。同著者は, その理由に, 単純に炭素以外の評価に関

心が薄いだけでなく, 自然科学領域に比べると, 社会的な改善効果の定量的評価への躊躇や

方法論的な後ろ盾の不足を挙げている。 

そこで, BAU シナリオの堅牢性の向上に資する研究が求められる。BAU シナリオの不足や

そのシナリオ下での影響予測の堅牢性が低い場合, REDD プラス施策および土地開発施策の

双方の改善効果の検討が不十分となる。一方では, REDD プラス施策の場合, 本来の森林管理

方策による改善効果を十分に検討・説明しきれず, 森林の減少を伴う開発方策の改善効果が

偏って強調される危険が生ずる。第 5 章で事例研究を行うカンボジア王国でも, 企業による

商品作物開発用の農地や貧困者向け居住・農業用地としての土地需要を背景に森林保全の機

会費用が高まる中, 同国政府が2011年に作成した森林保全プログラムは保全による経済社会

的恩恵の論証を求めている (Cambodia REDD+ Roadmap, 2011)。他方では, 土地開発施策の場

合, その負の影響（I, 例えば, 森林の他用途への転用による住民の森林資源へのアクセスの

損失等）を受けた住民と, 不適切な対応・対処戦略 (M) をとる住民の数を予測できず, 当局

が設定した検討プロセスを超えた闘争 (transgressive contention) が生じたり (1.2.3 参照), 森

林減少が想定外に進むリスクを高める。堅牢性の高い BAU シナリオを構築し, EIA, SIA, SEA

といった IA を適用して開発事業・施策の影響予測を行うためには, そのための情報収集, と

くに優先エリアを意識した情報収集が求められる。それには, 既述の資金・人的制約を克服

するための研究が求められる。 

 

3.5 まとめ 

本章では, 昨今の途上国の森林管理方策についての潮流を形成している REDD プラスに着

目し, 事業, 地方行政区, 国家と異なるドメインで支援する主要な国際４団体の ES や住民へ

の配慮の仕方を整理した。ここから, 短期的に不適切な対応・対処戦略 (M) をとる住民の集

合的な力を DPSIR 枠組みで描写し, 異なる空間スケールでの対策 (R) に一貫性を持たせる

ための知見の抽出を試みた。 

同 4 団体が支援に用いているどのスタンダード・ツールにおいても, REDD プラス戦略の初

期段階で生物多様性と ES のための「優先エリア」を選定すること (R) や, REDD プラスの介

入 (R) により生じ得る負の影響 (I) について環境アセスメントを実施し, その影響 (I) の

モニタリングとその緩和策 (R) を講ずることが求められていた。不適切な適応・対処戦略 

(M) をとる住民の集合的な力を DPSIR 枠組みで描写するためには, 「DPSIR 枠組みの空間・

時間的境界線の設定とそれに基づく受益者の分化」求められるが, その設定には優先エリア
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の境界線の活用が考えられた。しかし, その主な課題は, 森林減少または森林保全による ES

へのアクセスの変化の影響 (I) を受けやすい住民の観点から優先的に保全, モニタリングす

るべきエリア (住民優先エリア) をどのように選定し得るかを検討することであると考察さ

れた。本論では,「住民優先エリア」に着目するが, 最終的には, 各主体の優先エリアについ

ての提案を元に, 透明性を保ち, それを選定する合意形成プロセスが必要であろう。 

REDD プラスの負の影響や改善効果の評価, そして土地開発施策・事業の影響評価を行う

場合においてもその比較対象となる BAU シナリオの構築が必要となる。優先エリアを含む

ドメインでの堅牢性の高いBAUシナリオを構築するためには, それに必要な, とくに優先エ

リアでの情報収集が求められる。それには, 情報収集を阻む資金・人的制約等を克服するた

めの研究が求められる。 
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第4章  森林減少の短期的影響 (I) を受けやすい住民の特

徴 (S) の特定 ―カンボジア事例研究― 

4.1 背景 

4.1.1 森林減少による ES の変化とその短期的影響 (I) を受けやすい住民

の特徴 (S)  

第 2章でみたように, 先行研究には, 周囲で現実に起こった森林減少による ESの変化とそ

の短期的影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) を解明する研究が不足していた。さらに, 周

囲の森林減少面積の大小 (S) に伴い影響 (I) の度合いがどのように異なるかを詳しく調べ

た研究は少なかった。そこで, 本章では森林の薪炭材と NTFP に生活を依存する住民が多く, 

その森林が急減しているカンボジアのコンポントム州の東部を研究対象地 (合計対象面積

2,400 ㎢) として, 森林減少の短期的 (5 年) 影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) の特定を

試みる。さらに周囲の森林減少面積の大小 (S) に伴い影響 (I) の度合いがどのように異なる

かも調べる。なお, この特徴 (S) の特定には以下の 2 つの方法を用いる。 

 

 方法 [ア]：森林減少の短期的影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) について, 周辺環境

の状態を地理情報と衛星画像の解析で客観的に定義・区分し, 研究対象地 (3 郡) に分布

するサンプル世帯に共通する環境・社会・経済的特徴 (S) を特定する。また周囲の森林

減少面積の大小 (S) によって影響 (I) の度合いがどのように異なるかを明らかにする。 

 方法 [イ]：サンプル世帯が居住する村の特徴 (S) を考慮し, より詳細なサンプル 6 村間

の比較から得られる, 森林減少と樹木の択伐の短期的影響 (I) を受けやすい村内の住民

についての環境・社会・経済的特徴 (S) を特定する。 

 

この２つの方法を用いる理由は次の通りである。第 2 章では, 影響 (I) を受けやすい住民

の特徴 (S) を描写するには, 州, 郡, 村または集水域といった行政・地形単位のグループ化 

(パターン①) や, 職業や性別, 民族といった社会経済条件毎のグループ化 (パターン②), そ

してそれらのハイブリッドのグループ化 (パターン③) が経験上可能であることを示した。

本章の短期間の評価でも, こうしたグループ単位を用いた特徴 (S) の把握が可能かどうかを

調べる。1つだけではなく 2つの方法 (それぞれパターン②と③に相当) を用いることにより, 

住民が受ける影響 (I) や彼らがとる不適切な適応・対処戦略 (M) から成る社会集団の力の
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影響 (I) を DPSIR 枠組みで描写する知見を出来るだけ得ようと考えた。また方法 [イ]では, 

[ア]の分析に用いた Landsat 画像からの正確な判読・分類が困難であった樹木の択伐による

影響 (I) についても分析を試みる。 

 

4.1.2 住民優先エリアの選定 

第 3 章では, REDD プラスを実施する事業, 地方行政区, 国家のどのドメインにおいても, 

生物多様性と ES のために重要な「優先エリア」の地図化・記述作業 (R) が REDD プラスを

支援する国際主要 4 団体により求められていることを明らかにした。この優先エリアの境界

線は, 不適切な適応・対処戦略 (M) をとる住民の集合的な力を DPSIR 枠組みで描写するた

めに求められる, 「DPSIR 枠組みの空間・時間的境界線」の設定に活用できることを論じた。

しかし, その「優先エリア」の選定作業 (R) には住民の視点が十分に反映されにくいという

課題も示された。そこで, 本章では本研究対象地にて, 森林減少の影響 (I) を受けやすい住民

の観点から, どのような状態・特徴 (S) のエリアが住民のための優先エリア (住民優先エリ

ア) となり得るかも検討する。 

 

4.1.3 追加的費用を抑えかつ短期間で実施可能な評価とモニタリング 

第 2 章で見た森林減少に伴う供給サービスの変化について短期評価の必要性や, 第 1, 第 3

章に見た途上国のコンテキストを鑑み31, 影響評価とモニタリングには追加的費用を抑え, 

短期的に実施可能で, かつ透明性の確保された評価手法がとくに求められる。REDD プラス

の議論でも, REDD プラスのホスト国が持つ, 既存の情報収集システムを用いた情報収集体

制の準備構築が有効とされている (森林保全セーフガード確立事業コンソーシアム, 2014)。

こうした背景から, 供給サービスの評価に関しては, 行政局の既存の情報収集網をどのよう

に活用し, 優先的に収集すべき情報とデータをどのように選定し得るかを検討する。 

 

4.1.4 対象とする事象：薪炭材と NTFP 

途上国の森林減少の負の影響 (I) を受けやすい住民は, 減少した森林に生計を依存してい

た (S) 住民であろう。そこで本研究では, 住民の生計維持のための資源としての依存度がそ

れぞれ高い薪炭材と NTFP (1.3.2 参照) を対象として, 森林減少によりこれらへのアクセスを

失うという負の影響 (I) を見ることとする。しかし, 住民の中には自ら森林を農地へ転用 (P) 

                                                  
31 第 1 章では, 途上国における影響評価を実施する際のリソースと時間の制約が確認された。また第 3 章で

も, REDDプラスの議論において森林地域及び非森林地域における生物多様性やESのモニタリングが重視さ

れているが, 追加的費用を抑え, 早急に対応することが求められていた。 
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した者もいる。彼らにとってこの行為はニーズである。さらに, 他者が引き起こした森林減

少 (P) により薪炭材や NTFP へのアクセスを失ったこと (負の影響, I) に対処するための不

適切な適応・対処戦略 (M) も含まれているかもしれない。 

そこで森林減少 (・樹木の択伐) の短期的な負の影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) を

特定できるかを検証するために, 薪炭材と NTFP それぞれについて以下の仮説を１つずつ設

定した。 

 薪炭材: 村周辺の森林薪炭材採取世帯 (S) と周囲の植生の種類 (S) という２つの特徴 

(S) の組合せが薪炭材採取への森林減少の短期的な影響 (I) の受けやすさを左右するの

ではないか？ 

薪炭材を森林採取していた世帯 (S) は, そうでない世帯 (S) と比べ, 森林減少の短期

的な影響 (I) を受けやすいと考えた。なぜなら, 低木地や農地等のように森林以外で十

分な量の薪炭材が取れていれば, 森林に薪炭材を依存しない (S) ため, 影響 (I) も生じ

ないはずだからである。そこで, 薪炭材のケースでは森林で薪炭材を採っている世帯 

(S) と周囲の薪炭材の供給源となる植生の種類 (S) という二つの特徴 (S) の組合せが, 

大きく住民の影響 (I) の受けやすさを左右するのではないかと仮説をたてた。 

 

 NTFP：村落周辺の森林減少面積サイズ (S) と NTFP 採取へ生計を依存する世帯 (S) と

いう２つの特徴 (S) の組合せがNTFP採取への森林減少の影響 (I) の受けやすさを左右

するのではないか？ 

NTFP を供給する生物の森林生息環境 (光, 水量, 土壌, 花粉媒介者, 種子散布者) が

居住地周辺に維持されていることが, NTFP の持続的な採取の前提条件である (Ticktin 

and Shackleton, 2011)。このため, 森林減少面積サイズが大きければ (S) , 人間のその土地

へのアクセスも容易になり, かつ, エッジ効果が高まりやすくなることによって, この

生息環境 (S) も大きく変化することから, NTFP 採取への影響 (I) も増大するのではな

いかと仮定した。また, 世帯の主要生計手段として NTFP 採取を行っている世帯 (S) は, 

そうでない世帯 (S) と比べて, 森林減少の影響 (I) を受けやすいと考えた。このため, 

村落周辺の森林減少のサイズ (S) と, 主要生計手段としてのNTFP採取への依存 (S) と

いう二つの特徴 (S) の組合せが, 大きく影響 (I) の受けやすさを左右するのではないか

と仮説をたてた。 

 

また, 森林減少・劣化の直接の原因となる森林の農地転用や樹木の択伐 (P) は, 既述の通
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り, 住民の生計戦略としてのニーズや不適切な適応・対処戦略 (M) (Suckall et al., 2014) でも

あり得る。このため, 森林の皆伐を決断した世帯はそうでない世帯と比べて, 森林減少の薪炭

材採取, NTFP 採取それぞれへの負の (I) を感じにくいかを調べる。さらに, 途上国では一般

に貧しい世帯ほど NTFP に依存する傾向が分かっている (Belcher et al., 2005; Shackleton and 

Pandey, 2014)。このため, 世帯の裕福度 (S) と影響 (I) の受けやすさの関係性も調べること

も目的とした。 

 

4.1.5 対象とする空間スケール: カンボジア王国コンポントム州東部3郡6

村 

第2章で見た通り, 途上国の森林減少とそれによるESの変化を取り扱った先行研究には世

界の様々な国と地域を対象としている(表 2-1 参照)。しかし, これまでインドシナ地域の

国々の中でも, 世界的にも保護価値の高い森林 (後述) が残るカンボジアを対象とした研究

は少ない。以下, 調査地が含まれる空間スケールの情報を, カンボジア, プレイロング地域, 

コンポントム州の順で整理する。 

 

1) カンボジア 

カンボジアでは, 薪炭材は依然として家計部門の調理・熱源の主要なエネルギー源となっ

ている (National Institute of Statistics, 2013)。カンボジア計画省統計局の 2013 年のデータによ

ると農村地域の90%以上の世帯が調理に薪炭材を用い, 灯油は0.1%, LPガスは3.7%のみであ

る (National Institute of Statistics, 2013)。NTFP についても, カンボジアの農村地域の 75%以上

の世帯が採取し, これら産品は収入や雇用機会の多様化に寄与している (MAFF, 2010)。国有

地 (国有林・非森林地) における自家消費のための薪炭材採取には基本的に制限はかかって

おらず(Top et al., 2004b), NTFP の採取・販売も国有林における慣習的利用に関する権利やコ

ミュニティ林業制度 (Community Forestry, 以降, CF) における合意の下で認められている 

(Boissière et al., 2013)。 

カンボジアではすべての森林は国有であり, 森林の開発許可制度には, 木材生産のための

森林伐採権 (Forest Concession, 以降 FC), 商品作物開発のために民間企業を対象に 1 万ヘク

タールを上限に発給する経済土地事業権 (Economic Land Concession, 以降 ELC), 貧困者層に

居住地や農業用地として最大 5 ヘクタールの開発を認める社会土地事業権 (Social Land 

Concession) 等がある (Schmidt and Theilade, 2010)。また森林資源の便益を住民も享受できる

よう国有林の一部を住民が管理することを森林局が許可する CF がある (MAFF, 2010)。しか



68 
 

し, 林野行政の人材・人員, 機材, 調整等の不足により遠隔地の森林では森林管理がほとんど

なされていない場合が多く, 2002 年 1 月からカンボジア全土での FC は停止しているが 

(MAFF, 2010), 土地転用や違法伐採による森林減少・劣化が広範に進んでいる(MAFF, 2010)。

本来, 土地利用変化を伴う開発事業には環境影響評価等が適用されるべきであるが, 途上国

では資金・人的制約のために一般に適用されにくく (Duffy, 2004; Trethanya and Ranjith Perera, 

2008), カンボジアの環境社会影響評価 (Environmental and Social Impact Assessment, 以降

ESIA) も例外でない (Pasgaard, 2013; ゴドイら, 2012)。こうした行政の未熟さから, カンボジ

アでは, 2006年から 2010年の間に全国の森林被覆率が 59%から 57%に低下し, 366,993haの森

林が消失した (Forestry Administration, 2011)。 

 

2) プレイロング地域 

調査地の属するプレイロング (Prey Long) 地域とは, カンボジア中部の低地常緑樹林, 狭

義にはカンボジア北中部, メコン川西岸に 4 州 (コンポントム州, クラティエ州, ストゥント

レン州, プレアビヘア州) にまたがって位置する森林地帯であり(図 4-1) , 最大の面積を占

めるのがコンポントム州  (Kampong Thom Province, 以降, KT 州 ) である (CI ジャパン, 

2012)。プレイロング地域はカンボジア政府の公式な保護下に入っていない森林地帯32の中で

も最大級の森林地帯である (Hayes et al., 2015)。この地域の森林保全活動を支援しているコン

サベーション・インターナショナル (Conservation International, 以降, CI) の日本支部である

CI ジャパンによれば, 管理主体である森林局と 4 州の知事との間で保護林化に向けた取組み

が進められている (CI ジャパン, 2012)。 

CIが森林局の協力を得て 2014年 6月–2015年 2月にかけて行ったプレイロング地域の生物

多様性調査の報告書によれば, 同地域は世界の10カ所の生物多様性ホットスポットであるイ

ンド・ビルマ地域に属し, 同地域内でも重要な低地常緑樹林の一つとして位置付けられてい

る (Hayes et al., 2015)。プレイロング地域には 55 の世界的に絶滅の恐れのある動物が生息し, 

とくにカンボジアの鳥類の 44%の生息地である等, 同地域は保護価値が高い (Hayes et al., 

2015)。 

CI ジャパン (2012) によれば, プレイロング地域における土地利用変化は大きく①主に換

金作物栽培用に行われる小規模の森林減少と ② ELC を通じての農産業目的の計画的森林

減少の二つに分類される33。カンボジアの土地所有や森林管理についての法的枠組みは比較

                                                  
32 倉島ら (2013)によれば, このプレイロングは, 森林局と日系 OKADA との合弁会社 Colexim 社が 1996 年

に FC を取得し 2002 年以降一時伐採停止状態になっている FC エリアを含む。 
33 その他,違法伐採,インフラ開発に伴う森林の転用, 新規居住地のための森林の転用,鉱山開発に伴う森林の
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的明確であるが34, プレイロング地域のみならず全国の森林の境界の区分・登記がほとんど行

われていない (志間, 2006; 中田, 2012), 土地所有に関する制度およびその実施体制が整って

いない (志間, 2006) 等, 農村部や森林地域におけるこの枠組みの実施はこれまで限定的であ

る (Cambodia REDD+ Roadmap, 2011)。CI が 2011 年 11 月に実施した, プレイロング地域の森

林減少要因についてのワークショップの報告書によれば, ①については, 焼畑式の違法な森

林の農地への転換の場合, 立ち退きが命じられることのリスクを想定しキャッサバ等の短期

的な作物を栽培し, 森林の土地転換が正当に行われた場合 (または事後に正当化された場合) 

は, 天然ゴムやカシューナッツといった長期栽培作物が栽培される傾向にある (ゴドイら, 

2012)。 

 
図 4-1 プレイロング地域の大よその位置 

出所：Olsson and Emmett (2007) 

 

3) コンポントム (KT) 州と調査地 

プレイロング地域の一部が重なる KT 州 (12,447 ㎢) の南東部 (105° 00' E–105° 45' E, 12° 

20' N–13° 10' N) を調査地とした (図 4-2)。後述する調査対象 6 村の周囲 10 km の範囲 (合計

                                                                                                                                                  
転用等も挙げられる(ゴドイら, 2012)。詳しくは第 5 章を参照。 
34 例えば土地法 (2001)では,森林, 河川, 湖沼等の自然起源のものは公共財産 (State public property) であり

譲渡は認められないがリースは可能である。先住民地 (Land of indigenous communities) は, 先住民コミュニ

ティが存在する場所および彼らが伝統的農業を行う農地である。これらの土地に関して先住民は集団土地所

有権を獲得することができる。森林法（2002）では, FC や CF 等が含まれる永久保存林 (Permanent Forest 
Reserve) は農林水産省 (Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheris：MAFF) 森林局 (Forestry Administraion ：
FA) の管轄の下にある。保護区 (Protected Areas) は環境省 (Ministory of Environment：MoE) が, 淡水湿地林

やマングローブ林の地域は農林水産省水産局 (Fisheries Adiministration：FiA) が管轄する。 
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対象面積 2,400 ㎢) を研究対象とする。この面積は第 2 章でみた 10 事例研究の中でもちょう

ど中規模の空間スケールとなる (表 4-1, 斜体太文字参照)。 

 

表 4-1 (再出) 11 事例が対象とした影響 (I) の空間・時間スケールの分類 

空間 / 時
間スケール 

短期 (1–5 年) 中期 (6–10 年) 長期 (11 年以上) 不明 

広域 
 
 
 
↑ 
 

中間 
 
↓ 
 
 
 

狭域 

 
 
 
 

本事例研究の位置 
(約 2,400 ㎢, 5 年) 

Bottazzi et al. (2014)
(約 10,095 ㎢, 約 10 年) 

 

Meijaard et al. (2013) 
(約 247,777 ㎢, 約 20 年) 

Mwitwa et al. (2012) 
(約 200,000 ㎢, 約 40 年) 

 
 

Tadesse et al. (2014) 
(約 1,994 ㎢, 15–40 年) 

 
 
 

Schoneveld et al. (2011) 
(約 32 ㎢, 2 年) 

 Tiwari (2008) 
(約 94 ㎢, 30 年) 

Hohenthal et al. (2014) 
(約 94 ㎢, 50 年) 
Meyfroidt (2013) 
(約 18 ㎢, 29 年) 

Torres-Lezama et al. (2011) 
(約 5.2 ㎢, 20–40 年) 

 
不明 

 

   
Julia and White (2012) 

(30 年) 
Mandondo et al. (2013)

出所：筆者作成 

 

 KT 州は, 年間平均気温は 27℃, 年間降雨量は 1300–1900mm で 11–2 月には明白な乾季が

ある (Araki et al., 2007)。同州の約 5 割を占める森林は, 主に常緑林, 常緑・落葉混交林 (以降, 

混交林) , 落葉林の三種類に分けられ, そのほとんどは海抜 100 m未満の低地や台地に分布し

ている (Top et al., 2004b)。とくに対象地は, 常緑林と常緑・落葉混交林 (以降, 混交林) が森

林の 9 割近くを占める。カンボジアの中でも貧困レベルが最も高い州の一つである (JICA, 

2010)。2013 年の人口は 690,414 人で, 2008 年から 2013 年の年間人口増加率は 1.79%である 

(MoP, 2013)。多くの村は幹線道路である国道６号線沿いと河川沿いに点在している (図 4-2

参照)。この地域でも企業や住民による農地転用や伐採等で森林減少が 2000 年代以降急激に

進んでおり(Matsuura et al., 2013; 倉島ら, 2013; CI ジャパン, 2012), 木材のほか薪炭材35や

NTFP の供給源としても森林に依存している地域住民への影響の把握に適すると考えた。 

                                                  
35 Top et al. (2004b) が行った KT 州の薪炭材調査によれば, 全サンプル世帯が調理に薪炭材を利用している。

周辺の森林で直径 30cm 以下の立木の伐採や枯死木, 枝の採取のほか, 農地や荒廃地といった非森林地でも

薪炭を採取しており, 市場で購入することもある。 
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図 4-2 調査地における森林減少 

注：カンボジア森林局作成の 2009 年の森林分布図 (Forestry Administration, 2011), と森林総合研究所の

松浦俊也博士らが作成した 2013 年の森林分布図 (未発表36) を重ね合わせて森林減少地を捉えた。 

出所：上記二つの森林分布図を元に筆者作成 

                                                  
36 同図の一部は, 江原ら (2015) 等にて発表済。 
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4.1.6 対象とする時間スケール: 2009–2013 年の 5年間 

本章の目的の一つにある通り, 本研究は短期間の評価を試み (表 4-1, 斜体太文字参照), 

また衛星画像による解析を用いるため, その画像が入手可能かつ解析が可能な時間スケール

の設定が必要である。そこで, カンボジア農林水産省森林局 (以降, 森林局) が森林被覆面積

変化の解析を行う際に用いた時間スケールに合わせ, 研究対象の時間スケールを 5 年に設定

した。このスケールは, 10 年に 1 度の頻度で行わる国勢調査では十分に捉えられないが, 下記

4.2.1 に示す通り, 計画省主導のカンボジア社会・経済調査 (Cambodia Socio-Economic Survey, 

CSES) や計画省州計画局主導のコミューンデータベース(Commune database, CDB) 用の情報

収集で捉えられる。 

 

4.2 方法 

4.2.1 既存の情報収集システムを活用した影響モニタリング, 評価の必要

性 

 

影響 (I) を受けやすい住民やその情報提供者の選出・特定を, 現地識者・村長・行政官に

依頼する方法が考えらえるが, 第 1 章でみた自然資源・環境管理と開発分野の利害関係者分

析での課題を鑑みるとそのような方法だけでは不十分である。また追加的費用を抑え, 短期

的に実施可能で, かつ透明性の保たれた評価手法がとくに求められる (第 3 章参照)。そこで

Chevalier and Buckles (2008) が示した利害関係者分析手法の中でも (1.2.3 参照), 「センサス

データを用いた手法」に相当するものとして, 既存の情報収集システムを用いた特定手法が

有効ではないかと考えた。 

カンボジアは森林資源のモニタリングシステム37や全国の社会統計情報の収集体制基盤が

整備されている国である。例えば, 森林局が管理する植生図や, 計画省州計画局が管理するコ

ミューンデータベース(Commune database, 以降CDB) と呼ばれる既存の情報や情報収集シス

テムが存在する。CDB に必要な情報を収集するシステムでは, 全国の村長が村の世帯データ

を毎年12月に収集し, 上位のコミューンレベルがそれを集約する悉皆調査の体制が整ってい

る (図 4-3)。これら社会・経済・環境・行政に関するデータは, その上の郡レベルが収集す

るデータとあせて最終的に州レベルでの開発プログラム等の各施策立案に活用されている38。

                                                  
37 REDD プラス実施のために国連気候変動枠組条約が求める森林資源のモニタリング方法論では現地調査

だけでなくリモートセンシングとの組み合わせが推奨されている(FCCC/CP/2009/11/Add.1) 
38 また, 計画省が主導し複数年に 1 度行われるカンボジア社会・経済調査や 10 年に 1 度の国勢調査にも, こ
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これらのデータや収集システムを改善すれば, 調査対象としたい住民 (今回は, 薪炭材・

NTFP 採取に関して森林減少の影響を受けやすい住民) の特徴の特定にも活用できると考え

た。  

 

 

図 4-3 各行政レベルの社会・経済・環境データ収集システム 

出所：計画省へのヒアリングをもとに筆者作成 

 

ところで, 森林減少の住民への影響 (I) の測定や森林保全の住民にとっての効果について

の評価とモニタリングには森林 ES の経済的評価手法 (例えば, Schaafsma et al. (2014) ) を援

用することもできる。しかし, 堅牢な森林 ES の経済的評価を行うには長期間を要する。Sheil 

and Wunder (2002) は, ブラジル・アマゾン (Pará 州) の調査では生物季節学的サイクルで果

実採取は毎年変動し, ある季節には収穫量がゼロになることもあると報告している。同じよ

うなパターンはボルネオから輸出される illipe nuts 等にも見られる (Curran et al., 1999)。また, 

Sheil and Wunder (2002) は短期間の調査を実現するために, 人々の記憶に頼ることもできる

が, 詳細な情報収集を必要とする経済評価手法には不向きであるとしている。そこで, 本論で

は後述のリッカート尺度  (Likert, 1932) を用いた評価が有効であると考えた (4.2.5 参照)。 

 

4.2.2 森林減少の把握39  

2009年と 2013年の二時期の森林分布図を重ね合わせて森林減少の把握した (図 4-2参照)。

2009 年の森林分布図は, 2009 年 11 月 30 日撮影の Landsat 5TM 画像を森林局が目視判読して

                                                                                                                                                  
れを補完する役割を期待できる。 
39 本項の解析作業は森林総合研究所の松浦俊也博士に依頼した。 
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作成したものである (Forestry Administration, 2011)。この分布図は, 2002年と 2006年にLandsat

衛星画像判読により同局が作成してきた森林分布図のうち変化部分が更新されたものである。

この分布図は, 常緑林, 落葉林, 混交林, 常緑灌木地, 落葉灌木地, 他の森林 (i.e., 人工林, 浸

水林, 劣化林), 竹林, 非森林の 8 クラスの土地被覆から構成されている。これらを常緑林 (混

交林を含む), 落葉林, 非森林の 3 クラスに再分類した。ここで, 本論の関心が天然林の減少

の分析であるため, 灌木, 人工林 (主にゴム園), 竹林は分析対象から外し, 非森林に含めた。

浸水林はそのほとんどがトンレサップ湖周辺の低湿地に広がり調査地内にはごくわずかであ

ること, 劣化林は Landsat 画像では判読困難なことから, それぞれ分析対象から外した。 

一方, 2013 年の森林分布図は, 翌年の初頭である 2014 年 1 月 18 日撮影の Landsat8 画像を

森林総合研究所の松浦俊也博士が筑波大学大学院の侯浩氏の協力のもと，オブジェクトベー

ス分類で新たに作成したものである。この分布図は, 上述の 3 クラスに水域を加えた 4 クラ

スで構成される。作成方法の流れは次の通りである。まず，Landsat 画像をオブジェクトベー

ス画像解析ソフトウェア eCognition 8.8 (Trimble 社) を用いて多数のセグメントに領域分割し

た。次に, 500m セル毎に１ヶ所ずつ 1ha 以上の面積をもつセグメント (約 1,400 カ所) を抽出

し, 半分を教師用，もう半分を検証用データとし, Landsat 画像および Google Earth で閲覧可

能な 2010 年以降撮影の高解像度の衛星画像を目視判読して各セグメントの土地被覆クラス

を捉えた。そして, Nearest Neighbor 法にもとづく教師付分類を行った。さらに，各セグメン

トにおける正規化植生指数 (Normalized Difference Vegetation Index, NDVI) の平均値を求め，

土地被覆クラス毎に閾値を設定して分類結果の向上に努めた。また，得られた森林分布図を

2009 年の分布図と重ね合わせ, 不自然な土地被覆変化 (例えば, 落葉林から常緑林への変化

やその逆, 5 年という短期間での再森林化等) を修正した。加えて， ELC 内にあるゴム園を

目視判読して非森林クラスに含めた。以上により作成された 2014 年の森林分布図の総合精度

は 93.3% (kappa 係数 0.85) であった。 

なお，上記二時期の森林分布図において，落葉林は対象地内に小面積 (11%程度) 見られた

ものの, 乾季に撮影した Landsat 画像からの正確な判読・分類は一般に困難であることから, 

解析から除いた。以降, 本研究では常緑林および混交林を「森林」と呼び, この「森林」から

他被覆への変化を「森林減少」として扱った。 

 

4.2.3 村のサンプリング 

調査村の選択においては Top et al. (2004a, b) を参考にした。同著者が本研究の調査地を含

む KT 州で行った薪炭材利用調査では, KT 州の大部分の村を 3 つのグループに分類している: 
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I グループ, 国道 6 号線から 10 km 圏内に位置する村で, 3 つのグループの中で最も人口密度

が高く最も森林が少ない; IIグループ, 国道 6 号線から 10 km圏外に位置し中程度の人口密度

で森林が Iグループに比べて多い; IIIグループ, 遠隔地に位置し人口密度が最も低く森林が最

も多い40 (図 4-2参照) 。Top et al. (2004b) は II, III グループのサンプル世帯の 9 割以上が村

の周囲 5 km 圏内で, I グループのサンプル世帯の半数が村の周囲 5 km 圏外で薪炭材を採取し

ていたことを報告している。この結果を参照し, 世帯への周囲の森林減少の効果を明確化す

るためにお互い 5 km 以上離れたサンプル村を, それぞれ II グループ (B, E, F 村) と III グル

ープ (A, C, D 村) から 3 村ずつ抽出した (図 4-2参照)。さらに, 次の段落で詳述する, 各村

の周囲に点在する村数や人口, 周辺の森林減少の主な開発主体が企業か住民か, 村周囲の半

径 10 km 圏内の 1 人当たりの森林減少面積の大小といった特徴も調査村の選択において考慮

した(表 4-2)。  

表 4-2 調査村の概要 

調査村 

ID 

Top et al. 

(2004a, b) 

による村

グループ

分類 

調査村半径 10 

km 圏内の

2013 年人口数

の推定* 

調査村周

辺の村数

と人口数

主な森林開発 
アクター** 

5 年間の他村

からの転入者

数の割合 (%)

2013 年人口****を

用いた調査村半径

10 km 圏内の１人

当たりの森林減少

面積 (ha) と減少

度合い (大, 小) 

2013年人口****

を用いた調査

村半径 10 km
圏内の１人当

たりの森林残

存面積 (ha) 

A III 6,193  小 地域住民, 企業 0 1.80 (大)  1.27 

B II 2,100  小 地域住民 3 1.67 (大)  3.18 

C III 3,036  小 地域住民 4 1.30 (大)  6.43 

D III 3,953  小 地域住民 20 1.04 (大)  4.84 

E II 31,306  大 地域住民 1 0.13 (小)  0.16 

F II 54,445  大 企業, 地域住民 1 0.00 (小)  0.00 
* 2008 年国家センサスの 2008年の人口データを利用, ** 筆者の住民へのヒアリング結果による, *** 筆者の村

長へのヒアリング結果による,**** 2013 年人口は 2008 年からの KT 州の人口増加率を用いて推定した 

(National Institute of Statistics, 2013)  

出所：2008, 2013 年カンボジア国家センサス資料, および現地調査を元に筆者ら作成 

 

4.2.4 質問紙調査と世帯のサンプリング  

森林減少の薪炭材と NTFP 採取への影響の把握には村民への面接形式の質問紙調査を行っ

た。本調査は 2013 年 11 月–2014 年 1 月に実施した。世帯への質問紙調査には, 計画省統計局・

州計画局による国勢調査等の情報 (村の地理情報と人口) およびそれらの質問項目 (世帯員

の数, 年齢, 職業, 教育水準, 移住経験, 農地面積と取得方法, 調理用熱源の種類, 家畜を含

む世帯の所持品等) を援用することで, 追加的費用を抑えた森林保全プログラムの経済社会

                                                  
40 Top et al. (2004a, b) は, トンレサップ湖畔の少数の漁村 (州人口の約 2%程度) は分析に含めなかった。ま

た I, II, III グループは同著者の論文では A, B, C グループとなっているが, 本論で用いる調査村のアルファベ

ット表記との混同を避けるために, ローマ数字に表記を変えている。 
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的恩恵の論証や ESIA 等を将来的に行えるよう配慮した41。本論で新たに加えた質問項目は

2009 年と 2013 年の薪炭材と NTFP の採取場所 (方角, 家からの距離, 採取地の植生), 同期間

で入手のしやすさに変化があったか (変化した場合はその理由), その変化の影響の度合いと

その理由, 2009–2013 年間の森林皆伐経験等である。6 調査対象村の全サンプル数は 161 世帯 

(調査対象村の全世帯の約 15%) である。 

訪問世帯は 2009 年から調査対象村に居住している世帯を対象に次の手順でランダムに選

択した。まず, 村長に村の世帯分布を表す地図を描いてもらいその村の世帯がどのように分

布しているかを把握した。次に, 乱数表を用いて最初に面接を行う世帯をランダムに選択し

た。以降, その面接世帯から数えて 3 つ目の世帯を面接した。その世帯が不在もしくは調査

を受け入れなかった場合 (後者はごくわずかである), その世帯から次の 3 番目の世帯を訪問

した。 

 

4.2.5 分析手法 

方法 [ア]の 3 郡 6 村にまたがる全サンプル世帯の全体的傾向を把握するための統計分析手

法には, 森林減少量, 採取場所, 主要生業, 森林の農地への転用経験, 裕福度の 5 つに大別さ

れる計 9の説明変数 (表 4-3) を用いて一般化線型混合モデル (generalized linear mixed model, 

以降, GLMM) で分析した。この異なる村に属する 161 世帯全体に共通して言える特徴を特定

しようとする際, 村の差による影響を考慮しなければ推定結果に偏りが生ずる。こうした擬

似反復 (Hurlbert, 1984) 等の分析におけるサンプルの独立性の欠如を回避するため, 調査村 

6 村をランダム効果とした GLMM モデルを採用した。そして, 次の段落以降で記述する説明

変数を使用した, 可能性のあるすべてのモデルから, 薪炭材と NTFP それぞれの最良のモデ

ルを選択するために, 赤池情報量基準 (AIC) に基づくモデル選択を行った (Burnham and 

Anderson, 2002)。また, 上述の説明変数はすべて有効な変数候補になると考え, すべての変数

を考慮した最も複雑なモデルをグローバルモデルとした。GLMM の中から最も説明力の高い

説明変数を選択するためにモデル平均機能  (Burnham and Anderson, 2002) を適用した。なお, 

統計分析ソフトは R v.3.10 (R- Development Core-Team, 2014) を利用し, GLMM とモデル平均

機能には, それぞれには R ライブラリで提供されている lme4 パッケージ (Bates et al., 2014) 

と MuMIn パッケージ (Bartoń, 2014) を用いた。 

                                                  
41 計画省が主導し複数年に 1 度行われるカンボジア社会・経済調査 (CSES, サンプル世帯調査, 質問紙はイ

ンターネットで入手可能) や計画省州計画局が管理するコミューンデータベース(CDB, 悉皆調査, 統計情報

が部分的にインターネットで入手可能) 等を参考にした。 
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応答変数には, FW affected と NTFPs affected の二つのダミー変数を用いた。FW affected は, 

各サンプル世帯にとって 2009 年以降の森林減少が薪炭材採取にどの程度影響 (I) を及ぼし

ているかを, NTFPs affected は, その森林減少が NTFP 採取にどの程度影響 (I) を及ぼしてい

るかを測ったものである。測定にはリッカート尺度 (Likert, 1932) を用いて, 「非常に影響あ

り」, 「影響あり」, 「影響は限定的」, 「影響なし」の 4 段階で評価した。得られた回答か

ら「非常に影響あり」または「影響あり」と答えた世帯を影響世帯 (1) , 「影響は限定的」, 「影

響なし」と答えた世帯を影響は限定的である世帯 (0) とし, この二項データを応答変数 

(Affected) とした。NTFP への影響を測定するために, Ra et al. (2011) と Boissière et al. (2013) 

を参照し, 事前現地調査での知見を加味して, 18 種類の NTFP を対象とした (表 4-4)。もし, 

世帯が森林減少により NTFP のタイプのうち一つでも「非常に影響あり」または「影響あり」

と答えた場合, この世帯は影響世帯 (1) とした。また, 森林減少により影響 (I) を受けた

NTFP 採取のみを本分析では対象とし, 択伐や森林以外でとれた産品についての影響は分析

の対象外とした。 

 

表 4-3 モデル選択で使用した変数 

* RemPercap13 と DefoPercap13 には相関関係があったため(0.53, P<0.00, Spearman’s product-moment 

correlation), 別けて試行 

出所：筆者作成 

 

 

 

用途 変数名 尺度 説明 平均値 最大値 最小値

応答変数      
薪炭材 
モデル 

FWaffected 

ダミー 

森林減少は薪炭材採取に「非常に影響あり」また

は「影響あり」 
0.35 1.00 0.00 

NTFP 
モデル 

NTFPsaffected 森林減少は NTFP 採取に「非常に影響あり」また

は「影響あり」 
0.29 1.00 0.00 

説明変数      

薪炭材お

よび NTFP
モデル 

RemPercap13 * 

連続 

2014 年 1 月時点の村の半径 10 圏内の 1 人あたり

の森林残存面積 (ha) 
2.67 6.43 0.00 

DefoPercap13 * 2009–2013 年の間の村の半径 10 圏内の 1 人あた

りの森林減少面積 (ha) 
1.07 1.97 0.00 

MWI 連続 物質的裕福度指数 4.90 33.3 0.00 
Clearcut ダミー 2009–2013 年の間に森林を皆伐し他用途に転用

した 
0.18 1.00 0.00 

薪炭材 
モデル 

FW09Forest 
ダミー 

2009 年に森林から薪炭材を採取 0.42 1.00 0.00 
FW13Forest 2013 年に森林から薪炭材を採取 0.16 1.00 0.00 

NTFP 
モデル 

Agrionly13 
ダミー 

2013 年に農業のみが主要生業である世帯か否か 0.24 1.00 0.00 
NTFP09 2009 年に NTFP 採取・販売が主要生業の一つ 0.45 1.00 0.00 
NTFP13 2013 年に NTFP 採取・販売が主要生業の一つ 0.20 1.00 0.00 
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表 4-4 調査で用いた NTFP の種類*, 用途, 重要度**, 村毎の採取世帯の割合の変化 

用途 NTFP の種類, 重要

度 
村毎の 2009, 2013 年の採取世帯割合 (%) とその差 

A[9]*** B[6] C[8] D[12] E[15] F[4] 

家 具 材

や建材 
ラタン, 3 38, 0, −38 50, 0, −50 40, 7, −33 39, 14, −25 44, 0, −44 0, 0,  0

ラタン以外のツル類, 2 0, 0,  0 61, 0, −61 37, 11, −26 32, 21, −11 44, 3, −41 0, 0,  0

竹, 1 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 7, 3,  −4 3, 0,  −3 0, 0,  0

葺き材, 1 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0
食糧 ハチミツ, 4 11, 0, −11 0, 0,  0 3, 0,  −3 0, 0,  0 11, 0, −11 0, 0,  0

堅果, 4 3, 0,  −3 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0

タケノコ, 3 3, 0,  −3 34, 26, −8 0, 0,  0 25, 14, −11 7, 0,  −7 11, 3, −8

果実, 2 7, 0,  −7 88, 65, −23 70, 55, −15 75, 42, −33 66, 25, −41 29, 3, −26

山菜, 2 11, 0, −11 30, 26, −4 44, 29, −15 53, 32, −21 44, 14, −30 3, 0,  −3

キノコ, 2 19, 0, −19 7, 7,  0 14, 11, −3 50, 39, −11 59, 14, −45 7, 11, +4

昆虫やクモ等, 2 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 3, 3,  0 29, 7, −22 0, 0,  0

哺乳類, 2 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 14, 7,  −7 14, 0, −14 0, 0,  0

根や塊茎等, 1 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 18, 3, −15 0, 0,  0

爬虫類, 1 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 3, 0,  −3 3, 0,  −3 0, 0,  0

鳥類****, 1 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 3, 0,  −3 0, 0,  0

両生類, 1 0, 0,  0 0, 0,  0 0, 0,  0 3, 0,  −3 0, 0,  0 0, 0,  0
薬 薬用植物, 3 19, 3, −16 23, 23,  0 62, 48, −14 60, 46, −14 55, 22, −33 7, 11, +4
多用途 樹脂 (液体, 固形), 4 30, 0, −30 7, 0,  −7 48, 3, −45 64, 53, −11 3, 0,  −3 3, 0,  −3

* Ra et al.(2011), Boissière et al.(2013) を元に筆者ら区分, ** 筆者の住民へのヒアリング結果を元に

筆者による重み付け, *** 角括弧内の数値は採取世帯割合が低下した NTFPの種類数を表す **** 便宜上コウモ

リも含む 

出所：Ra et al.(2011), Boissière et al.(2013)  および現地調査を元に筆者作成 

 

薪炭材と NTFP 採取に共通して用いた説明変数は次の通りである。周囲の森林減少面積の

広さの違いと残された森林面積の広さの違いの影響を調べるため, それぞれ各村の半径 10 

km 圏内の森林減少面積 (DefoPercap13) と森林残存面積 (RemPercap13) を作成した。この面

積, 人口の計算には ArcGIS10.1 (Esri 社) を使用した。物質的な裕福度 (S) による影響を調べ

るため, 所有している高価所持品 (耕耘機, 精米機, 乗用トラクター, 自動車, バイク, 家畜

等) を, ヒアリング結果をもとに資産額に換算した物質裕福度指標 (MWI) を求めた。伐採や

放牧, 農地開発等競合する土地利用がある場合, 持続的な NTFP 採取はより難しくなる 

(Ticktin and Shackleton, 2011)。このため, 森林の皆伐を決断した世帯 (S) はそうでない世帯 

(S) と比べて森林減少の影響 (I) を受けにくいかを調べるため, 2009–2013 年の間に森林を皆

伐し他用途に転用した世帯か否かを示すダミー変数 Clearcut を作成した。 

事前調査や Top et al. (2004a, b) によると, 薪炭材を森林で採取する世帯 (S) と森林以外の

土地で採取する世帯 (S) があることが分かっている。そこで, 各年に森林から薪炭材を採取

しているかどうかについてのダミー変数 (FW09Forest, FW13Forest) を用意した。Shackleton 

et al. (2011) は, 地域住民にとっての NTFP 採取の重要性は, 彼らの他の生計活動や代替的な

雇用機会を抜きには判断できないと述べている。このため, 森林減少後の主要生業として, 自
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営農業のみに依存している世帯 (S) は, そうでないより多様な収入源を有している世帯 (S) 

と比べて森林減少の影響 (I) をより認識するかを調べるため, Agrionly13 (2013 年に農業のみ

が主要生業である世帯か否か) を用意した。さらに, 各年に NTFP 採取が主要生業であった

世帯 (S) とそうでない世帯 (S) の影響 (I) の受けやすさを比較するために, ダミー変数

NTFP09 と NTFP13 を用意した。 

 

方法 [イ]では, 薪炭材, NTFPそれぞれの影響 (I) があった世帯数と損失要因についての村

間の比較分析を行った。NTFP 採取については, 質問紙調査の結果から各世帯の 2009 年と

2013 年のそれぞれの主な生業を 3 つまで抽出し, この 5 年間でそれらの業種に変化があった

かどうか (S), さらに, それらの業種の中に NTFP 採取・販売業があった場合, 同生業が失わ

れたかどうか (S) に着目して森林減少・樹木の択伐によるNTFP採取への影響 (I) を調べた。

さらに, それぞれの森林減少・樹木の択伐による各種の NTFP 採取への影響 (I) の度合いを

測定したあと, その損失・減少が「非常に影響あり」または「影響あり」と回答した世帯の

数の割合をNTFPの種類毎に算出した。その割合を次の4つに区分し, そのNTFPの重要度 (1

低い–4 高い) を表した：1, 0–24%; 2, 25–49%; 3, 50–74%; 4, 75–100%。その度合いに従い各

NTFP の重要度を算出した (表 4-4)。また, 森林減少・樹木の択伐により影響を受けた薪炭

材・NTFP 採取のみを本分析では対象とし, 購入に転じたり, 老いや生計戦略の転換等で自ら

採取を止めた場合は分析の対象外とした。 

 

4.3  結果 

4.3.1 サンプル世帯の主要生業の組合せと森林減少現場の様子 

調査地での 2013 年の世帯の主要生業の組合せは図 4-4 の通りである。全サンプル世帯の

うち最も多かった主要生業の組合せは, 自営農業 (稲作とキャッサバや大豆, カシューナッ

ツ等の商品作物栽培) とその他の現金収入手段 (NTFP 採取・販売, 村内での賃金労働, 出稼

ぎ, 教師, 警備, 運送, 金採掘等) の組合せであり, 114 世帯 (全サンプル世帯の 71%) であっ

た。次に多かった組合せは自営農業のみの世帯 (39 世帯, 24%) であった。自営農業を生業と

しない世帯は 8 世帯 (5%) と少なかった。 
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図 4-4 サンプル世帯の 2013 年の主要な生業の組合せの分類 

(n=161, 内円：大分類, 外円：小分類) 

出所：現地調査を元に筆者作成 

 

次に, 6 調査村それぞれの森林減少地の様子を記述する。図 4-2 を村毎に拡大し, CF の位置

を示したものを図 4-5 に, 各村の森林減少の様子を撮影した写真を図 4-6–11 に, その撮影

地点を図 4-5に星印 (★, 番号は図 4-6 – 11の写真番号に対応) で示した。 

A 村は, 5 年間の 1 人当たりの森林減少度合いが最も大きい (表 4-2参照)。その主要因 (P)

として住民による農地への転用および, この 5 年間では限定的であるものの, 企業によるゴ

ム園への転用が挙げられる (図 4-5 参照)。サンプル世帯から得られた回答から推察すると, 

この村の住民が育てる主要作物は, 米の他, キャッサバや大豆といった単年作物であり, こ

れらは, 他の調査村でも同様に, 業者に販売する商品作物である。図 4-6 写真 1と写真 2は, 

CF が農地に転用されキャッサバが収穫された直後の様子である。後方に見える植生はゴム園

である。写真 3でも森林が農地に転用されている様子が伺える。 

B 村は, 5 年間の 1 人当たりの森林減少度合いが A 村に次いで大きい (表 4-2参照)。森林

減少の主要因 (P) は, 住民による農地への転用である (図 4-5参照)。住民が育てる主要作物

には, A 村のような米やキャッサバといった単年作物のほか, カシューナッツのような樹木
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作物も含まれる。図 4-7 写真 4は, 森林が農地に転用されキャッサバが植えられている様子

である。写真 5 は, 森林が農地に転用された直後の様子であり, 北東から南西までを撮影し

たものである。同写真の左に残る森林は, 住民が自発的に保全し, 2013 年末の時点で森林局へ

CF 登録申請中の森林である (このため, 図 4-5には表示されていない)。 

C 村の森林減少地点は, A, B, D, E 村のそれらがまとまっているのと比べ, より分散してい

る (図 4-5参照)。森林減少の主要因 (P) は, 住民による農地への転用である。この村での主

要作物は, 米の他, キャッサバが多い (図 4-8 写真 6)。 

D 村は, 隣接した CF 以外での森林減少が進んでいる (図 4-5 参照)。森林減少の要因 (P)

は, 住民による農地への転用である (図 4-9 写真 7, 9)。この村での主要作物は, 米とキャッ

サバである。この村の村長へのヒアリングによれば, 5 年間に他村から転入した村民の割合が

2 割と, 比較的高い (表 4-2参照)。サンプル世帯では約 3 割 (9 世帯) が転入世帯だった。こ

のうち, 3 世帯がこの 5 年間に森林を農地に転用した。 

E村は, 5年間の 1人当たりの森林減少の度合いが, 上記 4村と比べ小さいが (表 4-2参照), 

森林は 4 村と同様に, 住民による農地への転用のために急減している (図 4-5参照)。この村

での主要作物は, 米の他, キャッサバ, カシューナッツである。なお本調査村では, 森林減少

後の植生の回復状況について確認するために, 休閑 1 年目, 休閑 2 年目, 休閑 5 年以上の順で

撮影した (それぞれ, 図 4-10 写真 10, 11, 12)42。 

F 村は, 図 4-5, 図 4-11 写真 13の通り, 周囲 10 km 圏内に森林がない村である。しかし,

後述するように (4.3.5 参照), 2009 年に 10 km以上離れた森林まで出向いて薪炭材を採取して

いた世帯の多くは, その森林が主に企業によりゴム園に転用されたと認識している (表 4-2

参照)。この村での主要作物は, 米とキャッサバである。 

 

                                                  
42 理想的には各村で周辺の森林減少地の植生回復の状況を撮影・確認するのがよいが, 物理的および安全上

の制約から断念した。 
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図 4-5 A–F 村それぞれのコミュニティ林業 (CF) 地との距離 

出所：図 4-2に同じ 
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図 4-6 A村周辺の森林減少の様子 

出所：筆者作成 

No. 1 CF 内ゴム園付近 (2013 年 3 月 10 日撮影) 

 

No. 2 CF 内 (2013 年 3 月 10 日撮影) 

 

No.3 CF 外 (2013 年 3 月 10 日撮影) 



84 
 

 

 図 4-7 B 村周辺の森林減少の様子  

出所：筆者作成 

 

図 4-8 C村周辺の森林減少の様子 

出所：筆者作成 

 

No. 6 キャッサバ農地 (2013 年 12 月 11 日撮影) 

No. 4 キャッサバ農地 (2013 年 12 月 23 日撮影) 

 

No. 5 北東から南西 (180 度パノラマ) (2013 年 12 月 23 日撮影) 
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図 4-9 D村周辺の森林減少の様子 (No. 8 を除く) 

出所：筆者作成 

 

 

No. 7 火入れ直後 (2013 年 3 月 13 日撮影) 

 

 
No. 8 CF を奥に臨む農地 (2013 年 3 月 13 日撮影) 

 

 

 No. 9 農地 (2013 年 3 月 12 日撮影) 
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図 4-10 E 村周辺の森林減少の様子 

出所：筆者作成 

 

 

図 4-11 F 村周辺の様子 

出所：筆者作成 

 
No. 13 農地 (2013 年 3 月 10 日撮影) 

 
No. 10 左：農地, 右: 休閑 1 年目 (2014 年 1 月 21 日撮影) 

 

 

No. 11 休閑 2 年目 (2014 年 1 月 21 日撮影) 

 

No. 12 休閑 5 年以上 (右奥) (2014 年 1 月 21 日撮影) 
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4.3.2 薪炭材の採取場所と採取における移動距離 

2009 年には全サンプル世帯の 4 割強 (67 世帯) が薪炭材を森林で採取していたが, 2013 

年には 二割弱 (26 世帯) に減少し, 一方で, 2013 年には農地およびゴム園で採取する世帯

がそれぞれ約 6–8 倍に増えた (図 4-12)。薪炭材採取のための移動距離については, 2009 年

には全サンプル世帯の 9 割以上が約 6 km圏内, 2013 年には薪炭材購入に転じた 5 世帯を除く

156 世帯の 9 割以上が 10 km 圏内で薪炭材を採取していた。 

 

図 4-12 薪炭材採取場所の 2009–2013 年の変化 (n=161 世帯) 

*ここで定義した低木地とは, 森林局植生分布図の植生項目の一つである灌木エリアや, 住民が森林を農

地等に転用後, 休閑期にあるものや, その後放棄された土地を含む。 

出所：現地調査を元に筆者作成 

 

4.3.3 NTFP の採取世帯数と採取における移動距離 

2009 年に森林で 10 世帯以上が採取していた NTFPは果実, ラタンやその他のツル類, 薬用

植物, タケノコ, キノコ, 山菜そして樹脂 (液体, 固形) であった (図 4-13)。NTFP を一項目

以上採取していた世帯は, 2009 年には全サンプル世帯の 8 割以上 (130 世帯) であったが, 

2013 年には 5 割程度 (87 世帯) に減少した。他の NTFP と比較しラタンの採取世帯数が 2009

年の 64 世帯から 2013 年には 12 世帯へと著しく減少した。この採取を止めた 52 世帯のうち

森林減少を主な理由とした世帯は約半数の 26 世帯である中, 「市場・需要が縮小し売れなく

なったため採取を止めた」との回答が 20 世帯もあった。樹脂を除いた NTFP 採取のための移

動距離は, 両年とも 9 割弱の世帯が 10 km 圏内で採取していた。樹脂は 2009 年に 2 割強 (41

世帯), 2013 年には約 1 割 (16 世帯) が採取しており, 10 km 以上移動している世帯は 2009 年
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に約 5 分 (8 世帯), 2013 年に約 2 分 (4 世帯) であった。 

 

図 4-13 NTFP 種類ごとの採取世帯数 
* 便宜上コウモリも含む。 

  出所：Ra et al.(2011), Boissière et al.(2013)  および現地調査を元に筆者ら作成 

 

4.3.4 NTFP の重要度と村毎の採取世帯割合の変化 

表 4-4は各 NTFP の種類毎の重要度と村毎の採取割合の変化を示す。重要度が高く(4 また

は 3), かつ採取世帯割合が著しく低下した傾向が見られたのは, 樹脂, ラタン, 薬用植物であ

った。重要度 2 で, 同様に著しい低下が見られたのは, ラタン以外のツル類, 果実, 山菜, キ

ノコであった。 

4.3.5 森林減少による薪炭材・NTFP 採取への短期的影響 (I) を受けやす

い住民の特徴 (S) 

方法 [ア]のために, 薪炭材と NTFP の AIC に基づく候補モデルは表 4-5, モデル平均によ

り相対的重要度 (RI) の高い説明変数を抽出した結果は表 4-6 の通りである。これらの結果

を考慮し薪炭材と NTFP それぞれ, 第一位になったモデルを最良モデルとした。このモデル

で求めた, 森林減少の影響世帯である確率の結果は薪炭材と NTFP それぞれ図 4-14, 図 

4-17の通りである。 
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表 4-5 候補モデル (Δi＜2*) 

順位 モデルの構造 K Log 
likelihood

AIC Δi
 Wi 

薪炭材モデル      
1 FW09Forest, FW13Forest, RemPercap13, FW13Forest * 

RemPercap13 
4 −62.92 137.84 0.00 0.150

2 FW09Forest, RemPercap13 2 −65.57 139.14 1.30 0.078
3 FW09Forest, FW13Forest, RemPercap13 3 −64.60 139.20 1.37 0.076
4 FW09Forest, FW13Forest, RemPercap13, MWI, 

FW13Forest * RemPercap13 
5 −62.70 139.40 1.57 0.069

5 FW09Forest, FW13Forest, RemPercap13, Clearcut, 
FW13Forest * RemPercap13 

5 −62.85 139.70 1.87 0.059

6 FW13Forest, RemPercap13, FW13Forest* RemPercap13 3 −64.88 139.76 1.92 0.057
NTFP モデル      

1 Agrionly13, DefoPercap13, NTFP09, DefoPercap13 
*NTFP09 

4 −74.00 160.0 0.00 0.284

2 Agrionly13, DefoPercap13, NTFP09, NTFP13, 
DefoPercap13 *NTFP09 

5 −73.98 161.95 1.96 0.107

3 Agrionly13, DefoPercap13, NTFP09, MWI, DefoPercap13 
*NTFP09 

5 −73.98 161.97 1.97 0.106

4 Agrionly13, DefoPercap13, NTFP09, Clearcut, 
DefoPercap13 *NTFP09 

5 −74.00 161.99 1.99 0.105

K, 推定可能なパラメーター数, 赤池情報量基準; Δi, AIC 最少モデルとの AIC 差; Wi, Akaike weight 
* 紙

面の都合上Δi＜2までのモデルを掲載した。 

出所：筆者作成 

 

表 4-6 モデル平均機能の結果 

説明変数 β SE CI RI 

薪炭材モデル    
FW09Forest 0.86 0.56 0.557, 1.734 0.75 
RemPercap13 −0.41 0.24 −0.815, −0.178 0.83 
FW13Forest 1.27 1.03 0.149, 3.327 0.74 
RemPercap13 * FW13Forest −0.25 0.32 −0.969, −0.222 0.42 
Clearcut −0.07 0.25 −1.018, 0.490 0.29 
MWI −0.00 0.02 −0.079, 0.039 0.29 
NTFP モデル     
NTFP09 −0.34 1.44 −3.198, 2.372 1.00 
Agrionly13 1.31 0.70 0.338, 2.601 0.90 
DefoPercap13 0.80 0.52 −0.140, 1.803 0.96 
NTFP09* DefoPercap13 1.46 1.06 0.125, 3.530 0.80 
Clearcut 0.02 0.27 −0.960, 1.080 0.27 
NTFP13 −0.02 0.35 −1.383, 1.180 0.27 
MWI −0.00 0.02 −0.090, 0.076 0.27 

β, 係数; SE, 標準誤差; CI, 信頼区間 (2.5–97.5%) ; RI, 変数の相対的重要度 

         注：最良モデルで選択された変数には下線を, β 推定値で 95%の信頼区間がゼロを含ま

ないものは太字で示した。 

出所：筆者作成 
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1) 薪炭材採取への影響 (I)：方法 [ア] 

方法 [ア] では, 予想通り 2009 年に薪炭材を森林で採取していた世帯 (FW09Forest, S) は

そうでない世帯 (S) と比べて森林減少の影響 (I) を受けやすい傾向がみられた (表 4-6 参

照)。次に, 2013 年に薪炭材を森林で採取している世帯 (S) のうち, 村の半径 10 ㎞圏内の 1

人当たりの森林残存面積が狭い村の世帯 (S) ほど影響世帯である確率が高まることが確認

された (RemPercap13 * FW13Forest)  (図 4-14参照)。一方 Clearcut と MWI は薪炭材モデル

において強い決定要因ではなかった (表 4-6参照)。 

 

図 4-14 2013 年に薪炭材を森林で採取していた世帯 (n=26) とそうでなかった世帯 

(n=135) の影響 (I) の受けやすさの違い 

注：●と▲は採用したモデルによる上記 26世帯と 135世帯のそれぞれのあてはめ値を表す。 

出所：筆者作成 

 

2) 薪炭材採取への影響 (I)：方法 [イ] 

2009–2013 年の 5 年間の森林減少の薪炭材採取への影響世帯の数を村間で比較をした結果

が図 4-15である。A, B, C, D の 4 村は, 6 村の中でも 1 人当たりの森林減少面積が比較的広

いという共通点がある (表 4-2参照)。このうち A 村のみ影響世帯の割合が約 9 割 (23 世帯) 

と突出していた (図 4-15参照)。A 村では 2009 年に世帯のほぼ 9 割が薪炭材を森林で採取し

ていたが (図 4-16a), 2013 年には村の周囲の森林が急減し (図 4-5参照), ゴム園での採取へ

と変化した (図 4-16b)。影響世帯 23 世帯のうち 21 世帯が「ゴム園での採取になり薪炭材の
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供給量が不十分」, 残りの 2 世帯は「とくにゴム樹液採取の時期と重なると採取がさらに困

難となった」との回答があった。一方 B 村では, 森林減少の前後を通じて 8 割の世帯が低木

地43で採取していた (図 4-16a, b参照) 。C, D 両村とも 2009 年に大半の世帯が薪炭材を低

木地または森林で採取していた (図 4-16a参照)。森林減少後, C 村での採取地の傾向はほと

んど変らず, D 村では森林での採取世帯が減ると同時に農地での採取が増えた (図 4-16b 参

照)。 

E 村ではもともとサンプル世帯の半数以上が周囲 10 km 圏内の森林で採取していたが (図 

4-16a参照), 森林減少後の 2013 年には, ほぼすべての世帯が農地や低木地での採取となった 

(図 4-16b参照) 。このように薪炭材供給源としての森林を失ったにもかかわらず, 影響世帯

は少なかった (図 4-15参照)。 

F村はもともと2009年の時点で半径10 km圏内に森林がなかった村であるにもかかわらず, 

影響世帯の割合は約 8 割 (21 世帯) と, 6 村中 2 番目に高かった (図 4-15 参照)。2009 年に

10 km 以上離れた森林まで出向いて薪炭材を採取していた世帯が約 3 割 (9 世帯) あり (図 

4-16a 参照), そのうち 7 世帯が森林減少後に影響世帯となった。この 7 世帯すべてがもとも

と薪炭材を採取していた森林を主にゴム園開発により失い, うち 5 世帯が「薪炭材を採取で

きる森林がより遠くなり採取に費やす時間が増えた」, 2 世帯が「薪炭の資源量が減少した」

と回答した。また 2009 年にもともと森林以外の植生で採取していたが採取者の増加により

2013 年には森林での採取に移行した世帯が約 3 割 (7 世帯), 行商人からの購入に転じた世帯

が約 1 割 (3 世帯) 見られた。 

                                                  
43 ここで定義した低木地とは, 森林局植生分布図の植生項目の一つである灌木エリアや, 住民が森林を農地

等に転用後, 休閑期にあるものや, その後放棄された土地を含む。 



92 
 

 

 

図 4-15 薪炭材採取において森林減少の影響 (I) があった世帯 (影響世帯) の割合の村

間比較 

注 1：6村間の影響認識世帯割合のχ2検定の結果, 0.01%水準で有意。 

注 2：括弧内の数値は村の半径 10 km圏内の１人当たりの森林減少面積 (ha) を表す。 

出所：現地調査 

 

図 4-16 2009 年 (a) と 2013 年 (b) の薪炭材の主な採取場所と世帯数の村間比較 

注：括弧内の数値は村の半径 10 km 圏内の１人当たりの森林減少面積 (ha) を表す。 

出所：現地調査 
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3) NTFP 採取への影響 (I)：方法 [ア] 

方法 [ア] では, 2009年にNTFP採取・販売を主要な生業としていた世帯 (S) の場合 (n=73), 

そうでなかった世帯 (n=88) と比べて, 半径10 km圏内の1人当たりの森林減少面積が広い村

にいる世帯 (S) ほど影響世帯の確率が高まった (DefoPercap13 * NTFP09) (図 4-17)。さらに, 

2013 年の主要な生業が自営農業のみの世帯(S) は, 自営農業以外にも生業をもっている世帯 

(S) と比べて森林減少の NTFP 採取への影響 (I) を受けやすかった (表 4-6)。図 4-18 は, 

2013年に自営農業のみに生業を依存している 39世帯に対して, 2009年にNTFP採取が主要生

業だったかを質問した結果である。その 39 世帯の中で, 2009 年に NTFP 採取が主要生業だっ

た世帯 (S) は, そうでなかった世帯 (S) に比べとくに森林減少の影響 (I) を受けやすいこ

とを示している。一方, 薪炭材モデルと同様, Clearcut と MWI は NTFP モデルにおいて強い決

定要因ではなかった (表 4-6参照)。 

 

図 4-17 森林減少前に NTFP 採取・販売が主要生業の一つだった世帯 (n=73) とそうでなか

った世帯 (n=88) の影響 (I) の受けやすさの違い 

注：●と▲は採用したモデルによる上記 73世帯と 88世帯のそれぞれのあてはめ値を表す。 

出所：現地調査 
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図 4-18 2013 年の主要生業が自営農業のみの世帯 (n=39) について, 2009 年に NTFP 採取・

販売が主要な生業だった世帯とそうでなかった世帯の影響世帯の割合の比較 

出所：現地調査 

 

4) NTFP 採取への影響 (I)：方法 [イ] 

全サンプル世帯で 2009–2013 年の 5 年間に主要生業の種類に変化があった世帯 (以降, 業

種変化世帯, S) 群には, NTFP 採取にて森林減少・樹木の択伐の影響 (I) を受けた世帯 (影響

世帯) が多かった (χ2検定, 0.1%水準で有意)。この関係について詳しく村間の比較をした結果

が図 4-19である。また, 業種変化世帯 (S) のうち, 森林減少・樹木の択伐により主要生業の

一つとしていた NTFP 採取・販売業を失った世帯 (以降, NTFP 生業損失世帯, S) の割合を図 

4-20に, そのうち, 森林減少・樹木の択伐の影響 (I) を最も受けた NTFP を村間で比較した

結果を表 4-7に示す。さらに, 影響世帯全 46 世帯のうち, 過去 5 年間に農地等の他用途への

転用のために森林伐採を行った世帯数を村間で比較した結果を表 4-8に示す。 

1 人当たりの森林減少面積が比較的広い A–D の 4 村のうち, 村毎の業種変化世帯 (S) の割

合を比較すると, A 村が最も高かった (約 7 割, 18 世帯, 図 4-19参照)。この業種変化世帯 (S) 

の約 8 割 (14 世帯) が影響世帯であり (図 4-19参照) , そのうち 13 世帯は NTFP 生業損失世

帯 (S) であった (図 4-20参照)。一方, 残りの 3 村 (B, C, D 村) は, 業種変化世帯 (S) 数は

同程度だが, 影響世帯の割合は D 村が 2 割程度と他の 2 村 (それぞれ, 6 割強, 7 割強) より低

かった (図 4-19参照)。また, B, C, D のどの村も影響世帯の半数以上は NTFP 生業損失世帯 
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(S) だった (図 4-20参照)。これら 4 村の NTFP 生業損失世帯 (S) が採取していたもののう

ち, とくに影響 (I) を受けていたのは, 樹脂, 果実, そしてラタンであった (表 4-7参照)。 

NTFPを採取できなくなったり困難になった主要因 (P) として, A, Bの2村では農地転用が, 

C 村では農地転用, 樹脂や果実を採取していた樹木を択伐されたこと, 採取住民の増加の 3

要因が, D 村では同じく樹脂・果実採取用の樹木の択伐があげられた (図 4-21)。D 村では, 

NTFP の主な採取場所が, 村に隣接し森林減少の程度が低い CF 内にあり (S) (図 4-22), 他村

と比べ農地転用によるNTFPの損失は小さく (図 4-21), 影響 (I) があった5世帯は採取対象

となる樹木を主に CF 外での択伐によって失っていた。 

1 人当たりの減少面積が小さい E 村 (S) は, 採取世帯割合が低下した NTFP 種類数が 6 村

中最も多く (表 4-4参照), 業種変化世帯 (S) の割合が約 8割 (21世帯) と 6村中最も高かっ

たが, その中でNTFP生業損失世帯 (S) は4割に満たず, 影響世帯も2割程度と低かった (図 

4-19参照)。NTFP 損失の主要因 (P) は農地転用であった (図 4-21参照)。 

F 村はサンプル村の中で業種変化世帯 (S) が最も少なかった。村の周囲 10 km 圏内にもと

もと森林がなく, NTFP 採取・販売を生業とした世帯の割合は 1 割未満 (1 世帯) だった。 

また, 森林減少や樹木の択伐 (P) によりNTFP採取への影響 (I) を受けた世帯の一部には, 

自らも森林を伐採 (P) する世帯も確認された。A 村では, NTFP を採取していた森林が他の住

民により農地へ転用 (P) されたため影響世帯となった世帯群のうち, 少なくとも 5 世帯は自

らもこの5年間に森林を農地へ転用 (P) した (表 4-8参照)。さらに, そのうち2世帯は, 5 km

地点のCFの森林の一部を, 1世帯は10 km地点のCFの森林の一部を農地に転用 (P) した (図 

4-5参照)。B 村では, 影響世帯のうち 3 世帯が自らも森林を農地へ転用 (P) した (表 4-8参

照)。このうち, 1 世帯は, 樹脂を採取していた約 200 本の樹木があった南東 10 km 地点の森林

がこの 5 年間で企業によりゴム園に転用 (P) されたため (図 4-5参照), 樹脂採取の職を失

った。この間に同世帯は, 東 10 km 地点の森林を農地に転用 (P) した。なお, B 村には同圏内

に森林局により承認された CF がない (S) (図 4-5参照)。C 村では, 影響世帯のうち, 1 世帯

が森林を農地に転用 (P) した。この世帯は, 樹脂採取用の樹木約 1, 200 本が他の住民に択伐 

(P) されたと回答した。また, C 村は周囲に森林を比較的多く残すものの, 最寄りの CF への

距離が約 3 km と D 村と比べて遠い (S) (図 4-5参照)。E 村では, 影響世帯のうち 2 世帯が自

らも森林を農地へ転用 (P) した (表 4-8参照)。このうち, 1 世帯は, CF 内でハチミツ採取用

の樹木を択伐により失った。同世帯主は, この収入減を補うためにも, 新たに森林を農地へ転

用 (P) しキャッサバ栽培を始めたと回答した。 
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図 4-19 主要生業の業種が変化した世帯 (業種変化世帯) と影響世帯の割合との関係につ

いての村間比較 

注 1：6村間の影響世帯割合のχ2検定の結果, 0.01%水準で有意。 

注 2：括弧内の数値は村の1人当たりの半径 10 km 圏内の森林減少面積 (ha) を表す。 

注 3：主な業種には, 農業 (稲作, キャッサバ, 大豆, カシューナッツ等) とその他の現金収入手段 (NTFP

採取・販売, 村内賃金労働, 出稼ぎ, 教師, 警備, 運送, 金採掘等) があげられる。 

出所：現地調査 

 

  

図 4-20 業種変化世帯における影響世帯と NTFP 生業損失世帯の割合の村間比較 

注：括弧内の数値は NTFP生業損失世帯数を表す 

出所：現地調査 
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図 4-21 NTFP を損失したまたは採取が困難になった主な要因 

注：括弧内の数値は村の1人当たりの半径 10 km 圏内の森林減少面積 (ha) を表す。 

出所：現地調査 

 

表 4-7 NTFP 採取・販売を生業としていた世帯が森林減少・樹木の択伐の影響 (I) を最も

受けた NTFP*の村間比較 
 A (n=14)** B (n=6) C (n=8) D (n=5) E (n=8) F (n=1) 

1 ラタン 果実 樹脂 樹脂 キノコ 竹 
2 樹脂 ラタン以外のツル類 ラタン 果実 薬用植物 NA 
3 キノコ 薬用植物 山菜 山菜 果実 NA 

* NTFP 毎に NTFP 生業損失世帯数を集計した結果の上位３種類, ** 括弧内の数値は村の NTFP生業損失世帯数

を表す。 

出所：Ra et al.(2011) , Boissière et al.(2013)  および現地調査を元に筆者ら作成 

 

表 4-8 2009–2013 年の間に森林を皆伐したと回答した世帯数 (n=29)* 

 A 村 B 村 C 村 D 村 E 村 F 村 計 

NTFP 採取での影響

世帯 
5 3 1 0 2 0 11 

NTFP 採取での影響

は限定的である世帯 
5 2 3 5 3 0 18 

計 10 5 4 5 5 0 29 
* 非影響世帯の1世帯 (周囲 12 km 圏内)を除き全世帯が周囲 10 km圏内の森林を皆伐した。 

出所：現地調査 
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4.4 考察 

4.4.1 薪炭材採取への影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) 

方法 [ア] では, 2009年に薪炭材を森林で採取していた世帯 (FW09Forest, S) はそうでない

世帯 (S) と比べて森林減少の負の影響 (I) を受けやすく, 2013 年にも薪炭材を森林している

世帯 (FW13Forest, S) の場合, 周囲 10 ㎞圏内の 1 人当たりの森林残存面積が狭い村に住む世

帯 (S) ほど影響 (I) を受けやすいことが分かった。この結果は冒頭の仮説が裏付けられたこ

とを意味する。本調査地域で行われた以前の調査でも, 大量の薪炭材を牛車でより遠い「深

い森林」から運んでくるケースもあると報告されている (Mckenney et al. 2004)。これらの知

見から, とくに村の周囲に代替的な薪炭材供給源が乏しい住民にとっては, 採取のためによ

り遠くに移動しなければならず, その移動にかかる時間が増加するため, 周囲の 1 人当たり

の森林残存面積 (S) は重要であると考察される。森林からの距離が遠くなるに従い農地に自

生する樹木の薪炭材としての重要性が高まるルワンダの事例 (Ndayambaje et al., 2013) でも

確認できる。 

方法 [イ] では, 十分な量の薪炭材を非森林地で入手できる環境の村に属する世帯 (S) は, 

村周辺の森林減少の影響 (I) を受けにくい場合があることがわかった。A 村は村の周囲 1–10 

km圏内の森林がこの5年間で農地転用され (P, 図 4-5, 図4-6参照), これ以降は, 以前から

あったゴム園内での採取を余儀なくされた住民が多かった。ゴム園では開発初期に整地され

るため, 薪炭資源が少なくなり, 影響 (I) を受けたと考えられる。また, F 村のように, もと

もと周囲 10 ㎞圏内に森林がない村 (S) では遠く離れた森林で採取する世帯 (S) もみられ, 

開発により森林が減少したためさらに遠くへ移動しなければならなくなった世帯 (S) は影

響 (I) を認識しやすくなる傾向がある。 

一方, DやE村のように, 農地開発 (P) により森林が減少しても, 農地に残った植生や低木

地等周辺に代替可能な供給源が十分あれば (S, 図 4-9, 図4-10 写真7, 図4-16参照), そこ

で薪炭材が入手可能である。このような立地の村の住民にとっては, 森林が減少してもこれ

は状態 (State) の変化 (effect) までで(表 1-2 および 1.2.2 参照), 影響 (I) とはなりにくい場

合があることがわかる。また B や C 村のように, もともと近くに森林以外の他の植生で薪炭

材の供給源となるものがあり (S, 図 4-7, 図 4-8, 図 4-16 参照), そこで採取していれば, 1

人当たりの森林減少面積が大きくても (S) こちらも状態 (State) の変化 (effect) どまりであ

り, その影響 (I) は限定的となる。このように薪炭材は, 村周辺の採取場所 (S) や森林開発

タイプ (P) が異なれば, 薪炭材の供給源となる植生の残りやすさ (S) も異なり, 住民への影
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響 (I) の出方も異なる場合がある。 

 

4.4.2 NTFP 採取への影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) 

NTFP の方法 [ア] では, NTFP 採取を生業としていた世帯 (S) にとっては居住地に近い森

林が「どの程度減ったか (S) 」が重要であることが分かった (図 4-17参照)。この結果は冒

頭の仮説が裏付けられたことを意味する。人口密度が低い, そして / または, 大規模な森林

の他用途への転用圧力 (P) がないことにより, 周囲 10 km 圏内の 1 人あたりの森林減少面積

が狭い場合は, 同じ森林への異なるニーズの競合が少なく, かつ, エッジ効果も限定的な状

態 (S) であると考えられる。しかし, 人口密度が高い場合や, ゴム園開発のような大規模な

森林の他用途への転用圧力 (P) が周辺にある場合は, 周囲 10 km 圏内の森林がその分多く減

少し休閑期間が短縮されるため, ニーズの競合が多く, かつ, エッジ効果が高まりやすい状

態 (S) となるため, NTFP を採取しにくくなる。 

また, 5 年間の森林減少で NTFP 生業を損失し (S), その後農業以外の代替的な生計手段の

確保 (R) が叶わなかった世帯 (S) はとくに影響 (I) を受けやすかった (図 4-18参照)。本調

査地の一部で 2010年頃に行われた研究で, Boissière et al. (2013) はNTFP採取業で得られる収

入よりも他の労働収入の方が多い場合があることを報告している。これらのことから, 市場

の成長や雇用対策 (R) で代替生計手段が生まれる (S) までは NTFP 採取がセーフティーネ

ットとして必要不可欠であるという考え方 (Sills et al., 2011) が, 本調査地でも成り立つこと

が確認できる。 

方法 [イ] でも, この 5 年間の村の周辺の森林減少・樹木の択伐 (P) により NTFP 生業を

失った世帯 (S) はとくに影響 (I) を受けやすい傾向があった。A, B, C 村では, 森林の農地転

用 (P) が直接 NTFP 供給源の損失につながった。住民による森林の農地転用 (P) の場合, 農

地は整地されないため, 農地転用直後や, 休閑期中に採取できる資源もある (例えば, 昆虫

やクモ, キノコ等)。しかし, 休閑期に入った植生を確認する限り (図 4-10 写真 10–12参照), 

表 4-4 で示した, 重要度の高い樹脂を供給する樹木やラタン等の生育環境が保たれている状

態 (S) とは言い難い。また, 幹線道路である国道 6 号線から遠く周囲の森林残存面積が比較

的広い C や D 村では (図 4-2 参照), 樹脂や果実を供給する樹木が択伐されること (P) も

NTFP 採取への脅威となる。しかし CF が隣接した D 村のように, 森林減少・樹木の択伐 (P) 

の脅威から守られ, 村のすぐ周辺で NTFP が採取できる森林が維持されている (S) 限りは, 

影響 (I) を比較的受けにくいことも確認された。このことは, NTFP を供給する生物の森林生

息環境が居住地周辺に維持されていること (S, R) が持続的採取の前提条件という NTFP 採
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取のこれまでの知見 (Ticktin and Shackleton, 2011) とも合致する。 

ところで, E 村では他村と比べ業種変化世帯が多く, NTFP の採取世帯の割合が著しく低下

した割に, NTFP 生業損失世帯は少なく影響世帯の割合は約 2 割 (5 世帯) と低かった。E 村は

Top et al. (2004a) の村区分では B グループに属し, 河川沿い低地の水田地帯に立地しており 

(図 4-2参照), 他の A–D 村と比べて, 周囲の村数が多く, 人口密度が高く, 1 人当たりの森林

減少面積が小さい特徴 (S) がある (表 4-2参照)。このため, NTFP 採取への依存度がもとも

と低かったものと考えらえる。 また同村では, ラタン等への市場の需要が縮小したこと (D / 

P) が要因で NTFP 採取を止めた世帯が約 2 割 (5 世帯) と少なくなかった (図 4-21 参照)。

しかし, 同 5 世帯はこの需要縮小を深刻とは受け止めていなかった。本調査地での先行研究

でも, ラタン等の特定のNTFPへの市場からの需要の縮小 (D) が確認されている  (Boissière 

et al., 2013)。これらの要因を考えると, E 村では, 周辺の森林を NTFP の供給源として維持す

る (R) よりも, 農地転用 (P / ニーズ) により高い価値を見出した世帯の割合高いと考えら

れる。 

 

4.4.3 影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) の分類化 

結果 (表 4-9) が示したように, 短期間に発生した森林減少・樹木の択伐の影響 (I) を受け

やすい住民の特徴を複数郡内の共通の周辺の環境や社会経済的特徴 (S) 毎で分類する方法 

[ア] と, 村という行政区単位 (S) 内の周辺の環境・社会経済的特徴 (S) を合わせた分類化の

方法 [イ] が可能だった。 

方法 [ア] では, 3郡内の影響 (I) を受けやすい世帯の共通の特徴 (S) 付けにより俯瞰的に

把握できるため, 政策立案者や意思決定者には理解しやすいと考えらえる。また, 今回は周囲

の森林減少面積や森林残存面積の程度 (S) の変化と影響世帯 (I) の確率の相関を示せた。今

回は KT 州東部に分布する異なる性質の村を考慮した村の合目的的サンプリング(purposive 

vsampling) を行った。しかし, 同地域の特徴をより良く把握するためには, より堅牢な比例サ

ンプリングを用いた分析が必要だろう。このように住民の周辺環境の特徴 (S) を, 地理情報

やリモートセンシング画像等の解析で客観的に定義・区分し, GLMM のランダム効果等で疑

似反復の効果を排除することによって, 周囲の森林面積の変化に伴い影響 (I) の度合いがど

のように変化するかという将来のトレンド予測 (for when, 時間スケールの描写) も可能かも

しれない。このような分析・トレンド予測は, 森林減少問題以外の他の土地利用変化を取り

扱う研究でも試みる価値はあると考える。このような全体的な特徴 (S) や傾向の把握は, 今

後どのような州や郡レベルの政策 (R) を打ち出せばよいかの検討にとくに有効である。一方, 
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方法 [イ]では, 村内の影響 (I) を受けやすい世帯の分類化が可能となるため, 方法 [ア] の

政策 (R) では補足しきれない, メソ, ミクロレベルの施策 (R) が可能となる。 

この二種類の方法は, どちらが優っている / 劣っているというわけではなく, 政策・施策

を立案する上で両方とも有効な分化であると考察される。影響評価を行う目的や当局の資

金・人的リソースを勘案した上で, 適当な方法を用い, または組合せて用いることが理想的で

あると考えられる。 

 

表 4-9 薪炭材・NTFP 採取への短期的影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) の比較 

 薪炭材採取 NTFP 採取 

 影響を受けやすい 影響を受けにくい 影響を受けやすい 影響を受けにくい 

方法 [ア] 
 
郡レベルの

環境・社会・

経済条件単

位  

 2009 年に森林で採取

していた世帯 
 

 2013 年に森林で採取

し村の周囲 10 ㎞圏内

の 1 人当たりの森林

残存面積が狭いほど

影響を受けやすい 

 2009 年に森林以外で

採取していた世帯 
 

 2013 年に森林で採取

し村の周囲 10 ㎞圏内

の 1 人当たりの残存

面積が広いほど影響

を受けにくい 

 2009 年に NTFP 主要生

業世帯で, 村の周囲 10
㎞圏内の 1 人当たりの

森林減少面積が広いほ

ど影響を受けやすい 
 

 2013 年に主要生業を農

業のみに依存する世帯

で, その中でもNTFP生
業損失世帯 

 2009 年に NTFP 主要

生業世帯でなかった

世帯 
 
 2013 年に主要生業が

農業以外にもある世

帯 

     
方法 [イ]  
 
村内のグル

ープ単位  

 森林減少後に周辺に

薪炭材の供給源とな

る植生が十分にない

村 (特にゴム園開発

が周辺で進んだ村)  

 森林減少後に村周辺

に薪炭材の供給源と

なる植生が十分にあ

る村 

 村の周囲 10 ㎞圏内の 1
人当たりの森林減少面

積が広く, 国道 6 号線

から離れた NTFP への

依存度が高い地域の村

でも, とくにNTFP生業

損失世帯 

 村の周囲 10 ㎞圏内の

1人当たりの森林減少

面積が広く, 国道 6 号

線から離れた NTFP
への依存度が高い地

域の村でも, CF 等に

より NTFP 採取環境

が維持されている村

 
 周囲の村数が多く , 
人口密度が高いため

村の周囲 10 ㎞圏内の

1人当たりの森林減少

面積が小さく , もと

もと NTFP への依存

度が低い村 

出所：現地調査 

 

4.4.4 裕福度 (S), 森林皆伐経験 (S) および不適切な適応・対処戦略 

(M) 

方法 [ア] で, 裕福度 (S) および森林皆伐経験 (S) は, 薪炭材モデル, NTFP モデルの双方

において有効な説明変数として残らなかった (表 4-6参照)。KT 州のほとんどの世帯が調理

と暖房の熱源を薪炭材に依存している (S)。このため, 裕福度 (S) に関係なく, 周囲の薪炭材
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供給源が十分でない場合 (S), 森林減少の影響 (I) を受けやすくなることは推察しやすい。裕

福度 (S) がNTFPへの影響の有効な説明変数として残らなかった理由として, 裕福度 (S) と

NTFP 依存度 (S) の関係は単純な相関関係ではないことが考えられる。先述の通り途上国で

は一般に貧しい世帯 (S) ほど NTFP に依存する (S) 傾向が分かっているが (Belcher et al., 

2005; Shackleton and Pandey, 2014), 裕福度 (S) と NTFP 依存度 (S) の関係は, 他の研究が示

しているようにもっと多様で複雑であることが考えられる。NTFP の役割には,「生存のため

の資源」役割と, 豊かな生活への「踏石」としての役割がありこれらは別に考えられなけれ

ばならない (Arnold and Pérez, 2001; Angelsen and Wunder, 2003)。最貧困層 (や最裕福層) (S) 

は, 中間層 (S) よりも NTFP に依存していない事例もある (Narain et al., 2007)。本研究対象地

では, Ra et al.(2011) が, 経済活動・人口規模が大きい村 (S) では, 森林資源の枯渇により

NTFP の採取地がより遠方になり (S), 採取者が貧困層 (S) に限られてきていると報告して

いる。今回の結果やこうした先行研究の知見から, 周辺の森林面積 (S) や世帯の生業 (S) の

組合せと, 裕福度 (S) との複雑な関係性を捉えることは今後の研究課題である。 

森林皆伐の経験 (S) については, 違法行為になりうる森林伐採の経験を問う質問のため, 

回答を控えた回答者もいると考えられる。しかしながら, NTFP 採取の影響世帯のうち少なく

とも約 2 割 (11 世帯) がこの 5 年間に 10 km 圏内の森林を他用途へ転用 (P) したと回答した 

(表 4-8参照)。さらにラタン等の特定の NTFP への市場からの需要の縮小 (D) も確認されて

いる (Boissière et al., 2013)。NTFP 採取を生業とする世帯 (S) のほとんどは, 農業に従事する

世帯 (S) でもある(図 4-4参照)。このため, 4.3.5 の 4) の結果が示した通り, 生計維持に欠か

せない重要度の高い NTFP の供給源となる森林が, 皆伐されたり (P), 樹木が択伐されたり 

(P), 特定の NTFP への需要が落ち込んだり (D) することで収入が減少した場合 (I), これを

短期的に緩和するために最初にとる戦略は, 自らも森林を農地へ転用 (P) することであると

考えられる (他の住民にとっても森林が NTFP 供給源としての重要だと認識していても, 生

計レベルを維持するためには, この戦略をとらざるを得なかった世帯が多いと考えられる)。

これらの戦略は, Suckall et al. (2014) が示した不適切な適応・対処戦略 (M) の①生産地の移

転 / 拡大に相当する (表 4-10)。また, 非影響世帯全 115 世帯のうち約 1.5 割 (18 世帯) がこ

の5年間に周囲10 km圏内の森林を皆伐 (P) したことからも分かるとおり (表 4-8参照), よ

り豊かな生活を求めて森林を農地に転用 (P) することにより農業収入の増強を目指す生計

戦略を採用した世帯もあると考えられる。 
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表 4-10 (再出) Suckall et al. (2014) による不適切な適応・対処戦略 (M) の種類と例 
戦略の種類 活動例 「不適切」となる場合の例 

①生産地の移転 / 拡大 
(Relocation / 

extensification) 

 家から近い森林や農地 
でなく / だけでなく, 
遠い森林や農地を / も 利用する 
 海草養殖用に海の浅瀬  
でなく / だけでなく,  
深淵を / も 利用する。 

 ES の新規利用者と元々の
利用者との間に競合・紛争
が生ずる 

②生産集約化 
(Intensification) 

 農業労働時間を増やし, 休閑期間
を短縮化させる 
 漁業労働時間を増やす 

 植生回復が阻害され, 林産
物の収穫量が減る 
 子どもの就学時間が犠牲に
なる 

③生計手段の多様化 
(Diversification) 

 男性が, これまでの漁業に加え, 
蛸漁や海藻養殖を試みる 

 これまで主に女性の仕事で
あった蛸漁や海藻養殖が男
性に奪われ, 女性の収入が
減る 

       出所：Suckall et al. (2014) を元に筆者作成 

 

4.4.5 住民優先エリアの選定 

以上から, 村の周囲10 km圏内の森林やその他の植生は, 薪炭材やNTFPといった住民が依

存する貴重な資源の供給源である。とくに周辺に薪炭材の供給源となる植生が不足する村 

(S) では, 周囲10 km圏内の森林や低木地, 畦等の薪炭材供給源は住民優先エリア候補地とし

て検討され, 優先的に管理・モニタリング (R) される必要がある。NTFP の観点からは, NTFP

採取・販売を生業としている世帯が比較的多い村 (S) では, 周囲 10 km 圏内の森林は住民優

先エリア候補地として検討 (R) されるべきであり, 周囲に CF 等を設定して NTFP 採取環境

を維持すること (R) も必要だろう。 

 

4.4.6 Schnoveld et al.(2011)との研究内容の比較 

第2章で示した通り, 森林減少のESの変化による短期的な影響 (I) を受けやすい住民グル

ープの特徴 (S) を明らかにした研究は,  Schoneveld et al. (2011) のガーナの事例研究 (評価

期間 2 年) のみであった。同研究と本研究の共通点と相違点は次の通りである。 

共通点は, 対象としたESの種類と, 影響 (I) を受けた住民の分類化である。Schoneveld et al. 

(2011) が事象として取り上げた ES は, 本研究と同様, 供給サービスのみであり, 調整, 基盤

サービスについては取り上げていなかった (添付資料 A 参照)。この理由は, 短期間の影響評

価であるため, 影響 (I) が認識されやすい供給サービスを優先的に研究対象にしたものと考

えられる。影響 (I) を受けた住民の分類化は本研究の方法 [ア] (表 2-4のパターン②) を用
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いていた。  

相違点は, 影響 (I) を受けやすい住民の特定手法, および対象とした空間スケールとそれ

に伴う分析内容の詳細さである。本研究は, 影響 (I) を受けやすい世帯の特徴を, ランダム

サンプリングと統計分析手法を用いて分析した結果から特定したのに対し, Schoneveld et al. 

(2011) は, その特徴を, 郡の評議員, 村長等からの「重要情報提供者」からの情報で大分類し, 

そこから世帯調査を行い細かく分類して特定した。第 1 章でみた通り, 影響 (I) を受けやす

い住民やその情報提供者の選出・特定を, 現地識者・村長・行政官等に依頼する手法は, 有効

である反面, そのような特定手法による住民の代表性には疑問が残る。 

両研究共に, 現地調査期間は約 3 ヶ月間であったが, 本研究の研究対象の空間スケールは, 

約2,400 ㎢で, 3郡にまたがる, 周辺環境と社会経済的状態 (S) が異なる村の住民を分析対象

としたのに対し, Schoneveld et al. (2011) の研究対象の空間スケールは約 32 ㎢で, 1 地点のジ

ャトロファ農園企業による森林減少とその地元住民を分析対象とした。このため, 本研究の

分析内容は, 俯瞰的だが各村のアクター間の分析が表層的にならざるを得ないのに対し, 

Schoneveld et al. (2011) は, 空間スケールは比較的狭いものの, 住民が受けた影響 (I) の種類

も供給サービスの他, 土地の損失 (負の影響, I), 農園に雇われることによる収入の安定化 

(生の影響, I) 等の社会経済的影響 (I) も分析している。さらに, 農園企業―管理当局―住民

の間の関係性を政治生態学の観点から分析している。このように, 森林減少による短期的な

影響 (I) の評価研究には, 空間スケールの大小とそれに伴う情報の種類や量のトレードオフ

を考慮する必要がある。 

 

4.4.7 既存の情報収集システムの活用と優先的に収集する情報 

また, 本研究で用いた環境・社会的特徴 (S) のデータは行政局の①二次的資料を直接利用

したものや②それらを基に新たに作成したものでかつ既存の情報収集システム利用し今後比

較的容易に可能な情報タイプである (表 4-11)。 

これらのデータの活用により, 将来的に薪炭材・NTFP 採取に関して森林減少・樹木の択伐

の影響 (I) を受けやすい世帯数が多い村やその村の数と位置の推定が今後の州や郡といった

地方行政区計画の空間スケールで可能となる。得られた結果は, 州の土地利用指針の策定や

大規模ゴム園開発の影響評価にも応用可能である。そのためには, 本研究で行った村のサン

プリングに (4.2.3 参照), より厳格な比例サンプリング法を適用し, 影響 (I) を受けやすい住

民群の特徴 (S) についてのデータの信頼性を確保する必要がある。 
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表 4-11 森林減少の薪炭材・NTFP 採取への影響予測に必要な情報と情報源 

 薪炭材・NTFP 共通 薪炭材 NTFP 

①既にある情報 
(情報源) 

- 人口, 村数 (計画省統計
局, 州計画局)  

- 村の位置 (計画省)  
- 森林分布図 (森林局)  
- CF 分布図 (森林局)  
- ELC 分布図 (農水省)  

- 村ごとの薪炭材依存
世帯数 (州計画局)  

- 村ごとの NTFP 採取
世帯数 (州計画局)  

    
②情報収集シス
テムで収集が期
待できる情報 

(情報源) 

- 有効に機能している CF
と機能していない CF 
(森林局)  

- 薪炭材供給源の植生
分布図 (森林局)  

- 村民の主な薪炭材採
取場所 (州計画局)  

- 村の NTFP 生業世帯
数 (州計画局)  

- 村の自営農業のみ世
帯の数 (州計画局)  

出所：現地調査を元に筆者作成 

 

4.5 まとめ 

本章では, 熱帯林の薪炭材と非木材林産物 (NTFP) に生活を依存する住民が多く, その熱

帯林が急減しているコンポントム州の東部 (合計対象面積 2,400 ㎢) を研究対象地として, 5

年という短期間で森林減少や樹木の択伐の負の影響 (I) を受けやすい住民の特徴 (S) の特

定を試みた。この特定方法には, 周辺環境や主要生業等の社会経済的特徴で分類する方法 

[ア] と, 住民を村毎 (S) に分類し, その中でも共通の社会・経済的背景 (S) を持つグループ

にさらに分類するという方法 [イ] を用いた。 

薪炭材採取についての[ア]の方法では, 2009年に森林で採取していた世帯群と, 2013年に森

林で採取していた世帯群の中でも, 周囲 10㎞圏内の 1人当たりの森林残存面積が狭い村に属

する世帯ほど影響を受けやすいという特徴 (S) が明らかになった。[イ]の方法では, 森林減

少後に周辺に薪炭材の供給源となる植生が十分にない村に属する世帯群の中でも, とくに, 

村の周辺のゴム園開発の整地により周囲の薪炭資源が少なった世帯が影響 (I) を認識しやす

いという特徴 (S) が明らかになった。 

NTFP についての[ア]の方法では, 2009 年に NTFP 採取・販売が主要な生計手段の一つであ

る世帯群の中でも, 村の周囲 10㎞圏内の 1人当たりの森林減少面積が広い村に属する世帯ほ

ど影響を受けやすいという特徴 (S) が, [イ]の方法では, 村の周囲 10 ㎞圏内の 1 人当たりの

森林減少面積が広く, 国道 6 号線から離れた NTFP への依存度が高い地域の村に属する世帯

群の中でも, とくに NTFP 採取・販売業を損失した世帯群が影響を受けやすいという特徴 (S) 

が明らかになった。 
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また, NTFP 採取の影響 (I) を受けた世帯群のうち少なくとも約 2 割がこの 5 年間で森林を

他用途へ転用していた。その中には, 住民の不適切な適応・対処戦略 (M) が確認された。さ

らに, 裕福度 (S) とNTFP依存度 (S) の関係は単純な相関関係ではないことも確認されたこ

とから, 周辺の森林面積 (S) や世帯の生業 (S) の組合せと, 裕福度 (S) との関わりを捉え

ることは今後の研究課題である。 

本研究が用いた[ア] [イ] の方法にはそれぞれ異なる利点があると考察された。[ア]は, 住民

の周辺環境の特徴 (S) を, 地理情報やリモートセンシング画像等の解析で客観的に定義・区

分することにより, 周囲の森林面積の変化に伴い影響 (I) の度合いがどのように変化するか

という将来のトレンド予測を可能にするかもしれない。このような全体的な特徴 (S) やトレ

ンドの把握は, 今後どのような政策 (R) を州・郡レベルで打ち出せばよいかの検討にとくに

有効である。一方[イ]は, 政策 (R) では補足しきれない, ミクロレベルの場所に焦点を絞った

施策 (R) を可能にする。影響評価を行う目的や当局の資金・人的リソースを勘案した上で, 

適当な方法を用い, または組合せて用いることが理想的であると考察された。 

村の周囲 10 km 圏内の森林やその他の植生は, 薪炭材や NTFP といった住民が依存する貴

重な資源を保全するために住民優先エリアとして選定すること (R) を検討する必要がある。

とくに NTFP 採取・販売を生業とする世帯が比較的多い村 (S) では, 周囲に CF 等を設定し

て NTFP 採取環境を維持すること (R) も必要だろう。 

本研究の結果は, KT 州の大規模ゴム園開発等のための ESIA や森林保全プログラムの経済

社会的恩恵の論証に必要な基礎情報として活用できる。州や郡の土地利用計画策定や大規模

開発の立地を検討する際にはこうした短期間の森林減少・樹木の択伐 (P) が住民の生活に及

ぼす影響 (I) とそれを緩和するために住民がとる不適切な適応・対処戦略 (M) に留意する

必要がある。また, 本研究で用いた環境・社会的特徴のデータは, 行政局の二次的資料を直接

利用したものやそれらの項目を参考に新たに調査したものである。本論文の手法は, このよ

うな既存の行政データを活用し対象範囲を拡大することによって州スケールでの土地利用指

針の策定や大規模ゴム園開発の住民への影響評価にも応用可能である。これも今後の研究課

題としたい。 



107 
 

 

第5章  ネステッド・空間ドメイン・システムの概念を用い

た DPSIR-M 枠組みの描写 
 

本章ではまず, 第 4 章で取り扱った調査地を例にして, 森林減少後の住民の対応能力を考

慮した ES の変化の短期的影響予測手法 (以降, 森林減少後の短期的影響予測手法) やそれを

用いた対策 (R) (事象：薪炭材・NTFP 採取) を検討する44 (5.1)。次に, 本論の二つ目の目的

である「影響 (I) を受けた住民の不適切な適応・対処戦略 (M) の集合的の力 (P) を, どの

ように DPSIR 枠組みで描写できるか」に答える (5.2)。最後に, 図 5-7 に沿ってこれまでに

展開した各章の議論をまとめ, 今後の課題を提示する (5.3)。 

 

5.1 森林減少後の住民の対応能力を考慮した ESの変化の短期的影響

予測手法の提案  

 

5.1.1 薪炭材とNTFPを採取する住民への森林減少後の短期的影響予測手法 

 

1) ステップ①：森林減少の薪炭材・NTFP 採取への影響 (I) についてのサンプル世帯

調査 

ここでは図 5-1に沿って説明する。森林管理の政策・施策 (R) の有効性は, 森林地域や周

辺地域の住民がどの程度の森林減少の影響 (I) を受けたかにより変わる可能性がある (2.2

参照)。また住民が短期的に取る不適切な適応・対処戦略 (M) により, その集合的な力が新

たな森林減少や国家の政策や施策が意図しない土地利用変化, つまり新たな圧力 (P) を生む

場合がある (第 4 章参照)。このため, 規範的な観点のみならず, 開発と保全双方のプログラ

ム・事業の有効性と実施可能性を担保するという戦略的な観点からも, 森林減少の住民への

影響評価とそのための情報収集は 5 年以下の短期間でも行われるべきである。 

 

                                                  
44 しかし, この知見は他の地域の他の供給サービスにも応用できると考える。森林が提供する供給サービス

の中でもどのサービスを優先的に評価するかの検討が事前に必要であろう。 
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図 5-1 森林減少後の住民への短期的影響予測のステップ 

注：S, 社会生態学的状態 (State); 方法 [ア], 影響評価対象地域のサンプル世帯に見られる共通の周辺環

境や社会・経済的特徴の把握; 方法[イ], [ア]よりも対象地域が狭い, 一村内の世帯に見られる共通の社

会・経済的特徴の把握 

出所：筆者作成 

 

そこで, 実際に起こった森林減少の地点や可能であれば減少面積の程度を把握し45, これ

に基づき, 薪炭材採取と NTFP 採取へおよぼした影響 (I) についてのサンプル世帯調査を行

う (第 4 章参照)。世帯単位でのサンプル調査は, それより上位のどの行政単位でも情報集約

可能なため汎用性の高い情報収集単位であるといえる (第 2 章参照)。しかし, 世帯単位で情

報収集する際の課題は, 収集対象が広域になるほどサンプル世帯調査とデータ分析に時間と

費用がかかり時宜を得た評価にならない恐れがある。この課題に対処するため, サンプル世

帯調査で用いる質問項目や影響予測に用いる情報については, 既存の行政レベルの情報収集

システムがある場合これを利用できると良い。 

この場合, 既存の情報収集システムの状態と影響予測を行うために必要な情報収集システ

ムとのギャップはどれほどかを確認する必要がある。既にある情報と情報源を棚卸し, 既存

の情報収集システムで今後追加費用を抑え収集が期待できる情報は何かを選定する。なお, 

収集するべき情報の種類と量は, ES の変化 (ここでは薪炭材と NTFP) の負の影響 (I) のみ, 

または正の影響 (I) も含めて評価するか, さらに, その他の社会的正・負の影響 (I) も評価す

るかの判断によっても大きくかわる (第 2 章参照)。 

 

                                                  
45 森林減少の把握には, 第 2 章で見た通り, 衛星画像や航空写真等の解析を用いる方法が主流であったが, 
そうした方法を用いず, 現地踏査のみで判断する研究も確認された。 
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2) ステップ②：短期的影響を受けやすい (影響への対応能力が低い) 住民の特徴 

(S) の解明 

得られた情報をもとに, 実際の森林減少の短期的な影響 (I) を受けやすい住民, つまり影

響 (I) への対応能力が低い住民の特徴 (S) を明らかにする。これには, 郡レベルであれば, 

職業や性別, 民族, 周囲の植生といった共通の社会経済・環境的特徴 (S) によるグループ化

や, 村内でのこうした特徴に基づくグループ化が有効である (第 2, 4 章参照)。郡よりもさら

に広域の場合は, 州や郡, 村, そして集水域といったように行政区単位や地形単位のみでグ

ループ化を行うことも可能である (第 2, 4 章参照)。第 4 章の F 村では NTFP についての影響

世帯は皆無であった。森林からの距離が遠いため, F 村に属しているというだけで NTFP の影

響は限定的であるという判断が可能となると考えられる。 

 

3) ステップ③：短期的影響を受けやすい住民の世帯数の定量化と改善効果の測定 

途上国においては, 資金・人的制約等のために開発事業への IA 自体が適用されにくい 

(1.2.3 の 2) 参照)。このため開発事業を行った際に生ずる環境・社会影響の予測も不十分と

なる。この場合, 森林減少を伴う開発 (P) により生ずる影響 (I) を短期的に緩和するため

に, 不適切な対応・対処戦略 (M) をとる住民の数を予測できず, 森林減少が想定外に進ん

だり, 当局が設定した検討プロセスを超えた闘争 (transgressive contention) を通じ事業その

ものを阻止しようとする行動に移るリスクが高まる (3.4.3 および 1.2.3 参照)。他方で, 森

林減少を伴う開発の影響 (I) を受けやすい住民が具体性に乏しい表現でしか示されない場

合, その説得力の弱さゆえ本来の森林管理・保全政策, プログラム, 事業の改善効果を十分

に説明しきれず, 森林の減少を伴う開発政策, プログラム, 事業の改善効果が偏って強調さ

れる危険も生ずる (3.4.3 参照)。そこで, 短期的影響 (I) を受けやすい住民の世帯数を, 母

集団の中から行政・地形単位や社会経済条件毎のグループ単位を利用して推定することは, 

IA を進める上でも, 森林管理・保全の改善効果を具体的に示す上でも, 有効な手段の一つに

なるだろう。 

具体的には, 次のような影響予測が可能になると思われる。以降, 議論の混乱を避けるため

に, 森林管理・保全の改善効果を提示する場合について論ずるが, IA においても考え方は同

様である。REDD プラスの議論では, 参照 (参照排出) レベルを用いて温室効果ガス排出の削

減量を定量化することが試みられる (3.1 参照)。これに合わせ, 世界各国の事業, 地方行政区, 

国家の各ドメインで森林減少・劣化を抑制するための支援を行っている CCBA は, REDD プ

ラス実施者に温室効果ガス排出削減以外の社会・環境便益についての改善効果の提示も求め
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ている (図 5-2)。 

ここで, REDD プラス活動がない場合の予想シナリオ (BAU シナリオ) 策定のために, 森

林が減少した場合, その森林からの温室効果ガスの排出データ以外に, その森林が減少した

場合の社会・環境影響 (I) データも求められることになる。しかし, これまで途上国におけ

る開発の影響 (I)の評価・モニタリングや, 森林管理・保全 (R) による改善効果について, 堅

牢性の高い科学的根拠に基づく評価には資金, 人材, そして理論の面での制約があった (第

1, 3 章参照)。ここに本論の知見が活用できる。 

 

 

図 5-2 (再出) CCBS の要求事項である事業がない場合のシナリオと比較したネットで正の

社会・環境便益 (=改善効果) を発生させた図示 

出所：Richards and Panfil (2011) を元に筆者作成 

 

今回の事例であれば, 薪炭材・NTFP 採取において短期的影響 (I) を受けやすい住民の世帯

数または人口の推定結果がそれにあたる。この結果を利用するには, 地方行政区または事業

での温室効果ガス排出のBAUシナリオが, 排出量だけでなくその排出源の場所 (つまり森林

減少の場所) とその森林面積の変化に関する情報を伴い策定されていなければならない。な

ぜならBAUシナリオにおいて, これらの情報が, その場所で将来的に影響世帯となり得る世

帯の数の推定に必要だからである。ここでは, BAU シナリオ下での排出源の空間スケールの

大小に応じて, 第 2章で示した住民の特徴把握の 3つ分類パターンの中から最良のパターン
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を選択し, 影響世帯数を推定できる。この BAU シナリオ下での影響世帯数を推定することが

できれば, 実際の介入 (REDD プラス活動の実施) により回避できた森林減少の場所とその

面積の大小に応じて, 影響 (I) を回避できた世帯数の定量化が可能となる。第 4 章では, 住民

の周辺環境の特徴 (S) を, 地理情報やリモートセンシング画像等の解析を通じて客観的に定

義・区分し, GLMM のランダム効果等で疑似反復の効果を排除することによって, 周囲の森

林面積の変化の大小 (S) による影響 (I) の度合いを予測できる可能性を示した。この場合, 

排出源の場所 (森林減少の場所) での排出量の程度 (≒森林減少面積の程度, S) によって影

響世帯数が変わるため, 回避できた森林減少の面積の程度 (S) によって影響 (I) を回避でき

た世帯数のより堅牢性の高い定量化が可能となるかもしれない。これらは, 第 3 章で指摘し

た, 「優先エリア」を含むドメインの BAU シナリオの情報収集について, その堅牢性を向上

させるための具体的な提案となる。 

 

5.1.2 森林減少後の短期的影響予測の結果により策定できる対策 (R) 例 

(事象：薪炭材・NTFP 採取) 

 

上記の薪炭材と NTFP を採取する住民への影響予測の結果に基づき, 最も影響 (I) を受け

やすい住民グループは, どこを大切な自然だと認識しているか (住民優先エリア) を可視化

できる。第 3 章でみたとおり, 昨今の途上国の心理管理・保全方策では, ES のために優先的

保全・モニタリングされるべきエリア (優先エリア) を利害関係者と協議の上選定すること

が求められていた。しかし, 「誰にとっての優先エリアなのか」という問いへの回答方策に

ついては明確に説明されておらず, 優先エリアの選定において住民の視点が十分に反映され

にくいことが課題として挙げられた。本ステップはこの課題への一解決方策といえる。 

州, 郡, 村または集水域といった行政・地形単位を用いて, 影響 (I) を受けやすい住民が分

類可能な場合は, これら住民の空間的分布を地図化する。現在と将来的に森林減少の影響 (I) 

を受けやすい地域を明示すことにより, 対策を優先的に行う地域が視覚的に分かり易くなる

46。この場合, 影響 (I) を受けやすい住民グループの行動範囲に関する情報が得られれば, 住

民優先エリアがより具体的に選定できる。 

対象地では, 既に林野行政当局が生産林や, 生物多様性・ES 維持のための保護地域 

(Protected Area), 森林資源の便益を住民も享受できるようコミュニティ林業 (Community 

Forestry) 用のゾーニングを行っている場合がある。また自然領域の研究では, 森林の様々な

                                                  
46 ここには森林減少・劣化のドライバー分析を用いるとさらに精度は上がるだろう。 
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ES 間の相乗効果やトレードオフの研究が地理情報や衛星画像の分析・解析等を通じて進む 

(Chan et al., 2006; Egoh et al., 2008; Gardner et al., 2012; Miles et al., 2010)。このようなエリアの

地図化の結果等が得られれば,これらと住民優先エリアの選定結果を地図上で照らし合わせ, 

両者がどう合致 / 乖離しているかを把握する。これらの結果に応じて, エリア内の管理優先

度を区分する (表 5-1)。 

なお, 今回は薪炭材と NTFP 採取についての影響予測手法であり, この住民優先エリアに

おいてのモニタリングが求められるが (つまり, 3.3.2 で示した HCV5, 6 に相当するデータ収

集), 国家や地方行政区レベルでは HCV1–4 の情報やデータの収集も継続される。余裕があれ

ば, このデータ収集を住民優先エリアで行うことにより補完すると理想的である。これらの

作業は事業レベルの担当者と地方行政区計画レベルの担当者間で調整され, 異なる空間スケ

ールからの情報とデータが相互補完的に共有されればこのスケール間のモニタリング結果の

一貫性が向上するだろう。また, 国家や地方行政区における森林管理戦略が, 天然林の保全 

(他用途への転換と劣化を抑制するための活動) を他の新規植林や植生回復といった活動よ

りも優先させる戦略か, それとも両者を同時に進める戦略かを分析しそれとの整合性を合わ

せることも必要だろう。 

 

表 5-1 5 年間の森林減少の度合いと既存の管理制度との関係性から管理優先度を区分し施

策を実施するイメージ 

 住民優先エリア内 住民優先エリア外 

CF PA 非 CF・非 PA CF PA 非 CF・非 PA

森林減

少の程

度 

高 1. 改善必要 
環境省, 森林

局の人員の

集中投下 

2. ソフト管理

PA 内でも住民

の利用を認め

る 

3. 要 CF 化

環境省, 森林

局の人員の

集中投下 

7. 現状維持 
人員や財源に

余裕があれば

改善 

8. 厳格管理 
重点的保護, 
モニタリング

強化 

9. 現状維持 
人員や財源に

余裕があれば

改善 

低 4. 現状維持 5. 現状維持 6. 要 CF 化 10.現状維持  
人員や財源に余裕があれば保全 

出所：筆者作成 

 

本調査地の一部が含まれるプレイロング地域においては, CI が同地域の森林減少の直接的

脅威 (要因) 及びその背景にある根本的原因に関する情報の収集のため, 2011 年 11 月に森林

減少ワークショップ (以降, CI ワークショップ) を開催した47。この CI ワークショップの主

な成果の一つに, プレイロング地域での森林減少の「直接的脅威」とその背景にある根本的

                                                  
47 2011 年 11 月 22–24 日の 3 日間で開催されたワークショップには, プレイロング地域を囲む 4 つの州 (ク
ラティエ, コンポントム, プレアビヘア, ストゥントレン) から 50 名以上の関係者が参加した。参加者の所

属組織数は, 森林局, 農村開発局, 鉱工業局・エネルギー局, 農業局, 環境局, 現地 NGO 等約 30 である。 



113 
 

原因の関連性を表した概念図 (図 5-3 A) がある。この概念図は, 本論の関心である DPSIR

枠組みの概念からプレイロング地域の森林減少メカニズムを俯瞰的に理解するのに役立つ。

この図 5-3 Aで示されている太枠四角形の①–⑥の「直接的脅威」(枠の太さは筆者が同報告

書の記述内容から推察した脅威の度合いを表し, 太いと脅威が大きい)48 は圧力 (P), その他

の四角形は根本的原因 (D) / 状態 (S) / 影響 (I), そして六角形は対策 (R) と捉えられるだ

ろう。 

                                                  
48 これらは主に６つの圧力 (P)から成る：①主に換金作物栽培用に行われる小規模の森林減少, ② ELC を通

じての農産業目的の計画的森林減少, ③国内外市場で需要のある高価な木材の販売のためおよび住民の家屋

建築や家具造りのための通年の違法伐採, ④他州からの移入者による新規居住地のための森林の転用, ⑤政

府主体のインフラ開発とそれに伴う移入者と地元住民による森林の転用,そして⑥政府による鉱山開発が誘

引する住民の流入とそれによる森林の転用等が挙げられる (ゴドイら, 2012)。 
 同報告書によれば, ① – ⑥の圧力 (P) の脅威の度合いは, 「過去 5 年から 10 年間の年間の（平均）森林

減少量」と定義され, その度合いがそれぞれ地図化されている。この結果を筆者が目視で高, 低に分化したも

の。  
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A 

図 5-3 CI が作成したプレイロング地域での森林減少の直接的脅威(要因)とその背景にあ

る根本的原因の関連性を表した概念図 (A*, **)と不適切な適応・対処戦略 (M) を強調し, そ

れへの対策 (R) を追加した概念図 (B***)  
* 筆者が本論に合わせ修正を加えている, ** 同概念図の作成手順の概要は次の通り：参加者は, ①–⑥の「直

接的脅威」ごとの小グループに分かれ,その要因について地図を用いて過去 10–15 年の「直接的脅威」が存在

した場所の特定・記録・脅威の強度のランク付けを行った。次に, 各グループは結果を全体に発表し議論経

て概念図を作成する工程を複数回繰り返した, *** 黄色, 影響世帯が受けると考えられる影響 (I); 緑, 影響

世帯の特徴 (S) となり得るもの; 橙, 影響世帯がとり得る不適切な適応・対処戦略 (M); 青色, 影響世帯に

とって有効である可能性ある対策 (R); 紫, 影響世帯にとってとくに新たな脅威となり得る (R) 

出所：ゴドイら (2012), CI ジャパン (2012)を元に筆者作成 
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B 

 

しかし, ゴドイら (2012) や CI ジャパン (2012) も制約として認める通り, 同概念図は同

地域における森林減少の要因と原因を網羅したものではなく, かつ, この策定に参加した現

地利害関係者には地元住民が含まれていない49。このためゴドイら (2012) は「科学的視点に

よる出版物や関連報告書等を参照し, プレイロングにおける森林減少の要因と根本的な原因

についての理解を補足し, 確証していくことが次のステップとなるであろう」と言及してい

                                                  
49 同ワークショップは, 地元コミュニティが政府関係者のいる場で発言するのは難しいという理由から, 地
元コミュニティをあえて参加者から除外した (CI ジャパン, 2012)。 
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る。第 4 章の結果や本章の「森林減少後の短期的影響予測手法」の提案はこれへの貢献とな

り得る。図 5-3 Aについて, 森林減少の影響 (I) を受けやすい住民がとる不適切な適応・対

処戦略 (M) となり得るもの, そしてそれに関連する根本的原因 (D) / 状態 (S) / 影響 (I) を

強調したものが図 5-3 Bとなる。森林資源へのアクセスが阻害 (P, 赤色) された住民の中に

は, その影響 (I) を受けやすい住民とそうでない住民がいる。影響 (I) を受けやすい住民の

中には, 収入減や雇用機会の損失という影響 (I, 黄色) に対応するため, 不適切な適応・対処

戦略 (M) を取る住民もいる。本研究で提示した「森林減少後の短期的影響予測手法」はこ

の影響 (I) を受けやすい住民とそれに伴う不適切な対応・対処戦略 (M) をとり得る住民の

数と分布を予測できる。こうした情報があれば図 5-3 Bで示した対策 (R, 青色) や 表 5-2

で示す, より薪炭材・NTFP採取で影響を受けやすい住民に特化した対策 (R, 図 5-3 BのA–E

に対応) をどこで誰に施せばよいかより明確になるだろう。 

 

表 5-2 森林減少後の短期的影響予測手法を適用したことにより設定できる対策 (R) の例 

実施 
空間スケール 

対策 (R)  
ID 

対策 (R) 例 
内容 

村内レベル A 森林減少により, 薪炭材供給源を失った場所 (薪炭材の代替植生が少な
い場所) に, 優先的にコンロの提供 / 薪炭用植林を実施する。 

複数村–郡レベ
ル 

B 森林のそばにある, 薪炭材の供給源として重要な低木地やその他の植生
エリアを優先的にモニタリングする。 

C NTFP 採取業に代わる雇用機会が比較的豊富なエリアのそばにある森林
よりも, 雇用機会が限られているエリアのそばにある森林の重要度を相
対的に高く評価し, そこを優先的にソフト管理対象地 (表 5-1) とす
る。 

郡, 州レベル 
 

D ELC候補地を, ESの観点から相対的な評価が低い森林や非森林地 (優先
エリア外) へ誘導していく。 

E 環境・林野当局が設定済の生物多様性・ES 維持のための PA や CF 用区
画等と, 優先エリアの合致 / 乖離状況を把握し, 合致したエリアでも森
林減少の脅威が高いエリアに当局の資金・人員を集中させる (表 5-1)。

出所：筆者作成 

 

また, 図 5-3 Bについて, 森林の厳格な利用制限等の極端な森林保全措置 (R) を適用する

場合, 住民の森林資源へのアクセスが阻害される (P, 赤色) という考え方も成り立つ。図 

5-3 Bの森林のデマケーションや土地利用計画の法令改善といった対策 (R, 紫色) は, これ

までの住民の森林利用に制限 (P) が入る可能性がある。さらにこれらが原因で新たに不適切

な適応・対処戦略 (M) が生まれないよう慎重に設計しなければならない。このように, 自然

資源へのアクセスの規制に繋がるいくつかの森林減少対策 (R) は住民にとっての新たな脅
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威 (P) となるという二面性を考えると, 周辺の森林減少の影響 (I) の評価から得られた知見

を, 極端な森林保全措置 (R) を講じた際に生ずる影響予測50にも援用できるだろう。 

 

5.2 ネステッド・空間ドメイン・システムの概念を用いた DPSIR-M

枠組みの描写 

 

今回の先行研究レビューやカンボジアの事例研究で分かったことは, 住民は一様ではなく, 

それゆえ影響 (I) の種類や程度も異なるということだ。そうした住民がとる行動, 個人の不

適切な適応・対処戦略 (M) が集合したときに政策や施策を左右するまでの大きな力となた

め, 不適切な適応・対処戦略 (M) を DPSIR 枠組みに組み込むべきである (Carr et al. 2007; 

Suckall et al., 2014)。これに関し, Ness et al. (2010) は, Torsten Hägerstrand が提示したネステッ

ド・空間ドメイン・システムの概念を DPSIR 枠組みと組み合わせることにより, この取り込

み方の概念化の一例を示した (第 1 章, 図 1-3 参照)。そこで本節では, これに森林減少後の

短期的影響予測手法と不適切な適応・対処戦略 (M) の概念を加えることにより, DPSIR 枠組

みの概念を拡張させる。 

 

5.2.1 ドメイン毎の短期的影響 (I) を受けやすい住民グループによる

DPSIR-M 枠組みの策定 

 

薪炭材と NTFP を採取する住民への森林減少後の短期的影響予測手法により, 短期的な影

響 (I) を受けやすい住民グループ (行政・地形単位や社会経済条件毎のグループ) が特定で

きた (第 4 章, 表 4-9参照)。これが, Poppy et al. (2014) が言及した空間・時間スケールを意

識して分化された受益者を具体的に示した結果と言える。薪炭材・NTFP 採取それぞれの影

響 (I) を受けやすいグループ毎に DPSIR 枠組みの描写のされ方は異なる。そのため各グルー

プがそれぞれの DPSIR 枠組みをワークショップやフォーカスグループ等の場で描写する。し

かし, そのためには行政・地形単位や共通の社会経済条件の単位でグループ化された住民が

                                                  
50 第 3 章でみたように, REDD プラスを支援する主要団体は, REDD プラス (R) が森林・非森林の両地域に

おける生物多様性と ES へ及ぼす負の影響 (I) を,環境アセスメント等のツールを用いて評価することを期待

している。環境アセスメントでは, 複数の介入案がそれぞれの負の影響の程度とともに比較検討される。こ

のため REDD プラスに環境アセスメントが適用される場合においても, 複数の REDD プラスの介入案 (R) 
が, その潜在的な負の影響とともに比較検討されることとなる。この案 (R) の一つとして, 住民の自然資源

へのアクセス制限を厳しくする案 (例えば, 生物多様性保全のための立ち入り禁止区域の設定等) が検討さ

れる場合, この介入 (R) により住民が受ける薪炭材・NTFP 採取における負の影響 (I) は, 森林が開発で消失

した場合の負の影響 (I) に近づくだろう。 
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集まり, DPSIR 枠組み策定の議論を行い, 合意できる空間・時間スケールで DPSIR 枠組みを

策定しなければならない (グループ化の行政・地形単位や共通の社会経済条件の単位の空

間・時間スケールが狭くなればなるほど, グループの住民が集まりやすく DPSIR 枠組みの合

意形成がしやすくなるが, それにより策定される DPSIR 枠組みの数は増える)。このため, 当

該ドメイン51の政策策定者にとっては, DPSIR 枠組みの合意形成のしやすさとそれにかかる

費用とのトレードオフが課題となる。ここでは, 住民の中でも「一つの意思決定について関

心のある, または, 影響を受けるいかなる人」 (Glucker et al. 2013) への配慮を行うという原

則に立ち, 最も影響 (I) を受けやすい住民は誰かをドメイン内で出来るだけ分化することを

念頭に置きこのトレードオフを検討する必要がある。 

ところで, 薪炭材・NTFP 採取それぞれの影響 (I) を受けやすい住民グループの DPSIR 枠

組みで描写される負の圧力 (P), つまり森林減少は, 一方で彼らの不適切な適応・対処戦略 

(M) の結果でもある。あるドメインで薪炭材・NTFP 採取の影響を受けやすい住民グループ

内で描写される DPSIR 枠組みには, 不適切な適応・対処戦略 (M) が組み込まれ, DPSIR-M と

して描かれるべきである (図 5-4)。 

 

図 5-4  DPSIR-M 枠組み 

出所：筆者作成 

 

次に, 薪炭材・NTFP 採取の影響 (I) を受けない住民グループにとっては, 森林減少は, む

しろ農地を増やし収入を向上させるために不可欠なニーズと捉えられるべきである。彼らに

とってみれば, NTFP 生計を依存する住民グループが NTFP 供給環境を維持するための対策 

(R) として捉え得る CF の設置や REDD プラス事業の開始は, 新たな圧力 (P) となる。この

                                                  
51  ドメインについては 1.2.1 の 2) を参照。 
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ようにこのグループ内では, D, P, S, I, R, M のそれぞれの定義は影響 (I) を受けやすいグルー

プのそれらと全く異なるはずである。 

 

5.2.2 各ドメインの DPSIR-M 枠組みの統合的描写の試み 

グループ毎に描かれ方が異なる DPSIR-M は, Ness et al. (2010) が主張したネステッド・空

間ドメイン・システムの概念を用いて, まとめあげられる。その考え方を表したのが図 5-5

である。縦軸は時間を表す。本カンボジアの事例で言えば, 時間–時間′の間隔は 5 年間となる。

この間に DPSIR-M は, D′P′S′I′R′-M′へと変化する。影響 (I) を受けた影響世帯の一部は不適切

な適応・対処戦略 (M) をとるため, それが同村内での新たな圧力 (P′) になるだけでなく, 近

隣の村の圧力 (P′) にもなり得る。各ドメイン内の影響世帯が, この不適切な適応・対処戦略 

(M) としてどのような行動をとり得るかについて, DPSIR-M 枠組みを策定する上で話し合い

チェックリスト等にまとめる。これは REDD プラスでの対策 (R) を設計する際の, リーケー

ジを発生させるアクターの特定に繋がり, それへの具体的対処方法を検討するために有効で

あろう。 

ここでのポイントは評価を行う時間枠を何年に設定するかであるが,できるだけ不適切な

適応・対処戦略 (M) を補足できる評価期間が理想的であろう52。また, 様々な制約を考える

と, 対象空間スケール内の全ての村での描写は非現実的である。そこで, 方法 [ア] でのトレ

ンド予測を活用して, その時点では影響 (I) は限定的だが近い将来に影響が出ることが予測

される村の描写は, 行政当局等が主催する一つ上のドメインでの利害関係者グループにより

実施されるのが現実的であろう。 

                                                  
52 また供給サービスに限ったことではないが, Poppy et al. (2014) は ES の種類によっては, 継続的, 周期的, 
突発的, 確率的という異なる時間スケールで発生する ES の変化についても考慮することが必要であるとし

ている。 
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図 5-5 ネステッド・空間ドメイン・システムと DPSIR-M 枠組みを合併させ描写する際の考

え方 

注：影響 (I) を受けない世帯の DPSIR-M 枠組みも合わせて描写される必要がある 

出所：Hägerstrand (2001), Ness et al. (2010) をもとに筆者作成 

 

考え方としてはこの通りであるが, 現実的に各グループでこれらを描く場合は図 5-6のよ

うに時間の概念を簡素化してもよいだろう。さらに上記の通り, 影響 (I) を受けない世帯の

枠組みもネステッド・空間ドメイン・システムに合わせて描写される必要がある。例えば

NTFP 採取に依存していないため森林減少の影響 (I) を受けない世帯群にとっては, 住民優

先エリアの選定 (R) や他の目的に基づく保全地域の新規ゾーニング (R) は彼らの生計戦略

を脅かす圧力 (P) となりえる。このため, どこにある (where), どの (from which) 生態系か

らの ES を, 誰のため (for whom) に優先するのかというトレードオフ (Poppy et al., 2014) の

存在が明示的に考慮・検討されなければならない。本来見方の異なる DPSIR-M 枠組みは, 同

ドメイン内で議論を重ねて融合されることが理想的であるが, 観点の異なるグループ同士の

間で, DPSIR 枠組みの定義に合意が得られない場合も当然あるだろう。このため, 同ドメイン

内に複数の DPSIR 枠組みを並記することも許容されるべきである。なぜなら観点の異なる

DPSIR 枠組みを提示することは, その事象の複雑さと不確実性の存在を明示的に認識するこ

とを可能にし, あらゆる「正統な観点」を取り込むことも必要 (Binimelis et al. 2009) だから

である。ここでこの合意形成プロセスの議論を豊かにさせる考え方として, Meyfroidt (2013) 

は「結局は住民が ES の重要性, 稀少性をどの時点で認識し, そして行動に移せるくらいまで

実感するのかを把握することが重要」であると述べている。同様の指摘は Maxim et al. (2009) 

にも見られた。この感受性を高めるために住民の環境意識の向上は重要である。このネステ
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ッド・空間ドメイン・システムの概念を用いた DPSIR-M 枠組みの描写プロセスを現場で進

めることによって, あらゆる「正統な観点」を取り込んだ意思決定の実現に資するだけでな

く, その住民の環境意識の向上にも寄与するだろう。 

 

図 5-6 ネステッド・空間ドメイン・システムと DPSIR-M 枠組みを合併させた概念 

出所：Hägerstrand (2001), Ness et al. (2010) をもとに筆者作成 
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5.3 まとめと今後の課題 

生態系サービス (以降, ES) を持続的に利用するには, 人々と生態系の相互関係を理解す

る必要がある。この関係性を描写するツールの一つに DPSIR 枠組みがある。DPSIR はそれぞ

れ, 人間社会における問題の根本的原因 (D)；問題の直接的原因となる圧力 (P)；圧力を受け

変化する社会生態学的状態 (S)；それによって生じる影響 (I)；それに対する社会側の対策や

政策 (R) を意味する。この枠組みは, 様々な環境政策・研究分野, スケールで適用されてい

る。生物多様性条約第 10 回締約国会議で合意された愛知目標の 5 つの戦略目標もこの枠組み

に準拠している。 

しかし同枠組みの研究では, 5 年程度の短期間の圧力 (P) による ESの変化の影響 (I) を受

ける住民の中でも, どのような状態 (S) にある住民が最も影響 (I) を受けやすいのかに着目

した研究が少なかった。これは次の二つの理由から重大な問題であった。一つ目は, 影響評

価分野の先行研究の共通認識である「開発で影響を受けるいかなる住民も考慮するべき」と

いう規範的な観点の軽視につながる恐れがある。二つ目は, 10 年以上の中長期間の評価研究

だけでは, 深刻な影響 (I) を受けた住民がこれを緩和するためにとる「不適切な適応・対処

戦略 (Maladaptive coping strategies, M) 」のトレンドを把握しきれず, 森林 ES を持続的に管

理・利用するための対策 (R) が時宜を得ないリスクが高まる。 

そこで本論は, ①どのような特徴 (S) の住民が, 圧力 (P) による ES の変化の短期的影響 

(I) を受けやすいのか, ②そうした住民がとる不適切な適応・対処戦略 (M) の集合的な圧力 

(P) をどのように DPSIR 枠組みで描写できるかの二つの問に答えることにより, DPSIR 枠組

みの概念を拡張することを目的とした。そのために, 途上国の森林減少問題を事象としてと

りあげた。 

第 2 章では, 主に問い①について, 途上国の森林減少とそれによる生態系サービスの変化

の問題を取り扱った先行研究に着目し, その論理展開に「住民にとっての圧力 (P) - 状態・

特徴 (S) - 影響 (I)」 の関係性を内包する形で分析している論文を抽出した。そして, それ

らの論文が, 森林減少の影響 (I) を受けやすい住民の特徴をどのような空間・時間スケール

で特定しているかを分析した。ここでは,「周囲の現実の森林減少による生態系サービスの変

化の住民への影響 (I) を, 住民の異なる特徴 (S) を考慮し評価する研究」 においては, 10 年

以上の中・長期間の評価研究がほとんどであるという課題を明らかにした。続いてこれは, 上

述の通り規範的な観点からも, また住民がとる不適切な適応・対処戦略 (M) の集合的な圧力 

(P) が政策や施策を阻害するというリスクを事前に防ぎにくくなるという戦略的な観点から
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も, 早急に補われるべきであることを論じた。 

第 3 章では, 主に問い②ついて, 昨今の途上国の森林管理方策についての潮流を形成して

いる REDD プラスに着目し, 事業, 地方行政区, 国家と異なるドメインで支援する主要な国

際４団体の生態系サービスや住民への配慮の仕方を整理した。不適切な適応・対処戦略 (M) 

をとる住民の集合的な力を DPSIR 枠組みで描写するためには, 「DPSIR 枠組みの空間・時間

的境界線の設定とそれに基づく受益者の分化」が求められるが, その設定には「優先エリア」

の境界線の活用が考えられることを論じた。しかし, その主な課題は, 森林減少または森林保

全による ES へのアクセスの変化の影響 (I) を受けやすい住民の観点から優先的に保全, モ

ニタリングするべきエリア (住民優先エリア) をどのように選定し得るか, そして, 土地開

発による森林減少の住民への影響 (I) や, 森林保全の住民にとっての改善効果について評価

する際に必要な BAU シナリオを構築するための情報を, 資金・人的制約等を考慮しながらど

う収集できるかを検討することであると考察された。 

第 4 章では, ①への回答と, 副次的研究課題についてカンボジア・コンポントム州での森林

減少の事例研究を通じて解決を試みた。まず, 熱帯林の薪炭材と非木材林産物 (NTFP) に生

活を依存する住民が多く, その熱帯林が急減しているコンポントム州の東部 (合計対象面積

2,400 ㎢) を研究対象地として, 5 年という短期間で森林減少や樹木の択伐の負の影響 (I) を

受けやすい住民の特徴 (S) を, 周辺環境や主要生業等の社会経済的特徴で分類する方法 

[ア] と, 住民を村毎 (S) に分類し, その中でも共通の社会・経済的背景 (S) を持つグループ

にさらに分類するという方法 [イ] で特定することを主な目的とした。 

薪炭材採取についての[ア]の方法では, 2009年に森林で採取していた世帯群と, 2013年に森

林で採取していた世帯群の中でも, 周囲 10㎞圏内の 1人当たりの森林残存面積が狭い村に属

する世帯ほど影響を受けやすいという特徴 (S) が明らかになった。[イ]の方法では, 森林減

少後に周辺に薪炭材の供給源となる植生が十分にない村に属する世帯群の中でも, とくに, 

村の周辺のゴム園開発の整地により周囲の薪炭資源が少なった世帯が影響 (I) を認識しやす

いという特徴 (S) が明らかになった。 

NTFP についての[ア]の方法では, 2009 年に NTFP 採取・販売が主要な生計手段の一つであ

る世帯群の中でも, 村の周囲 10㎞圏内の 1人当たりの森林減少面積が広い村に属する世帯ほ

ど影響を受けやすいという特徴 (S) が, [イ]の方法では, 村の周囲 10 ㎞圏内の 1 人当たりの

森林減少面積が広く, 国道 6 号線から離れた NTFP への依存度が高い地域の村に属する世帯

群の中でも, とくに NTFP 採取・販売業を損失した世帯群が影響を受けやすいという特徴 (S) 

が明らかになった。また, NTFP 採取の影響 (I) を受けた世帯群のうち少なくとも約 2 割がこ
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の 5 年間で森林を他用途へ転用していた。その中には, 住民の不適切な適応・対処戦略 (M) 

が確認された。 

本研究が用いた[ア] [イ] の方法にはそれぞれ異なる利点があると考察された。[ア]は, 住民

の周辺環境の特徴 (S) を, 地理情報やリモートセンシング画像等の解析で客観的に定義・区

分することにより, 周囲の森林面積の変化に伴い影響 (I) の度合いがどのように変化するか

という将来のトレンド予測を可能にするかもしれない。このような全体的な特徴 (S) やトレ

ンドの把握は, 今後どのような政策 (R) を州・郡レベルで打ち出せばよいかの検討にとくに

有効である。一方[イ]は, 政策 (R) では補足しきれない, ミクロレベルの場所に焦点を絞った

施策 (R) を可能にする。住民優先エリアの選定については, 村の周囲 10 km 圏内の森林やそ

の他の植生が, 薪炭材や NTFP といった住民が依存する貴重な資源を保全するために選定す

る必要があることが考察された。 

最終章である第5章では, 第3章の副研究課題の答えとして, 森林減少後の住民の対応能力

を考慮した ES の変化の短期的影響予測手法とモニタリングエリア選定の手法を提案した。

これらにより策定できる対策 (R) を プレイロング地域での薪炭材・NTFP 採取を事象とし

て考察した。次に, ②の問いへの答えとして, カンボジアでの事例研究で得られた知見を元に, 

Suckall et al. (2014) が提示した不適切な適応・対処戦略 (M) を DPSIR 枠組みに取り入れ, 新

しい DPSIR-M 枠組みへと拡張させた。最後に,「ネステッド・空間ドメイン・システム」の

概念 (Hägerstrand, 2001) を DPSIR 枠組みと結合するという Ness et al. (2010) のアイディアが

あったが, DPSIR 枠組みの代わりにこの DPSIR-M 枠組みを用いることで, 同アイディアを補

強した。これらにより, 住民がとる不適切な適応・対処戦略 (M) の集合的な圧力 (P) を

DPSIR 枠組みで描写することを可能にし, 同枠組みの概念を拡張させた。 

今後の研究課題としては, とくに第 4 章のカンボジアの事例にて, 三つ挙げられる。同事例

研究での調査村のサンプリング手法には, 合目的的サンプリングを採用した。今回の結果を, 

より堅牢なサンプリング手法とサンプル数を確保することによって検証し, これら手法の堅

牢性を高めることを今後の研究課題としたい。次に, 森林減少によるNTFP採取への影響  (I) 

を受けやすい住民と裕福度 (S) とのの関係は単純な相関関係ではないことが考察された。こ

のため, 周辺の森林面積 (S) や世帯の生業 (S) の組合せと, 裕福度 (S) との関わりを捉え, 

現地の社会・生態システムをより深く理解することも必要である。最後に, 本論は短期的な

影響 (I) に着目したが, 現地の住民がESを持続的に利用するためには, 短期的な影響 (I) を

受け, かつ, それに対応しながら変化していく社会・生態システムの長期的動態の理解も不可

欠である。これらを今後の研究課題としたい。 



125 
 

 

図 5-7 本論のこれまでの議論の要点 

出所：筆者作成 
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添付資料 A 第 2 章で取り扱った 11 事例の比較事項の詳細 
著者 主な 

森林減少要因 
調査最小単

位 
調査国,  
調査対象 
合計面積 

調査地の空

間分布 
リモートセンシング

技術を用いた解析の

有無, 評価期間 

事象として取り

上げた ES 
影響 (I) の種類や程度が異なる,  

住民グループの特徴 (S) 

Meijaard et al. 
(2013)   

大規模農園, 植
林地開発と小

規模農業 

185村の個人 
  

インドネシア

とマレーシア

約 247,777 ㎢

１島内 有, 20 年 
 

「供 ES」
「調 ES」
「基 ES」

 森林面積の最も広い州： 
大規模皆伐の負の影響53  

 森林減少面積の最も広い州： 
大規模皆伐の負の影響 

 森林減少の歴史が最も長く森林被覆面積が最も少な

い (直近の森林減少率が低い) 州： 
小規模皆伐の正の影響 

 周囲 10 km 圏内の森林の多くが伐採された村： 
小規模皆伐の正の影響  

 世帯数の多い村： 
小規模皆伐の正の影響 

 村に隣接した油ヤシ農園の面積割合が多い村： 
大規模皆伐の正の影響 

Mwitwa et al. 
(2012)  
 

銅鉱業 10 村それぞ

れのフォー

カスグルー

プ 

ザンビアと

DRC
約 200,000 ㎢

2 郡 
離散 

有, 40 年 「供 ES」
「調 ES」

 郡毎の森林依存住民： 
「社」正・負の影響 
「経」正・負の影響 
「供 ES」負の影響 

Bottazzi et al. 
(2014)  

農地, 牧草地拡

大 
6集落の世帯 
 

ボリビア

約 10,095 ㎢
６集落 
離散 

有, 約 10 年 「供 ES」
「文 ES」

 先住民グループ 
「供 ES」負の影響 
「文 ES」負の影響 
「経」正・負の影響 

 入植者グループ 
「経」正・負の影響 

Tadesse et al. 
(2014)  

農地拡大, コー

ヒー栽培 
10 村の世帯 
  

エチオピア

約 1,994 ㎢
2 郡 
離散 

有, 15–40 年 「供 ES」
「文 ES」
「調 ES」
「基 ES」

 郡毎： 
「供 ES」負の影響 

                                                  
53 肯定的・否定的意見は, 利益 (advantage) , 不利益 (disadvantage) から成り, これには生態系サービスだけでなく社会経済影響も含まれる 
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著者 主な 
森林減少要因 

調査最小単

位 
調査国,  
調査対象 
合計面積 

調査地の空

間分布 
リモートセンシング

技術を用いた解析の

有無, 評価期間 

事象として取り

上げた ES 
影響 (I) の種類や程度が異なる,  

住民グループの特徴 (S) 

Tiwari (2008)  人口増加, 都市

化 
41 村の個人 
 

インド

約 94 ㎢
１集水域内 有, 30 年 「供 ES」

「基 ES」
 小規模集水域毎： 

「供 ES」負の影響 

「基 ES」負の影響 

 小規模集水域内の村毎： 

「経」正・負の影響 
「供 ES」正・負の影響  

 農村地域の女性： 

「供 ES」負の影響  

Hohenthal et al. 
(2014) 

土地の区画整

理と私有化, 違
法な伐採と転

用 

2集水域の重

要情報提供

者 (個人) 
 

ケニア

約 94 ㎢
2 集水域内 無, 約 50 年 「供 ES」

「調 ES」
「基 ES」

 集水域の下流域 
「供 ES」負の影響 

Schoneveld et al. 
(2011)  

ジャトロファ

農園開発 
3 村の世帯 ガーナ

約 32 ㎢
１四角域内 有, 2 年 「供 ES」  土地損失者 (特に女性と入植者) ： 

「供 ES」負の影響 

「経」負の影響 
「社」負の影響 

 農園従業員： 

「社」正・負の影響 
「経」正の影響 

Meyfroidt (2013) 焼畑 , 人口増

加, 個人建材用

伐採, 違法伐採

者による放火,  

4村の重要情

報 提 供 者 
(個人) 
 
  

ベトナム

約 18 ㎢
2 郡 
郡内ほぼ隣

接  
 

有, 29 年 「供 ES」
「調 ES」
「基 ES」

 村毎： 
「基 ES」負の影響 
「供 ES」負の影響 
「調 ES」負の影響 
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著者 主な 
森林減少要因 

調査最小単

位 
調査国,  
調査対象 
合計面積 

調査地の空

間分布 
リモートセンシング

技術を用いた解析の

有無, 評価期間 

事象として取り

上げた ES 
影響 (I) の種類や程度が異なる,  

住民グループの特徴 (S) 

Mandondo et al. 
(2013)  

タバコ農園開

発 
2郡のフォー

カスグルー

プ 
 

マラウィ

不明 (おそら

く数十 ㎢) 

2 郡 
離散 

無, 期間不明 「供 ES」  企業農園開発による土地損失者： 
「経」負の影響 
「供 ES」負の影響 

 小規模栽培世帯： 
「社」正・負の影響 
「経」正・負の影響 
「供 ES」負の影響 

 企業農園に雇われた者： 
「経」負の影響 

 企業農園への小規模木材供給者： 
「社」正・負の影響 
「経」正・負の影響 
「供 ES」負の影響 

      
Torres-Lezama et 
al. (2011)  

コーヒー農園

開発 
37 農業生産

単位 
ベネズエラ

約 5.2 ㎢
１小集水域

内 
無, 20–40 年 「基 ES」  高い勾配度の農地で化学肥料を用いた農家： 

「基 ES」負の影響 
 他の作物と混作している農家： 
「基 ES」負の影響 

Julia and White 
(2012)  

油ヤシ農園開

発 
個人 インドネシア

不明

1 村落 無, 約 30 年 「供 ES」  先住民： 
「経」負の影響 

 女性： 
「供 ES」負の影響 
「社」正・負の影響 

供 ES：供給サービス,調 ES：調整サービス, 文 ES：文化的サービス, 基 ES：基盤サービス, 経：経済的, 社：社会的 
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添付資料 B 第 4 章のカンボジア現地調査で用いた質問紙 
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